


新ジャーナル「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは（注 1）、その
成果の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な
態度ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める
研究活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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ハーバード大学名誉教授のルイス・ブランスコムはこのギャップのことを「ダーウィンの海」と呼んだ。
本格研究：　研究テーマを未来社会像に至るシナリオの中で位置づけて、そのシナリオから派生する具体的な課題に幅広く研究者が参画できる体制を確立
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1　実現しようとする技術的課題
近年、マイクロおよびナノテクノロジーへの産業的な興味

が高まり、微細な環境を観測する装置や、微細な環境を観
測しながら作業をするシステムの需要が高くなっている。
観測装置として代表的なものは、光学顕微鏡、電子顕微
鏡などが挙げられる。中でも、光学的な限界を超えないマ
イクロサイズの対象物を簡便に観測するためには、光学顕
微鏡が広く使われている。マイクロサイズで大きな市場を持
つと期待されるものとして、生体用途としては、光学顕微
鏡画像を覗きながらの細胞や DNA 操作等の需要がある。
また、工業用途としては、LSI 製品検査における、ワイヤー
ボンディングされたチップ表面とボンディング面を同時に観
測・検査したいという需要等がある。

このような微細作業においては、実際に微細な物体の
三次元位置をセンシングしながら作業することが求められ
る。通常環境と微細環境で大きく異なるのは、後者におい
て（1）物理的なスケール効果により、物体の自重よりもファ
ンデルファールス力などによる粘性が無視できなくなる、と
同時に、（2）光学的なスケール効果により、光学顕微鏡で

見える光学的な限界に近づけば近づくほど、対象物の見え
る奥行き方向の範囲（被写界深度）が非常に浅くなる、と
いう現象が特徴的である。本研究では（2）の光学的なスケー
ル効果の問題を主に取り上げた。

光学的なスケール効果の結果、顕微鏡画像の様に被写
体深度が浅い光学系では、図 1 にみられるように、ある奥
行きの物体に焦点を合わせると、異なる奥行きにある物体
に焦点が合わない。そのため、焦点距離を動かしながら

大場 光太郎

本論文では、マイクロ環境下での光学的なスケール効果の問題を“実時間”で解決する実時間全焦点顕微鏡の構成にあたり、システム
を必要となる構成要素に分解し、その構成要素を製品として構築するためのいくつかの試みを紹介しながら、実時間全焦点顕微鏡のシ
ステム構成方法について論じる。実時間全焦点顕微鏡の構成に際しては、マイクロ環境下での作業を前提とし、理論だけにとどまらず、
製品化を見据えた実現を視野に入れながら構成した。

実時間全焦点顕微鏡の開発・製品化
−　 微細なものを思いのままに　−

Kohtaro Ohba

Development of real-time all-in-focus microscopes
- WYSIWYG in the micro-world -

In this paper, our struggle to realize a high-speed digital processed microscopic observational system for tele-micro-operation with a 
dynamic focusing system and a high-speed digital-processing system using the “depth from focus'' criteria is reported. To realize the 
system, each functional element and its system configuration had been deeply discussed not only in the academic society but also with 
several companies, and the final product system had been developed after several trials.

キーワード：実時間、全焦点、顕微鏡、開発
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図1　微細作業下での顕微鏡画像（4 μmのガラス玉を操作して
いる画像）
（a）ガラス玉とピンセットが別の高さ、（b）ピンセットとガラス玉が同じ
高さ
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異なる焦点距離で何枚かの画像を取り、画像処理を使って
製品検査しているという例が多く見受けられる。そこで我々
は、この光学的なスケール効果による問題をバーチャルに
軽減することを目的として、光学顕微鏡など倍率の高い光
学システムにおける微細作業において、光学的なスケール
効果を“実時間”で解決する新しい微細視覚システム「実
時間全焦点顕微鏡」の構成を技術的課題とした [1]-[4]。

2　紆余曲折の歴史
ここでは、当初科学的な興味からスタートしたアイデア

を、幾つかの FS（Feasibility Study）期を乗り越えて製品
化した経緯を、順を追って紹介する。最初の新規性のある
アイデアは通常の論文に、製品となってからは製品紹介記
事として幾つか公開してきたが、シンセシオロジーの論文
としては、アイデア段階期から幾つかの FS 期を乗り越え、
製品化に至った過程を紹介したい。この FS 期の過程に
おいては、幾つかの構成要素の取捨選択、その構成要素
に特化したアルゴリズム開発、さらにはそれを実現するた
めのパートナーとの出会いなど、構成学として記されている
「戦略的深化・選択型構成法」とも言うべき手法に相当す
るものと、それとは言い難い“幸運な偶然”に大きく左右
されてきたことも、敢えて書き加えたい。というのも、暗中
模索しながら迷路を彷徨し、ゴールに到達した後で、ここ
が大きな分岐点であったと後付けで理由はつけられるもの
の、当の本人は彷徨っている最中は夢中で、恥ずかしなが

ら決して戦略的な決定をしていたとは、当時を回想しても
思えないためである。さらには、万が一この紆余曲折を理
論づけしたとしても、次の暗中模索の機会では、そのシチュ
エーションなどが大きく異なり、その経験が生かされたと思
うことが少なかったためである。そのため、この紆余曲折
の歴史の部分（図 2）は、論文の体裁にとらわれない、一
つの製品化の過程を記した読み物として紹介させていただ
き、後述の節では、それぞれの期を技術的に紹介させて
いただきたい。
（a）アイデア段階期

人間が目で物を見る時、近い物体も遠い物体もピントが
合っている様に感じる。これは目の焦点調整によるもので
ある。それに対し、普通、カメラなどにおいてレンズを通
して物を見るためには、レンズのピントを合わせる必要があ
る。オ－トフォ－カス・カメラは自動的にピントを合わせるこ
とができるが、あくまで一定の距離だけにピントを合わせ
ることができるものである。

微視的環境下において、倍率が低い場合の一眼レフカメ
ラや実体顕微鏡などでは、絞りを絞ることで被写界深度を
深くすることが可能であるが、光学原理から倍率が高くな
ると、全ての範囲をカバーすることは不可能になる。また、
微視的物体の場合、被写界深度の深い画像では、物体の
奥行き感は得られないという問題が生じる。そこで我々は
被写界深度の浅いことを逆手にとって、微細環境下での作
業効率を上げることを考えた。

理論
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図 2　構成の紆余曲折
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そこで、ここで求められる仕様としては微細環境下での
作業を効率化するために、
1）被写界深度を理想的には無限大に広げた実体画像の

動的観測（30フレーム毎秒）
2）対象物の三次元形状の実時間計測（30フレーム毎秒）

の二つの項目を同時に満たすシステムを開発することとし、
理論的な検討と処理アルゴリズムなどの検討を行った。こ
の時のアプリケーションとしては、漠然とデジカメや眼鏡に
搭載されると面白いのではないか、と考えていた程度で、特
定の装置のイメージはなかった。

上記の仕様 1）と 2）も最初から仕様として挙がってい
たものではなく、後で詳しく述べるが、画像処理技術を用
いて 1）の画像を得る方法についての獲得する論文などを
調べていくうちに、処理をする過程で物体の三次元位置情
報を用いていないことに気付き、この情報を用いないのは
もったいないという考えに至った。
（b）第1次FS期

アイデアを実際のハードウエアシステムとするためには、
システム的な構成として、高速可変焦点機構と、データを
取得、通信、処理を実時間で行うための情報処理・通信
技術が必要となる。一つ目の高速可変焦点機構について
は、30 フレーム毎秒での動的観測のためには、30 Hz での
応答速度が必要となるが、既製品ではこれを1 桁下回った
ものしかなかった。しかし、当時株式会社デンソーがマイ
クロマシンプロジェクトで開発していた可変焦点レンズに、
マイクロマシン展で出会うことで解決された。情報処理・通
信については、1 枚の画像構成に必要な画像枚数を N 枚と
すると（N× 30 フレーム毎秒×画像デジタルサイズ）が必
要とされる。当時、オランダのビジョンチップ MAPP シリー
ズを輸入していたデルフトハイテック株式会社と、その開発
を手掛けていた川鉄テクノリサーチ株式会社と出会うこと
で両方の技術課題を解決した試作 1 号機を開発した。
（c）第2次FS期

しかしながら速度的には 0.5 フレーム毎秒程度にとどま
り、当初の目標である 30 フレーム毎秒を満足することが
できず、さらなる高速化を目指してビジョンチップを開発し
てくれる企業を探すため、多くの企業への直談判に明け暮
れる時期が 1 年余あった。これが一つ目の難関である。
「超高速なビジョンチップを開発し、実装することでこの
問題は解決できるはずである」と論文には書き、逃げる
のが通常の研究であったのかもしれないが、最後までやり
遂げてみたいという信念から、この一つ目の難関に船出し
た。しかしながら、実際にはこのような話を多くの企業に
持ちかけても、ビジネス的なメリットが見えないこと、開
発には数億円を要するなどから、断られ続けた。この難関

を抜けるきっかけとなったのは、フォトロン株式会社を訪ね
たことである。同社は高速度カメラメーカーとして、秒速
10,000 枚以上の画像を高速撮像し、メモリ転送する技術
を有しており、ビジョンチップで開発しなくても、同社が持
つ高速撮像素子と LVDS 用語 1（Low Voltage Differential 
Signaling）インターフェース、さらには FPGA 用語 2（Field 
Programmable Gate Array）処理を使えば実現できるだ
ろう、との心強い助言により試作 2 号機が 1 カ月程度で試
作された。
（d）第3次FS期

同時に、フォトロン株式会社と、将来のビジネス化を考え
始めた時期でもある。多くの展示会などで展示を行うと、
全焦点画像が最も求められているのは顕微鏡応用であるこ
とが分かったことから、この時期から顕微鏡応用に特化し
た開発を行い始めた。当初、株式会社デンソーの可変焦
点レンズは手作りで作られており、顕微鏡の高精細な位置
決めには適していないと同時に量産化が困難であることか
ら、顕微鏡の焦点距離を電動で動かすドイツの PI 社のピ
エゾアクチュエータを探し出し、その制御部分をいじること
で希望の精度を得た。この高速に機械的な動きを高精度に
実現することが二つ目の難関となり、これを克服した顕微鏡
システムを実現したのが第 3 次 FS 期である。当初、高速
な情報処理だけに頭が行き、高速な機械的な動きは何とか
なると高をくくっていたが、実際に最後まで悩まされ続けた
のは、どうやって高信頼に高速な機械的な動きを実現する
かであった。
（e）製品段階期

顕微鏡システムで、幾つかの実証を繰り返していくこと
で、その顕微鏡応用も工業応用と生物応用に分けながらさ
らにビジネス化を考えたが、顕微鏡システムは光学メーカー
が研究者などを対象に訪問販売し、メンテナンスを行うと
いう特殊な販売ルートであり、門外漢のフォトロン株式会
社が入るためには従来の光学メーカーに OEM 供給をしな
がら、ユーザーへの販売を行う販路の確立が重要なカギと
なった。これが最後の難関となり、この販路の確立に 1 年
余の歳月を要したが、無事 2003 年には製品として世の中
に出る運びとなった。

3　アイデア段階期
前章で紹介したアイデアは、「どこでもピントの合った画

像を作りたい」という単純な科学的な興味から発したもの
である。当初、想定していたアプリケーションとしては、デ
ジカメや眼鏡などを漠然と考えていたが、それを実現する
ために、焦点距離の異なる幾つかの画像をパソコンによる
オフライン処理を行うことで、その有効性を確認することか
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ら始めた。
この期では、単純な処理をパソコンの持つメモリ容量と

処理能力内で行うために、メモリ効率を上げるための逐次
処理アルゴリズムと、処理能力を上げるための並列処理ア
ルゴリズムの開発を行った。
3.1　理論的構成（Depth from Focus 法）

光学顕微鏡画像の場合、被写界深度の浅さ問題は操
作性に大きな問題を与えることを前述したが、これは同
時に物体の三次元計測手法 [5] の一つである Depth from 
Focus 法 [6][7] を実現するためには大きな利点であると言え
る。つまり、全焦点カメラは被写界深度の浅さ問題を解決
するためのものであると同時に、この問題を逆手に用いる
ことにより、どこでもピントの合った全焦点画像が獲得で
きるだけではなく、Depth from Focus 法を用いることによ
り単眼であるにもかかわらず、物体の三次元形状を獲得す
ることが可能となる。

図 3 に Depth from Focus 法の概念図を示す。奥行き
の異なる物体を観測する場合、撮像面までの距離（ピント）
を振りながら画像各点で画像の濃淡データの局所周波数を
計測しピークを検出する。一度、ピントの合った撮像面ま
での距離が得られれば、ガウスのレンズ法則を用いること
で、物体までの距離が算出できる。

ピントが合っているかどうかは、焦点距離：f、物体距
離：l 、もしくは画像距離：l′を動かしながら撮像した画像
の観測点周りの局所空間周波数分析を行い、空間周波数
が最大のところがピントの合ったところであるといえる。
この方法は、オートフォーカス機構としても多く使われてい
る手法であり、直感的にボケ部分は周波数が低く、ピント
が合った部分は周波数が高いことがわかる。基本的には
可変焦点機構でレンズのピントを動かしながら画像を1 枚
1 枚取りこみ、それぞれの画像全ての画素点周辺での局所
空間周波数分析を行い、周波数のピ－クの部分、つまり焦
点が合った部分をピクセル単位で各画像からピックアップ

し、1 枚の画像として張り合わせていけば全焦点画像が得
られる。また各点での焦点距離と画像距離からその三次
元デ－タも得られる。

画像のピントの合い具合の評価手法には、焦点距離を
変えながら画像の明るさの変化をみる方法など、さまざま
な方法があるが、本論文では、最終的な製品化を視野に
入れ、画像処理のアルゴリズムをハードウエア的に実装し
やすいなどの理由から、各画素の局所空間周波数分析は
画像濃淡値の空間的な分散で評価するものとし、次式の
Image Quality Measure （IQM）を定義する。この IQM
値は、本来、画像の鮮明度を示す指標の一つとして定義さ
れているものであり、ピントが合っているか否かを判定する
ためのものではないが、画像をデジタル化し、その画像を
デジタル処理することを前提に、処理アルゴリズムが将来
的に高速化することが容易なこの IQM 値をここでは用いる
こととした。

IQM =    ΣΣ｛ΣΣ I（x , y）

　　　　　　－I（x+p , y+q）｝  

x=xi

xf

D
1

y=yi

yf

p=Lc q=Lr

Lc Lr

ここで（−Le ， −Lr）−（Le ， Lr）と（xi ， yi）−（xf  ， yf） はそれぞれ、
分散評価と平滑化を行うための小領域である。また、D は
画素単位で正規化するための評価を行うすべての画素数で
ある。焦点距離を動かしながら IQM の値のそれぞれ画素
毎もしくは領域毎に評価し、IQM 値のピ－クを検出し、そ
の時に焦点距離：f と画像距離：l′から算出した物体距離：
l を、それぞれの画素位置に対するマトリックス要素にそれ
ぞれ代入することで、対象物の三次元データを作成する。
3.2　逐次処理による構成（メモリの軽減のため）

前述のように全焦点画像と奥行き画像を理論的に同時に
獲得するのは、Depth from Focus 法を使うことで可能で
あるが、実際に開発を始めた 2000 年当時、前節に述べ
た IQM 値を計算するアルゴリズムを構築すると、256 画素
× 256 画素、30 枚程度の画像から1 枚の全焦点画像と奥
行き画像をそれぞれ実時間で獲得するためには、2 Mbyte
程度の画像メモリと、1 秒間に 30 枚× 30 フレーム＝ 900
枚の画像の獲得と処理能力（2000 年当時のパソコンで 3
分程度）が必要とされた。

そのためには、まず、全焦点画像および奥行き画像を
30 フレーム毎秒で獲得するためにＮ枚の異なる奥行きの画
像を必要とする場合には、30 ×Ｎフレーム毎秒での画像を
撮像する高いダイナミックレンジの撮像素子が必要とされ、
さらにはそれだけの画像データを処理・表示するための高
速処理システムが必要とされる。

物体 レンズ
ボケ

ボケ

焦点距離

合ビン

合ビン

結像面

局所周波数

図 3　Depth from Focus 法
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この IQM 値は、オートフォーカスカメラであれば 1 点も
しくは数点だけを計算しその値に応じてピントを駆動すれ
ば良いが、全焦点画像を得るためには各画素点において計
算を 33 ms以内に効率よく行う必要がある。

このハードウエアの限界を克服するために著者らが考え
だしたアルゴリズムにより構成的にメモリを効率化する手法
を以下して述べ、次章ではハードウエアの特性を使って処
理速度を効率化した構成を紹介する。

この IQM 処理をすべての画素点で行う際に、焦点距離の
異なる前画像を一時的に蓄えてから処理を行うのは非効率で
あることから、以下に示す（1）－（7）ステップの逐次型アル
ゴリズムにより構成を構築した。図 4、5 にはそれぞれ、代
表的なシステム構成図とフローチャートをそれぞれ示す。

この逐次型アルゴリズムを用いて、焦点距離を変えなが
らこの逐次処理を行い、焦点距離を最後まで動かすこと
で、最終的に更新されたイメージメモリのそれぞれのマト
リックスが全焦点画像（AIF）と奥行き画像（DEPTH）に
なる。IQM の算出式は複雑そうに見えるが、画像処理技
術としてはラプラシアンと平滑化を行っているだけである。
ラプラシアンは二次微分であり、デジタル画像の世界では
微分は隣の画素との差分であり、これを 2 回行えばラプラ
シアンになる。平滑化はいわば平均である。この二つの処
理は四則演算であり、高速化が可能なハ－ドロジック回路
に適している。通常は異なる奥行き画像の枚数分Ｎ枚のメ
モリを持ち、それぞれの IQM 画像を出した上で、同じ画
素位置の IQM の値を比較することで、全焦点画像と奥行
き画像を獲得していた（合計 2N＋2 枚の画像メモリが必
要）。これに対し、この逐次アルゴリズムでは得られた画像
をその場で逐次比較するため、原画像と IQM 画像、全焦
点画像、奥行き画像の 4 枚の画像メモリだけで済み、メモ
リの容量を軽減できるだけではなく、後述のハードウエア
による構成が容易となった。
（1）初期化
      　init（IQM）;
（2）焦点距離移動　
　　　for（FV=0 to FVMAX）{（FV：焦点距離）

　　　     mov（FV）;　焦点距離移動
（3）画像入力　
              IO=input;　画像入力
（4）ラプラシアンフィルタ　
              IL=lap（IO）;　前処理
（5）メディアンフィルタ（平均フィルタ）　
　　　　  IM=ave（IL）;　前処理
（6）画像の各画素の輝度値の比較と、それに応じた画像

データのコピー
              if（IM（x、y）>IQM（x、y））{
                   IQM（x、y）=IM（x、y）; 　評価値更新

イメージメモリ
（IO） イメージメモリ

（AIF）

イメージメモリ
（IQM）

イメージメモリ
（DEPTH）

可変焦点レンズ 統合部
前処理部

高速CCD

256＊256＊8bits

IO IM

IM

1000fps

NTSCビデオ出力
30fps

NTSCビデオ出力
30fps

FV
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DACAmp.

Iaplacian filter
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If IM(FV,x,y)>IQM(x,y)

IQM(x,y)=IM(FV,x,y): 評価値更新
AIF(x,y)=ORG(FV,x,y): 全焦点画像作成
DEPTH(x,y)=FV: 焦点距離情報作成

If IM(FV,x,y)>IQM-min

出力 AIF(x,y),DEPTH(x,y)

Y

Y

Y

焦点距離制御 mov(FV)

ORG(FV,x,y)

ORG(FV,x,y)
IM(FV,x,y)

 

FV=0 

FV<FVMAX

FV=FV+1

メモリー初期化

画像入力

画像前処理

全画像（x, y）

図 4　逐次アルゴリズムのためのシステム構成

図 5　逐次アルゴリズムのフローチャート
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                   AIF（x、y）=IO（x、y）;　全焦点画像作成
        DEPTH（x、y）=FV;　焦点距離情報作成
           　}
         }
（7）画像データ出力　
　　　output（AIF、DEPTH）;　画像データ出力

4　第1次FS期
上記の手法と情報処理を実時間で実現するためには、焦

点深度を高速に移動させながら、同時に高速に画像を撮像
し処理することが求められる。そこで、基本システム構成
要素は次の三つであると分析した。
（a）高速可変焦点機構
（b）高速度撮像機構・高速度画像処理演算回路
（c）高速通信

例えば、8 段階の焦点距離で処理を行う場合、人間が
観測するのに十分な滑らかさである 30 枚毎秒の実時間で
の出力を得るためには、30 Hz での焦点距離の高速移動
と、それに同期しながら 30 × 8 で 240 コマ/ 秒の画像の
取り込みと処理のスピ－ドが要求される（図 6）。モノクロ
512 × 512 画素で 240 コマの場合、ピクセルレ－トは 100 
MHz に近い周波数になる。同時に 30 Hz でカメラの焦点

距離、対物距離、もしくは画像距離を動かす必要がある。
（a）高速可変焦点機構

後述の試作 1 号機、試作 2 号機では、高速可変焦点機
構としては、株式会社デンソーで開発された可変焦点レン
ズを用いた [8]。駆動はピエゾ素子で、これにかける電圧を
変えると焦点距離が変わる。構造は単純でモ－タ類は一切
ない。構造はバイモルフアクチュエータでガラスダイアフラ
ムを駆動させ、焦点距離を変える。PZTバイモルフに印加
する電圧を変えることにより、このレンズは凸レンズから凹
レンズに変化することも可能である。150 Hz 程度まで位相
が遅れずにこの周波数に応答することが検証されている。
図 7 が可変焦点レンズの写真、図 8 がその構造、図 9 が
レンズ駆動機構の詳細である。このレンズは電圧を加えな
い場合は平板のガラスである。この可変焦点レンズの最大
の特徴はその高速性である。ピエゾ素子によりガラスダイ
アフラムを直接駆動させるので高速な焦点距離の移動が可
能になった。
（b）高速度撮像機構・高速度画像処理演算回路

3.1の試作 1 号機での高速度撮像機構と高速度画像処理
演算回路については、撮像素子、ADC、処理システムが
内包しているビジョンチップを用いた。ビジョンチップを用
いることで、処理はビジョンチップの内部で完結し、高速

高速度撮像機構

高速通信

高速可変焦点機構

高速度画像処理演算回路

全焦点画像 奥行き画像

　
( t 50 μｍ) 　

(φ14 mm, t 50 μｍ)

16
 m

m
　

(φ14 mm, t 50 μｍ)
φ 5 mmＰＺＴ

透明流体

ガラスダイアフラム
ガラスダイアフラム

ステンレススチール板
PZT バイモルフ アクチュエータ

透明流体ガラスダイアフラム

引押

パイプ バイモルフセル

PZT バイモルフ アクチェエータ

図 6　全焦点顕微鏡のシステム構成

図 7　可変焦点レンズ概観

図 8　可変焦点レンズ構成

図 9　可変焦点レンズ動作原理
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通信は不要となる。ここでは単位時間あたりの画像データ
量と画像処理能力の多さから、コラムパラレル型のビジョ
ンチップである、スウェーデンの IVP 社の MAPP2200 を
用いた。基本構成としては、256 × 256 画素の CMOS イ
メージセンサと、256 個の ADC、256 個のパラレルプロ
セッサからなる。前章で述べたように、SIMD用語 3（Single 
instruction Multiple data）処理が可能な画像処理アルゴ
リズムにより、画像の取り込みと処理が高速に行える。
（c）並列処理による構成

開発を始めた 2000 年当時は、通常のフレームレートで
のデジタル画像処理技術が当たり前のように実用化されて
はいたものの、フレームレートを1 桁近く上げた画像の撮
像と処理は、特殊なビジョンチップを開発しなければ実現
しないというのが現状であった。もちろんビジョンチップの
開発には 1 億円程度の開発費用がかかるといわれ、複数
の企業を当たってみたものの、快い回答をいただいた企業
はなく、試作 1 号機ではスウェーデンで開発された汎用ビ
ジョンチップ MAPP2200 を用い、後述する並列処理アル
ゴリズムを実装することで実現した。処理速度としては 2
秒程度で実現されたが、目的であるフレームレートでの実
時間処理には程遠いものであった。

本手法に必要とされる、画像前処理部分のラプラシアン
フィルタと平滑化フィルタは、高い処理能力を要する。こ
の処理をハードウエア化したものとして、この章の後で紹
介する試作 1 号機においてビジョンチップで実装した例を

図 10、11 に示す。用いたハードウエアは SIMD 処理が容
易なチップであることから、上記の IQM 値を演算するため
には、各画素点で各画素点周辺の画素値を用いた処理とし
て、ラプラシアンフィルタと平滑化を並列計算することが求
められる。それぞれの処理について、SIMD 処理した例を
示す。それぞれの演算結果を見ると、最終的に各画素点
でラプラシアンフィルタ（図 10 の R12）と平滑化（図 11 の
R5）の結果が得られていることが分かる。

また、最終的に製品化した際にはこの処理手法を参考に
しながら、FPGAを用いて IQM 値を算出するシステムを構
成した。

1999 年に試作した試作 1 号機システムの概観を図 12 に
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図 10　SIMD 処理によるラプラシアンフィルタ処理演算

図 11　SIMD 処理による加算演算処理演算

図 12　試作 1 号機
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示す。　
評価実験として、可変焦点レンズから160 mm の場所に

35 mm の奥行きを持つ物体を置いて処理を行った。焦点
距離を 35 ｍｍの高さの物体をカバーする程度に移動する
のに 21 枚の画像を取り込み処理していることから、奥行き
解像度は 1.67 mmである。システムの空間解像度は光学
機器の設定に依存するが、今回の場合、16 mm×16 mm
を画像解像度 256 × 256 で処理することから、62.5μ m/
pixel の解像度を持つ。

ここで用いた対象物としては、高さ 35 mm の 4 段の人
工的なピラミッド形状のもので、1 段目がφ10 mm 高さ10 
mm、2 段目がφ7 mm 高さ10 mm、3 段目がφ 4 mm 高
さ10 mm、4 段目がφ 3 mm 高さ 5 mmである。

この時、焦点距離を動かしながら撮られた 21 枚の画像
の一部を図 13 左に示す。前述のような処理を施すことによ
り、全焦点画像：図 13 右とVR 表示：図 14 がそれぞれ得
られている。全焦点画像自体は適当であるものの、奥行き
画像は平滑化する領域が小さいこと、奥行き方向の解像度
が少ないことなどから、大きな分散した結果が得られた。

試作 1 号機の性能としては、領域の大きさの設定や取り
込み画像枚数に依存するものの、処理時間は 2 秒間に 1
枚程度の出力しか得られていない、MAPP2200 での二値
画像の取り込み・処理は 1 秒間に 2,000 枚から 3,000 枚を
こなす能力を持つことから、処理時間の遅さの原因として
は、1）コラム型 A/D が各画素で独立した参照電圧を与

えられないため、8 ビットの解像度で画像を取り込む際、
256 回参照電圧を与え逐次比較する必要があること、2）
SIMD プロセッサのアーキテクチャが二値画像に特化した
ものであること、などが挙げられる。

5　第2次FS期
ここでは、30 フレーム毎秒の実時間観測を可能とする全

焦点カメラの試作 2 号機を実現するための第 2 次 FS 期に
ついて解説する。

後述の顕微鏡システムでは、高速撮像においては多くの
実績を有する株式会社フォトロンの協力を得ることができ
た。このシステムでは、高速度ビデオカメラのカメラヘッド
を用い、撮像機構と画像処理演算回路とのインターフェー
スには高速画像転送を可能とする LVDS を用いることで、
撮像機構と画像処理演算回路を分離することを可能とし
た。それぞれに市販の高速度撮像機構（高速ビデオカメラ）
と画像処理演算回路（FPGA）を用いた。このように既存
の製品をベースとして開発したことにより、製品化への道
が大きく開けたと言える。

ここで開発した試作 2 号機の構成を図 15、概観を図 16
に示す。高速センサ－の出力は CDS（Correlated Double 
Sampling）、ADC を経て高速デジタルインターフェースの
LVDS に変換され、画像処理部分に転送される。ここま
でが高速度カメラ部分である。LVDS はハイレ－トの映像
信号を送る場合の標準インタフェ－スで主にデジタルの液晶

全焦点画像単焦点画像

DAC
アンプ

Clock Gen.,
CDS
ADC

VGA モニタ PC インターフェース
LVDS

可変焦点レンズ

光学系

高速センサー 全焦点画像
奥行き画像

図 13　全焦点画像の生成概念図

図 14　VR 表示例

図 15　試作 2 号機ブロックダイアグラム

図 16　試作 2 号機概観
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ディスプレイに使われている規格である。可変焦点レンズ用
のノコギリ波発生回路は高速度カメラ部分のクロックジェネ
レ－タから同期信号を得て、30 Hz のノコギリ波を発生さ
せ、レンズ駆動アンプでレンズを駆動する。画像処理部で
は入力デジタル映像信号で IQM 演算、画像合成を行い、
VGA（Video Graphics Array）信号として出力する。三次
元デ－タは LVDS 信号で PC に転送する。PC では PCI バ
スの LVDS キャプチャーボードでデ－タを受ける。

機械的に焦点距離移動は、試作 1 号機と同じものを使っ
たので問題なかったが、アルゴリズムの方は第 1 次 FS 期
では特殊なビジョンチップに実装したことから、そのまま
FPGA には移植が不可能で、FPGA 専用にアルゴリズムを
修正する必要があったのと、FPGA 処理を高速にするため
に内部メモリを使う必要があったため、メモリ容量を考慮
した実装が必要となった。ここでは先に示した逐次処理を
実装することでメモリ容量が抑えられ、結果的に FPGA の
内部メモリだけで処理ができたため、目的仕様の 30 フレー
ム毎秒が可能となった。

図 17 には、試作 2 号機による出力画像例を示す。前述
の試作1号機で示したものと同等の表示結果となってしまっ
ているが、実際には左の列に示した全焦点画像と右の列に
示した奥行き画像が動画で観測されている。つまり、各フ
レームに対して 8 焦点での記録がなされ、試作 1 号機が 0.5
フレーム毎秒であったのに対し、試作 2 号機は 30 フレー
ム毎秒であることから、60 倍の処理速度を得ていることに
なる。

6　第3次FS期
ここまでの開発で以下のことが明らかになった。
・既存の高速度カメラのカメラヘッドとLVDSを使うこと

で、撮像、通信と処理の分離が可能となり、処理部には
一般のFPGAを用いた高速並列処理が可能である。
・機械的な焦点距離移動には、可変焦点レンズで可能で
ある。
企業との話し合いの中から、それらを高速処理部分はそ

のまま活かして、ビジネス的な応用が最も可能性のある顕
微鏡用途に特化した開発をすることになった。しかし、上
述の二つ目の機械的な焦点距離移動については、その精
度などの問題から可変焦点レンズを使うことが出来なかっ
た。ここでは第 3 次 FS 期において、顕微鏡用途に特化し
た顕微鏡システム開発について述べる。

顕微鏡システムにおいて焦点距離を動かすのに使ったの
は、市販の焦点距離移動機構 PI Polytech 社製の PZT ア
クチュエータ P-721、20 とドライバ E-612、C0 で、顕微鏡
の対物レンズの間に取り付けることにより対物レンズを平行
に 0-100μm 動かすことを可能としている。ここで、4 章、
5 章の試作機で用いていた可変焦点レンズを使わなかった
理由としては、可変焦点レンズではレンズの厚みを変化させ
レンズの f 値そのものを変化させているため、厳密には異
なる倍率の画像を合成していることになり、高精度の全焦
点画像を生成するには不適当であること等が上げられる。

図 18 には試作 2 号機をベースに、顕微鏡に実装した顕
微鏡システムの概観図、図 19 には通常の光学顕微鏡画像
例を、図 20 には顕微鏡システムで得られた画像をそれぞ
れ示す。

ここで測定対象としては、直径 2μm のグラスファイバー
を用い、三次元的に交差している画像である。10μ m 毎
の画像を図に示す。1 本目のグラスファイバーには 30-40μ
mでピントが合い、2 本目のグラスファイバーには 60μ m
でピントが合っていることが見てとれる。

提案した全焦点顕微鏡カメラを用いることにより、図 20
に示すような全焦点顕微鏡画像が得られている。ちなみに

（a）全焦点画像1 （b）奥行き画像1

（d）奥行き画像2（c）全焦点画像2

図 17　試作 2 号機出力例 図 18　顕微鏡システム概観図
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この映像は動画であるので、測定対象物体が動いても全
焦点画像は逐次更新される。さらに、奥行き画像も得られ
ている。

7　製品段階期
今回ここで開発してきたシステムは、株式会社フォトロン

から 2003 年度に製品化された。このシステムの概観を図
21 に示す。基本的な構成は試作機と変わらないが、カラー
画像に対応したこと、システムの大きさを極力コンパクトに
抑えるなど、実用に耐える工夫がなされている。

また、この製品システムで得られた全焦点画像の例を通

常の画像と比較して図 22 に示す。図 22 上には IC チップ
のワイヤーボンディング部分、図 22 下には透過光による珪
藻と微生物をそれぞれ示している。どちらも対物レンズは
50 倍のものを用いている。実績としては、対物レンズの重
さなどの関係から、100 倍程度の対物レンズまでは稼働可
能である。1 ｍｍから 0.1 ｍｍ程度の低倍率に関しては実
体顕微鏡が、サブミクロンの高倍率になると電子顕微鏡が
広く用いられており、光学顕微鏡の光学限界などから、生
物などのバイオ系や、半導体検査などでは倍率がさほど高
いものは必要とされないことから。そこで、程度の倍率で
実用上問題がないことを確認した。

全焦点画像

通常画像

全焦点画像

通常画像

ＩＣチップ検査

微生物観測

図 19　典型的な顕微鏡画像例

図 20　全焦点顕微鏡画像例（動画）

図 21　製品版システム概観図

図 22　製品版画像出力例
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全景

縦スライス画像

横スライス画像

ある焦点距離での
通常の顕微鏡画像

ボリュームレンダリングされた
三次元顕微鏡画像

8　将来への課題
ここで開発した全焦点顕微鏡カメラは、通常の顕微鏡画

像の問題である被写界深度の浅さの問題と奥行き情報が得
られないという問題を同時に解決するため、どこでもピント
の合った画像（全焦点画像）と、対象物体の三次元的構成
を実時間で生成・表示することを目的としたシステムである。

全焦点画像と三次元構成を同時に獲得することにより、
対象物体を詳細に観測することが可能となった。しかしな
がら、それと同時に通常の顕微鏡が得ている一方方向か
らの対象物体の異なる複数の焦点距離の映像から、ピン
トの合っている映像と、その時の一方方向からの奥行きの
データだけを抽出することを特化的に行うことで、多くの情
報を捨てざるを得なかったのも事実である。例えば、半透
明な物体に対して垂直方向に焦点距離を操作した際、ピ
ントの合う部分が高さ方向に複数ある対象物体も存在する
が、この手法では 1 か所だけを選択することで、無条件に
他の部位の観測は不可能となる。

光学的なスケール効果をなくすもう一つの方法として
は、図 23 に示すように多数の焦点距離の画像から、その
ままボリュームレンダリング用語 4 する技術についても発案し
ている。これについても特許化している [9]。

将来は、ハード的な制約を考えずに全ての奥行き画像を
ボリュームレンダリングすることで、どの方向からの画像ス
ライスも生成できるような、ハイパー顕微鏡の開発も必要と
されるものと期待する。
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LVDS（Low Voltage Differential Signaling）インター
フェース : ツイストペアケーブルを使って非常に高速に動
作することができる電気信号の規格。高速カメラなどで
は以前より、そのデータ量の多さなどから使われていた。
パソコンでも液晶パネルとのインターフェースに使われて
いる。
FPGA（Field Programmable Gate Array ）処理 : 利
用者が独自の論理回路を書き込むことの出来るゲートア
レイ（PGA）の一種で、ゲートアレイが二次元格子状に
並んでいるもの。並列処理演算などに向く。
SIMD（Single instruction Multiple data）処理：演算
装置において 1 回の命令で複数データに対する処理を
一つの命令で同時に行うもの。
ボリュームレンダリング：三次元の物体を二次元画像とし
て表現する際に、物体の表面に陰影をつけてあらわす
手法に比べ、物体内部の透過率、色などの情報を持た
せることで三次元の物体を三次元的に見せる手法。

用語 1：

用語 2：

用語 3：

用語 4：

用語説明

図 23　ボリュームレンダリング手法の概要
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査読者との議論 
議論1　構成方法
質問・コメント（小林 直人：早稲田大学研究戦略センター）

本論文で著者は、最初の部分の「実時間全焦点画像の構成」とい
う、オリジナルな考えに基づいて情報的構成を行い、これをベースに
「実時間全焦点画像の構成」を実現するためにハードウエアを含め
たシステム的構成を行い、逐次目標を明確に向上することにより、最
終的に実時間全焦点顕微鏡の製品化に持っていきました。これは極
めて貴重なことであり、ここでは①第 1 種基礎研究から製品化まで
の一貫性、②戦略目標の逐次的深化・明確化、③それに伴うシステ
ム構成の向上、④以上を踏まえた実際の製品化とその後の商品とし
ての維持、という他には無い極めてユニークな研究開発を、紆余曲
折がありながらも継続して行い完遂したことが示されています。その
意味でシンセシオロジーの論文に相応しいと考えられました。

一方、シンセシオロジーでは構成的手法の独自性が課題の一つで
す。本論文にあっては、技術の進展、あるいは構成の進展に伴って
戦略が明確になり、それにつれてシナリオも明らかになってきたと推
察されます。すなわち、最初から「実時間全焦点顕微鏡の開発・製
品化」という戦略目標があったわけではなく、実態は要素技術を構
成している間に、戦略目標が深化し、そのために次のステップで行う
課題が明確になり、要素技術の選択とシステム化の実現を経て、そ
の次の戦略目標が深化するというサイクルを描くことになったと理解
しました。すなわち、次のステップに進むたびに技術要素を選択して
いき、そのたび毎に戦略が明確にされ進化したと推察されます。した
がって結果的には、要素技術の「戦略的深化・選択型構成法」とも
呼ぶべき手法がとられたと推察されます。（下図参照）（シンセシオロ
ジー、1巻 2 号 p.141の図に追加修正）。この認識は正しいでしょうか？

回答（大場 光太郎）
おそらく、製品化の過程でとってきた手法は、「戦略的深化」であっ

たり、「選択型構成法」であるのかと思いますが、それらはいずれも
個人の経験と周りの人脈に依存し、ロジックとしてきれいに書き下し
て共有化するのは非常に難しいと感じています。FS 期の過程におい
ては、幾つかの構成要素の取捨選択、その構成要素に特化したアル
ゴリズム開発、さらにはそれを実現するためのパートナーとの出会い
など、上記の「戦略的深化・選択型構成法」ともいうべき手法に相
当するものと、それとは言い難い“幸運な偶然”に大きく左右されて
きたことがあり、それらを敢えて書き加えました。というのも、暗中
模索しながら迷路を彷徨し、ゴールに到達した後で、ここが大きな
分岐点であったと後付けで理由はつけられるものの、当の本人は彷
徨っている最中は夢中で、恥ずかしながら決して理論的な決定をして
いたとは、当時を回想しても思えないためです。以上のようなことを、
「第 2 章、紆余曲折の歴史」で述べておきます。

議論2　「死の谷」
コメント（中島 秀之：はこだて未来大学）
「死の谷」という記述が随所に見られますが、死の谷というのは技

術的な見通しはあるが、製品化のための他の要件（主にコスト）が満
たされない部分を言うのだと思います。原理的に解決しているので基
礎研究としては面白くないし、企業としては開発コストがかかりすぎる
ため、誰もが手を出さない研究開発の狭間です。

回答（大場 光太郎）
死の谷についてですが、若干、言葉の認識が私の意図していると

ころと違っているようです。査読委員は「死の谷というのは技術的な
見通しはあるが、製品化のための他の要件（主にコスト）が満たされ
ない部分を言うのだと思います。」と書かれているのですが、見通し
がついたらそれは死の谷ではないような気がしています。ここでは、
「死の谷は、青木が原の樹海のように、彷徨いこんだらゴールの方
向が分からなくなり、まさに紆余曲折して出口に達するもの」という
意識で死の谷を使っています。

コメント（中島 秀之）
研究の見通しが立たない部分（ブレークスルーを必要とする場面）

は「関門」、「難関」とか「ボトルネック」という表現で良いと思います。
「死の谷」については Wikipedia 「デスバレー（研究開発）」の項目
を参照されると良いと思います。

議論3　構成的記述
コメント（中島 秀之）

我々が通常の研究論文を書くとき、それは研究が完成した時点か
ら振り返って、ある意味後付けの道筋を示すものです。つまり、いく
つもの選択肢のうち 1 本を選んでやっと辿り着いた結論が、あたか
も最初からそうであったように、そこへの道筋を何の迷いもなく選択
して辿り着いたように記述します。最終的に選ばれなかった選択肢や
失敗の積み重ねは論文には記述されません。最初の原稿は、そのよ
うな意味で通常の論文のように記述されていたと思います。

通常の理論的・分析的論文はそのような構成で良いと考えます。何
故なら、理解すべき現象がすでに存在しており、その理解の道筋を
示すのが論文の目的ですから。しかしながらシンセシオロジーは構成
の学問体系です。解は一つとは限りません。多くの可能な道筋の中か
ら、特定のものを選ぶという選択それ自体が構成学における重要な
要素であり、その記述が必須です。2 章「紆余曲折の歴史」の冒頭
に述べられている内容が重要であると考えています。

戦略目標の遂次的深化

戦略的深化・選択型構成法

統合技術

技術要素A
技術要素B

技術要素C

図　シンセシスの構造
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1　はじめに
長さは物理量のうちでも最も基本的なもので、長さの計

測技術は科学や産業の場で高度に発達している。長さの
国際単位はメートルであり、その標準としては 19 世紀の後
半からメートル原器が使われてきたが、20 世紀に入り1960
年にクリプトンの放電ランプが発する橙色の光の波長に変
更された。現在の長さの標準は 1983 年から用いられてい
るもので、真空中を進む光の速度（光速度）をもとにして
実現するものである注 1。具体的には、特定の条件下で発振
するレーザの波長を標準とする方法であり、最も広く用いら
れているものはヨウ素分子の吸収線に発振波長を安定化さ
せたヘリウムネオンレーザである注 2。現在我が国を初めと
して世界の多くの国が、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ

石川 純

長さの国家標準として用いられるヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの発振波長は、レーザ共振器の機械的長さで決まる。従来、機械
的安定度の高い共振器を実現するためには特殊な材料や素子を使ったり、周囲環境を厳重に管理したりすることは当然と考えられて
きた。しかし、レーザの動作や共振器に要求される性能を詳しく調べた結果、レーザ共振器の機構に要求される機械的特性の多くは、
市販の汎用部品で十分実現可能であることが明らかとなった。汎用部品を多用して大幅な価格低下を実現しつつ、発振波長の安定度
や周囲環境の変動に対する耐性を大幅に向上させることが可能となり、国家標準器として十分な精度で、かつ保守や移送が容易なも
のを実現した。この設計にもとづくヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、日本の長さの国家標準として長年用いられただけでなく、民
間の校正事業者が持つ標準器として、また発展途上国の国家標準器としても用いられている。

誰でも作れて携行できる長さの国家標準器
−　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ共振器の機構設計　−

Jun Ishikawa
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を国家標準として使っている。このレーザを国家標準とし
た場合の長さ計測のトレーサビリティ体系を図 1 に示す。

一般に国家標準には、産業界や学術界で必要とされる
計測の精度を十分に上回る最高の精度が求められる。し
たがって、国家標準の開発過程においては最高の精度を達
成するために最新・高度・特殊な技術が投入される。しか
し、いったん研究開発が終了し国家標準器が完成すると、
次のフェーズで求められるのは、それをもとにしていかに効
率的に産業界や学術界に標準を供給して活用するか、また
その国家標準器をいかに安定して維持し続けていくかとい
うことである。このフェーズに移行するとしばしば最新・高
度・特殊な技術は、高コストや入手の困難性から供給・維
持業務において無視できない障害となる。
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筆者が 1980 年代に旧工業技術院計量研究所（現産業
技術総合研究所計測標準研究部門）で精密干渉測定に関
する研究を開始した際に、波長標準として使用したヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザ（これは 2009 年まで日本の長
さの国家標準であった）は、ちょうどこの状態であった。
当初は操作性の悪さや特殊部品の供給に問題を感じつつ
も、最高精度の国家標準器であればやむを得ないことと考
えていた。そのようなときに、ニュージーランドの国立標準
研究所の研究者がヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの国
際比較を行うために、自らが開発したレーザをハンドキャ
リーで航空機の客室に持ち込み、各国の標準研究所を訪
問し、計量研究所にも立ち寄るという機会があった [1]。ラッ
ク1 台分の制御装置と鋳鉄製のチャネルベンチ上に設置さ
れたレーザ本体で構成された日本のレーザと比較して、そ
のコンパクトさと操作性はまさに衝撃的であった。

この出会いをきっかけに、ヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザの汎用化の研究を開始した。ここでいう汎用化と
は、まずヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの各部分に要
求される性能・特性を詳しく調べて明確にすること、次に
その性能・特性を可能な限り一般的な部品を用いて実現す
ることである。本稿では、研究を開始したときの状況、そ
の状況の下で決定した要素技術開発の方針、どのような要
素技術を開発したか、要素技術を統合してどのような国家
標準を実現したかを述べる。

2　研究の目標
2.1　国家標準器の汎用化

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに限らず、標準器や
その構成部品に要求される仕様・性能は一般の製品と比べ
ると特殊なものである。基礎開発過程では必要とされる性
能を実現することが最優先課題であるから、特殊かつ高価
な材料・部品・加工法が採用されることはやむを得ない。

筆者は当初、標準器を開発する研究者の立場ではなく、
1 ユーザーとしてヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに関わ
り、その段階でニュージーランドのレーザと接する機会を得
た。その経験から、基礎開発過程は標準器開発の全過程
の半分にすぎず、本当の意味で開発を完了するためには引
き続いて汎用化を進めることが不可欠であると確信した。
汎用化とは、先に述べたように必要とされる性能・特性を
詳しく調査して明確化して、それを汎用部品を用いて実現す
る設計手法・技術を確立することである。すなわち、汎用
化とは特殊部品（ハードウエア）から設計手法・技術（ソフ
トウエア）へと転換を図ることであると考えるようになった。

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理は、ヨウ
素分子の量子力学的性質を基準とするものである。ヨウ素
分子の量子力学的性質は不変であるから、人工物のメート
ル原器とは異なり、用いるヨウ素の間で原理的な差は存在
しない。しかし、ヨウ素分子の量子力学的性質から安定
な発振波長を抽出する機構には、人工物であるが故の不
完全性が存在し、発振波長の器物による差や不確かさと
なって現れる。筆者は、標準の保有・維持とは単にヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザ（ハードウエア）を所有するこ
とではなく、ヨウ素分子からレーザ波長を実現する技術の
保有であると考えている。汎用化には、レーザ波長を実現
する技術の精査と深い理解が不可欠である。すなわち、汎
用化により得られた技術の保有が、標準の保有・維持に他
ならない。

国家標準器を汎用化することによって多くのメリットが得
られることが予想されたが、その中で中心的なものは各国
の長さ標準の相互信頼性が向上すること、そして我が国の
中で長さの精密計測の精度が飛躍的に向上することであっ
た。これらを次の 2 つの節で述べる。
2.2　国際的な相互信頼性の向上

先進国の一部を除き、ほとんどの国立標準機関では、
国家標準器として製品化された市販のヨウ素安定化ヘリウ
ムネオンレーザを購入している。この場合、簡単な調整以
外の修理等はそのレーザの製造事業者に依存している。つ
まり、国立標準機関は単なるハードウエアの所有にとどまっ
ていて、標準の維持はその製造事業者に全面的に依存して
いる。製品としての完成度が高く、供給・維持サービスが
滞ることがなければ大きな問題が生じることはない。しか
しヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザのような国家標準レベ
ルの機器は、高度な技術を必要とすること、需要が極めて
限定的であることから、開発・製造・維持を営利事業とし
て継続することは容易ではなく、事業化は実際多くの困難
を伴っている。

筆者が考えたヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの汎用

長さの国際単位
メートル

真空中の光速度の
定義値、 c

時間の国際単位
秒

産総研が持つ国家標準器

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ

製造事業者が持つ幾何標準器

ゲージブロック、ステップゲージ

製造事業者が持つ現場計測器

マイクロメータ、ノギス

校正事業者が持つ標準器

実用安定化レーザ・光波干渉計

図 1　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを国家標準とする長
さ計測のトレーサビリティ体系
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化とは、標準器としての性能・操作性・経済性・維持管理
の容易さに優れたレーザの実現を目標としつつ、同時にレー
ザについての詳細な技術情報をユーザーに開示するという
ものである。波長標準の本質は、ヨウ素分子の普遍的な
量子力学的性質から安定なレーザ波長を実現する技術にあ
る。汎用化によりもたらされるこのような技術を国際間で共
有できるならば、それは国家間でそれぞれの国家標準が
同等であることを認め合うための相互信頼を確立する基礎
となる。
2.3　国内トレーサビリティの中流域の高度化

日本国内のトレーサビリティの中流域で波長標準の校正を
ビジネスとする事業者は現在何社か存在するが、その技術
レベルは一部先進国以外の国立標準機関と類似している。
したがって汎用化したヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを
構成事業者の標準器として採用することは、前節で述べたよ
うに標準を技術として保有するということを意味する。

ゲージブロックや分銅といった人工物の基準器は、校正
を行って値付けすることによりトレーサビリティが確保でき
る。しかし、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、ヨウ
素分子の量子力学的性質から波長を取り出す標準器であ
り、器差（不確かさ）は波長を取り出す過程の技術に依存
する。このような標準においては、波長の値付けに加え、
波長を取り出す過程の技術の保有とその評価、いうなれば
「技術のトレーサビリティ」が本質的に重要である。技術
の汎用化は、校正事業者などのトレーサビリティの中流域
においても、ハードウエアの所有から技術の保有への転換
を推進し、その信頼性の向上を実現するものである。

3　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理
ここでヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作原理を

紹介しておく。図 2 はヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
構造の概略図である。普通のヘリウムネオンレーザは、2
枚の平面鏡（正確には僅かな凹面）で構成される光共振器
の間にヘリウムとネオンの混合ガスが入ったレーザチューブ
が置かれる。一方ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、
高純度のヨウ素ガスを封入した「ヨウ素セル」が光共振器
の中に挿入される。2 枚の平面鏡の光学的間隔（光共振器

長）L と波長λの関係は式（1）で表すことができる。

λ =  2L / N　　                            　　　　   （1）

ここで N は整数である。λはL に比例するが、ヘリウムネ
オンレーザチューブの光増幅効果が有効である波長範囲は
極めて狭いので、発振波長λは限定されたある範囲に留ま
る。L を有効波長範囲を超えて変化させると整数 N が一つ
ずつ増加あるいは減少（モードホップ）し、λは光増幅効果
の有効な一定の範囲内に留まる。今、モードホップが発生し
ない範囲でL を変化させると、レーザの出力I は図 3 の変化
（破線）を示す。I はλがモードホップに近い両端では低下
し、中央で最大となる。レーザチューブに加えヨウ素セル
が光共振器内に存在すると、ヨウ素分子による光の吸収
が I に影響し、出力曲線は図 3（実線）のように変化する。
レーザ共振器内には高強度（10 mW）の光の定在波が存
在するので、ヨウ素分子による光の吸収が飽和する。吸収
の飽和により吸収波長中心では吸収が弱まるので、 I が僅
かに増加し出力曲線上に小突起が出現する。この現象を
利用すると、ヨウ素分子の運動によるドップラー効果の影
響を受けない極めて分解能の高い分光（飽和吸収分光：
saturated absorption spectroscopy）が実現できる。ヨウ
素安定化ヘリウムネオンレーザは、出力曲線上に出現する
飽和吸収による小突起をマーカーとし、その中心に発振波
長を制御・安定化することにより高精度の波長基準を実現
する。

出力曲線のピーク位置を検出する方法としては、通常位
相敏感検出による微分法が利用される。図 4 に位相敏感
検出による微分の原理を示す。微分を実現するために、λ
に僅かな変調をかける。λの変調によりI も変動するが、そ
の振幅と位相は出力曲線 I（λ）の傾斜で決まる。図に示
したように、出力信号と復調信号を掛け合わせて得られた
信号から直流成分を取り出すとI（λ）の 1 次微分I’（λ）
が得られる。この微分がゼロになるようにλを制御すれば

平面鏡

レーザチューブ
（ヘリウムとネオンの混合気体が入った放電管）

ヨウ素セル
（ヨウ素分子の気体が入ったガラスセル）

L

I
キャピラリー

平面鏡

固体ヨウ素

I

L

モードホップ モードホップ

レーザ出力（ヨウ素セル無）

レーザ出力（ヨウ素セル有）

飽和吸収分光信号

図 2　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの概略図 図 3　レーザ共振器長 L とレーザ出力I の関係（1 縦モード内）
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発振波長はI （λ）のピークの位置に留まる。しかし、ヨウ
素安定化ヘリウムネオンレーザでは、ヨウ素分子の飽和吸
収による小突起はレーザ出力曲線 I（λ）の上に重畳して存
在するので、ベースラインの傾斜の影響が避けられない。
この影響を除去し純粋にヨウ素分子の飽和吸収の中心を
検出するために、実際には 3 次微分検出が行われる。3
次微分の信号I’’’（λ）は、位相敏感検出の復調参照信号に
変調信号（周波数 f ）の 3 倍波（周波数 3f ）を用いること
で得られる。レーザ出力曲線は飽和吸収による小突起と比
較して遙かになだらかなので、3 次微分によりその影響は
十分除去される。図 5 はオシロスコープで観察したヨウ素
安定化ヘリウムネオンレーザの出力の、ヨウ素分子吸収成
分付近の 3 次微分信号I’’’（λ）である。この 3 次微分信
号がゼロになるように発振波長が制御され、安定化される。

レーザの波長λは、先に述べたようにモードホップが発
生しない範囲では光共振器長 L に比例する。したがって
発振波長λを制御や変調のために変化させるためには、L
を変化させればよい。例えば 3 次微分信号検出のための
変調として、発振波長λには光の周波数に換算して 6 MHz 
p-p の変調が掛けられる。L が 0.3 m の場合、6 MHz の
変調に対応するL の変化は 3.8 nmである。つまり平面鏡
の片方を光軸方向に振幅 3.8 nmで振動させれば、3 次微
分検出に必要なλの変調が実現できることになる。また、
発振波長の制御に用いる 3 次微分信号（図 5）の幅は、光
の周波数に換算して 5 MHz 程度である。振動や衝撃など

により発振波長の変調範囲がこの幅を超えると制御は不能
となる（これを周波数ロックが外れるという）。レーザの波
長安定化をうまく行うためには、L の変動をこの幅の 1/10
程度、すなわち 500 kHz 程度に抑えることが必要である。
500 kHz のレーザ周波数変動に相当する共振器長 L の変
動は 0.32 nmである。これは原子の直径に相当する長さで
ある。ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを安定に動作さ
せるためには、振動による平面鏡の間隔の変動を原子の直
径程度に抑えるという難しい技術が必要になる。

図 6 は筆者が最初に使用したヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザの共振器の機構である。平面鏡の 1 枚はそのまま
の状態で、もう片方はリング状の積層ピエゾアクチュエー
タに取り付けた状態で、それぞれ精密な角度調整機構付
の端板で保持される。2 枚の端板は熱膨張がゼロに近い
4 本のスーパーインバー製のスペーサロッドで向かい合わせ
に固定される。共振器の中にはレーザチューブとヨウ素セ
ルをセットし、実際のオペレーションに際しては、防音ケー
スをかぶせ空気バネで支えた防振定盤上に設置することに
より、振動の影響を上記の 500 kHz の条件内に抑えた。
図 6 において積層リングピエゾアクチュエータは 1 個である
が、変調信号と制御信号の両方をこのピエゾアクチュエー
タに印加し、変調と制御を同時に行った。

4　目標達成のための道筋
ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの各機構に要求され

る性能・特性には、前章で述べたようにかなり特殊なもの
が多い。特殊な要求に対しては、汎用部品を普通に使用し
たのでは対応できない。特殊な性能・特性を、汎用部品を
用いて実現するためには新しい特殊な使用法を考案・採用
することが必要となる。特殊な使用法といっても、危険を
伴うもの、寿命の著しい短縮を伴うものなど無理のあるも
のは採用できない。つまり、今まで使われたことのない利
用法で理にかなったもの、さらに必要とされる性能・特性
を実現できるものを考案・実現することにより、汎用部品
の採用範囲を広げることができる。

一例として、制御装置の新しいバイアス調整回路につい

×

×
I (λ)

λ

I '

I' ''
0

f

f

3f
x3

f

図 4　飽和吸収によるレーザ出力I（λ）上の小突起とその 1 次
微分I’および 3 次微分I’’’の 信号

図 5　オシロスコープで観察した実際の 3 次微分信号

スーパーインバーロッド （4本）

リング状積層ピエゾアクチュエータ

角度調整機構付端板 角度調整機構付端板

図 6　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの共振器機構（従来型）



研究論文：誰でも作れて携行できる長さの国家標準器（石川）

−280−Synthesiology　Vol.2 No.4（2009）

て述べる。ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、吸収
線を探索・選択するためにピエゾアクチュエータへの印加
電圧を滑らかに変動させる必要がある。従来はこの変動を
ポテンショメータを使って行っていたが、全行程にわたって
十分な電圧分解能を有するポテンショメータの製品は存在
しない。したがって、変動範囲は一部の狭い電圧範囲に
限定せざるを得ず操作性が悪くなっていた。図 7 は、ポテ
ンショメータを用いる代わりに DC ギアモータと積分回路を
用いて、極めて高い電圧分解能を実現した電圧調整回路で
ある。DC ギアモータは、本来、入力電圧に比例した回転
数で回転するアクチュエータであるが、外力で回転させた
場合には発電機として動作し角速度（2 π×回転数）に比
例した電圧を発生する。この発生電圧を積分回路に入力さ
せると、その出力はギアモータの回転角に比例した電圧と
なる。回転角と積分回路出力電圧の比例定数は、積分回
路の入力抵抗とコンデンサを選択することにより任意に設
定できる。さらにギアモータは、ポテンショメータと異なり
制限なく回転させることができるので、全行程にわたる電
圧調整を、例えば 100 回以上の回転で行うような設定も可
能である。

しかし、このような汎用部品を用いて特殊機能を実現さ
せることは、計画的・系統的に進めたわけではない。レー
ザの性能に直結する部分、安定した供給・維持の障害とな
る部分の開発が優先されることはいうまでもないが、実際
にアイデアが浮かび問題が解決される順序は、必ずしも重
要度とは一致しなかった。したがって、本開発を進めるに
際して、当初計画的・系統的なシナリオというものは存在し
なかった。一方、このような汎用化がいくつか成功すると
ボトルネックを正確に把握できるようになり、問題の重要度
を認識して頭の片隅に置いておくことで、他の業務を遂行
するかたわらでふと解決策が浮かんだときに改良・開発を
進められるようになった。このような状況で、およそ 10 年
で一通りの汎用化が完成した。

上述の電圧調整回路の例は、操作性向上に関するもの
であるが、汎用品を利用した新機構により基本性能（不確
かさ・安定度）の向上を実現することもできた。以下の章
では、レーザの基本性能を決定する光共振器長の制御機

構に関して述べる。

5　光共振器長制御機構の汎用化
レーザの共振器長制御機構は、ヨウ素安定化ヘリウムネ

オンレーザの基本性能を決定する最も重要な部分である。
従来は超低膨張材料やピエゾアクチュエータといった特殊
部品が多用されていた。共振器長制御機構は、波長を制
御するための直進移動機構と、3 次微分信号を得るための
変調機構があるが、以下に両機構の汎用化について述べ
る。また、安定した共振器長制御を実現する上で重要な防
振機構についても述べる。
5.1　平面鏡の直進移動機構

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの動作条件は、国際
度量衡委員会（CIPM）による勧告としてすでにまとめられ
ている [2]。表 1 に国際度量衡委員会が勧告したヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザの動作条件を示す。この勧告で規
定されている 4 つの動作条件のうち共振器機構に直接関
係するのは、先に述べた変調の深さ（光の周波数換算で 6
± 0.3 MHz）であるが、共振器内の一方向光強度（10 ±
5 mW）は平面鏡角度の影響を受けるので、共振器機構の
問題ともいえる。従来型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレー
ザでは、共振器長をリング状の積層ピエゾアクチュエータ
で制御していた。ところがピエゾ素子は必ずしも均一な材
質でできているわけではないので、一定の電圧を印加して
も伸縮量が場所ごとに異なるという不均一性が生じ、これ
が原因となって平面鏡の傾き角がわずかに変化するという
現象が起きた。平面鏡の傾き角が変わると、光共振器の
損失が変化するのでレーザの出力も変化する。レーザ出力
は、共振器内の一方向光強度とレーザミラー透過率の積
で決まる。表 1 からその変動の許容範囲は、規定出力（共
振機内一方向光強度 10 mW）の± 50 % と大きいため、
ピエゾアクチュエータの傾き角の変動による出力変化は、
通常はほとんどこの範囲に収まる。

しかし、実際の実験から、発振波長の再現性と安定性
に優れたヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを実現するた
めには、制御に伴う平面鏡の傾き角の変動を可能な限り小
さくすることが極めて重要であることが分かってきた。この
点で、国際度量衡委員会の勧告は発振波長に影響する重

DCギアモーター
出力電圧 : Vm = kθ'

ハンドル

－

＋

出力電圧：Vo = kθ/ CR

回転角：θ

積分回路

C
R

＊ただし光周波数の共振器内光強度シフト係数は
1.4 kHz/mW以下であること 　 　

mW（10±5）・一方向共振器内光強度

MHｚ（6±0.3）・周波数変調幅（P-P）

℃（15±0.2）・ヨウ素セルコールドフィンガーの温度

℃（25±5）・ヨウ素セルの壁面の温度　　　　　 

図 7　DC ギアモータと積分回路による広範囲の電圧微調整回路

表 1　国家標準としてのヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
動作条件（国際度量衡委員会の勧告）
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要な条件が欠落しているといえる。筆者は以前に、発振波
長λの平面鏡の傾き角に対する依存性を評価するために、
レーザパワーI をほぼ一定に保ちながら平面鏡の角度を変
えた測定を行った [3]。その結果、ヨウ素安定化ヘリウムネ
オンレーザの全ての動作パラメーターを国際度量衡委員会
の勧告の範囲内に設定しても、発振波長λは共振器の調整
（平面鏡の傾き）によっては勧告する不確かさ（周波数換
算で 10 kHz）上変動することを実験的に確認した。この
ようにヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの発振波長の安
定化のためには、平面鏡の移動機構には極めて高い直進
性が要求されることが分かった。共振器長の制御に使用し
たピエゾアクチュエータは、剛性が高く微小変位が可能と
いう優れた特徴をもつが、上記のように直進性に問題があ
り従来型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの精度のボト
ルネックとなっていた。汎用化を進めるためには、直進性
の優れた移動機構の開発が不可欠であることが分かり、
新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは高剛性で微
小変位に優れたピエゾアクチュエータと直進性に優れたガイ
ド機構を組み合わせるという手法を採用した。

一般に機械的な直進ガイド機構は、平行バネ機構、摺
動機構、転がり機構の三つに分類できる。ピエゾアクチュ
エータと組み合わせる直進ガイド機構として実績が多いの
は、平行バネ機構である。平行バネ機構は、可動範囲は
限られるが、遊び・摩擦・バックラッシュが存在しないの
で特に精密な位置制御に適していると考えられる。しかし
ながら、高度な直進性を実現するためには平行バネの構造
をある程度大きくしなければならないこと、また系の剛性
を高めると重量も増大すること、さらに高価であるという
問題がある。摺動機構は原理的に遊びがあるので、本用
途には適用できない。開発に際して、ピエゾアクチュエー
タ用のガイドとしての実績はほとんどないが、安価で軽量
な転がり機構の採用を試みた。
5.1.1　ボールスプラインによる直進移動機構

転がり機構は、有限移動距離のものと、無限移動距離
のものが存在する。有限移動距離転がり機構は、図 8a に
示したように、対向する直線ガイドの間にボールやローラ等
の回転体を挟んだものである。下のガイドを固定して上の

ガイドを移動させると、挟まれた回転体は上ガイドの半分
だけ移動する。ガイドの移動量を確保するために、回転体
はガイド全長の 50 ～ 70 % の範囲に配置される。有限移
動距離転がり機構には、移動に伴い支点（回転体の位置）
も移動していくという問題がある。転がり機構の剛性や荷
重にも依存するが、支点位置の移動は避けられない姿勢変
化の原因となる。

無限移動距離転がり機構は図 8b に示したように、上の
ガイドの移動に伴い後部から排出された回転体を、前部に
戻し上下のガイド間に挿入するという機構を有するものであ
る。長い移動量を容易に実現できるのに加え、支点の移動
が小さい（回転体の間隔以下となる）ので、姿勢変化の少
ない優れた機構とされている。

直進移動転がり機構として最初に試用したのは、円形中
空軸構造をもつボールスプライン（THK 株式会社：LF13）[4]

である。ボールスプラインは無限移動距離転がり機構の一種
で、高度な直進性が期待できることと、形状がリング状積層
ピエゾアクチュエータに近いのでレーザ共振器へ組み込みや
すいことから採用を決定した。採用したボールスプラインの
スプライン軸直径は 13 mm、中心には直径 5 mm の穴があ
り、レーザ出力光はここを通る。図 9 はボールスプラインを
組み込んだ平面鏡直進移動機構である。平面鏡はスプライ
ン端部にセットされ、スプライン軸は制御アーム内のプリロー
ドスプリングにより前方に引っ張り出された状態である。平
面鏡の調整機構をレーザ本体にセットすると、本体内のリニ
アピエゾアクチュエータの先端がスプライン軸制御アームに
接触し、スプライン軸は半分程度押し込まれた状態となる。
リニアピエゾアクチュエータに制御電圧を印加し、その伸縮
によりミラー位置の制御を行った。

転がり機構は摺動機構と異なり、予圧をかけて遊びを取
り除くことができる。試用したボールスプラインも本体・ボー
ル・スプライン軸の隙間は−6 ～−2 μm に調整され、ガタ
はない。しかし、レーザの発振中にスプライン軸を横方向
に押すとミラーの傾きが原因と考えられるレーザパワーの変
動が観測された。ボールスプライン機構の回転モーメントに

a.有限移動距離転がり機構 b.無限移動距離転がり機構

制御アーム スプライン軸

ピエゾ素子で押し込む

図 8　有限移動距離転がり機構（a）と無限移動距離転がり機
構（b） 

図 9　ボールスプラインを組み込んだ平面鏡直進移動機構
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対する剛性は、明らかに不足していることが分かった。無
限ストロークの転がり機構では、ボールは循環する。本体・
スプライン軸の間隔は仕様によればボール径より小さい（−6
～−2 μm）ので、ボールがこの隙間に進入すると大きな抵
抗力が発生し、スムーズな動きを妨げることが考えられた。
しかしボールスプラインではボールの出入に伴う抵抗力変
化はほとんど検知されない。つまり、両端付近ではボール
進入時の抵抗力発生を防ぐために間隔が広げてあって、実
際に予圧がかかっているのは中央部に限定されるものと推
測される。その結果シフトに対する剛性は確保できてもティ
ルトに対する剛性は不十分となる。メーカーの説明でも、
モーメントのかかる場所では、2 個直列に使用することが
推奨されている。
5.1.2　クロスローラガイドよる直進移動機構

有限移動距離転がり機構では、支点位置の移動に伴う
姿勢変化が避けられないことは先に述べた。この姿勢変化
は、原理的にストローク全域にわたり徐々に進行していくも
のと考えられる。一方でレーザの波長安定化に必要な移動
量は、熱膨張によるレーザ共振器長の伸縮を補正すること
が目的なので、高々 0.05 mm 程度である。これは代表的
な有限移動距離転がり機構であるクロスローラガイド [5]、
その小型のものに対しても、最大ストロークの 1/100 以下
である。クロスローラガイドのストローク全域での姿勢変化
は、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ用直進機構に要求
される性能を満足しないとしても、1/100 ストロークの移動
量に対する姿勢変化は十分に小さいのではないか、という
ことが期待できる。さらに、有限移動距離転がり機構では、
回転体のガイド間への出入りがないので、無限移動距離転
がり機構のようにガイド両端で間隔を広げる必要はない。
したがって、ティルトに対する高剛性を有することも期待で
きる。共振器長制御の直進移動機構の使用条件・必要と
される性能と、その条件で使用したときの直進移動機構の

性能を熟慮した結果、クロスローラガイドが最適なメカニズ
ムとして浮上してきた。

クロスローラガイドの形状は移動ステージに適しており、
円筒形状メカニズムへの対応は難しい。クロスローラガイド
の採用に伴い、レーザ共振器構造を端板とロッドといった
従来の構造から図 10 に示したような板状の部材を組み合
わせた箱状筐体へと大幅に変更した。さらに、平面鏡の
移動量制御と直進性保持を別機構に分離したという特徴を
活かし、図 11 に示したようにリニアピエゾアクチュエータ
をスーパーインバーロッドに固定し、さらにスーパーインバー
ロッドの反対側を、他方の平面鏡面の位置で箱形筐体に固
定するという構造を考案した。この構造により、共振器長
はピエゾアクチュエータとスーパーインバーロッドで決定さ
れるので、箱形筐体板材の熱膨張を考慮する必要はなくな
り、アルミニウムの採用が可能となった。アルミニウムは熱
膨張率が大きいので、従来レーザ共振器筐体に用いられる
ことはなかった。しかし熱伝導率も高いので、温度勾配に
起因する熱歪みは発生しにくいという優れた特徴を持つ。
スーパーインバーロッドと比較するとアルミニウムの熱膨張
係数は 50 倍にもなるが、熱伝導係数も 20 倍近くあるので
熱歪みの影響は 3 倍以内に収まると考えた。

クロスローラガイド、アルミニウム箱形筐体、リニアピエ
ゾアクチュエータ＋スーパーインバーロッドによる共振器長
の制御機構を有する新型レーザは、平面鏡の角度変化が
極めて少なく、経時変化・環境依存性の小さい安定動作を
実現した。現在、日本の国家標準器として保有している 5
台のレーザ（本新型レーザ）では適切な調整を行うことに
より、それぞれの間での発振波長の差が光の周波数換算
で± 3 kHz と、国際度量衡委員会の勧告の不確かさ±10 
kHz の 1/3 に収まっている。また周囲温度の変化に対して
も安定性が高く、25 ± 5 ℃という大幅な温度変動に対して

レーザミラー端面位置

クロスローラーガイド

スーパーインバーロッド

図 11　共振器長の制御機構図 10　ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの箱形共振器機構
（新型）
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も、発振波長の変動は光の周波数換算で± 5 kHz（相対
的には 1×10−11）の偏差に収まるという優れた性能を有し
ている。
5.2　レーザ共振器の変調機構

ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、ヨウ素分子に
よる飽和吸収信号を検出するために、発振波長に光の周波
数換算で 6±0.3 MHzの変調をかけている。この変調は、
片方の平面鏡を光軸方向に正弦波で振動させることで実
現する。共振器長が 30 cm の場合、その振幅は（3.81±
0.19）nmとなる。また、先に述べたように、3 次微分によ
る制御信号を得るために第 3 高調波検出を行っている。も
し平面鏡の振動に第 3 高調波が含まれると、3 次微分信
号に 1 次微分信号成分が混入し、結果として発振波長が
シフトする。したがって、この平面鏡の振動は、高調波歪
の極めて少ない純粋な基本波であることが求められる。さ
らに、位相敏感検出の感度を一定に保つため、駆動正弦
波信号と振動の位相関係は変化しないことが求められる。
このように、波長変調用のアクチュエータには、極めて高
レベルの振幅安定性・超低歪・位相安定性が要求される。

従来型のレーザを含む多くのヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザでは、変調用にも共振器長の制御用と同じ構造を
持つリング状積層ピエゾアクチュエータを用いる。従来型
レーザでは、1 個のリング状積層ピエゾアクチュエータを、
変調・制御の両目的に兼用した。

積層構造のピエゾアクチュエータは、本来制御用（DC
動作）であり、振動（AC 動作）は想定されていない。特
に問題となるのは、振動させたときの耐久性である。従来
型レーザでは、変調のための振動が原因と考えられるピエ
ゾ素子の接着面剥離が頻発した。ひとたび剥離が起こる
と修理不能で交換しなければならないが、当時使用してい
た米国製リング状積層ピエゾアクチュエータは、高価な上
に供給が不安定であり（軍用に優先的に供給されていたた
め）、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを使用する上で大
きな障害となっていた。
5.2.1　単層ピエゾ素子を用いた変調機構

剥離故障したリング状積層ピエゾアクチュエータは廃棄
するしかない。あるとき、故障の状況を把握するために廃
棄の前に分解を試みた。リング状積層ピエゾアクチュエー
タをアセトンに浸しておくと、剥離面以外の接着面も全て剥
がれ容易に分解することができた。このリング状積層ピエ
ゾアクチュエータは、両面に電極として金属が蒸着されたリ
ング状のピエゾ素子を10 枚重ねたものであることが判明し
た。アクチュエータのストロークは 1000 Vの印加電圧に対
して 10μ mであるので、素子 1 枚はその 1/10、すなわち
1μ mである。

この分解されたアクチュエータを前にして、素子 1 枚を用
いた単層の変調用アクチュエータの開発を思いついた。単
層であれば剥離故障はない。変調に必要な振幅は先に述
べたようにおよそ 4 nmであり、単層素子のこの変位に相
当する印加電圧は 4 Vと、通常のオペアンプを使用した回
路で扱いやすい電圧となる。さらに剛性も大幅に増加する
ので動作の安定性向上が期待できる。

図 12 は最初に試作した変調用アクチュエータの構造で
ある。2 枚の真鍮固定リングネジの間に、リング状ピエゾ
素子、アルミニウム製の平面鏡保持具、O−リングをケース
内で挟んで締め付けるという単純な構造で、電圧は平面鏡
保持具と固定リングの間に印加する。しかしながら、この
機構をヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに組み込み、波
長安定化を試みたところ、勧告された不確かさの 10 倍を
超える大幅な波長シフトが観測された。3次微分信号のベー
スラインが目視でも判別できるほど傾いており、1 次微分信
号の混入、すなわち変調機構における 3 次高調波歪の著
しい発生を伴うことが判明した。この構造は、静的な動作
においては柔らかい O−リングが変形し、期待どおりの動
作をする。しかし、振動動作では作用・反作用により、ピ
エゾを支えている真鍮固定リングも振動する。真鍮固定リ
ングはネジ山で本体と接触している。通常のネジ同士の接
触点は部分的であり、小さい変位に対する剛性が低く、非
線形性も強いものと考えられる。ネジが直接物体を支える
ような構造が歪発生の原因であると推測した。
5.2.2　変調機構の動的特性の改善

変調機構の動的特性を改善し高調波歪を低減するため
には、機械的接触は丁寧な仕上げの平面同士として、剛性
が高く安定した接触を確保することが必須である。さらに
振動する平面鏡を支える保持具は、できるだけ動かないよ
うな構造とすることも重要である。図 13 はこの 2 点を考慮

1: 固定リング（2枚）
2: O-リング
3: ミラーホルダー
4: リング状ピエゾ素子
5: ケース

1
2 3 4

5
1

図 12　変調用アクチュエータ（改良前、高調波歪が大きい）
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し、高調波歪の低減と動作安定性の向上を図った変調用
アクチュエータである。図 12 の変調用アクチュエータと大
きく異なる点は、真鍮の固定台の質量である。この真鍮の
固定台の質量はおよそ 200 g であり、平面鏡とその保持具
をあわせた振動部質量 4 g のおよそ 50 倍である。この大
きな質量比により、リング状ピエゾ素子が高速で伸縮して
も平面鏡 / 平面鏡保持具のみが動き、真鍮の固定台はほ
とんど動かない。真鍮固定台・リング状ピエゾ素子・平面
鏡保持具・平面鏡の間の接触面の仕上げには特に留意し、
仕上げはとも擦り研磨を行って接触面積を増大させ、高調
波歪を低減させた。さらに、組立前に真鍮固定台にリング
状ピエゾ素子・平面鏡保持具を乗せる。接触面にアルコー
ルを垂らしてから真鍮固定台を逆さにして、リング状ピエゾ
素子・平面鏡保持具が貼り付いて落下しないことで、良好
な平面接触を確認した。

平面鏡保持具は、リン青銅の薄肉円筒バネと真鍮丸ナッ
トにより予圧が与えられ、リング状ピエゾ素子、真鍮固定
台に密着させた。真鍮固定台とリン青銅薄肉円筒バネ・真
鍮丸ナットはナイロンインシュレータにより電気的に絶縁し
た。ピエゾアクチュエータの駆動電圧は、真鍮丸ナット（＋）
と真鍮固定台（G）間に印加した。

ナイロンインシュレータは、設計時には電気的絶縁を目
的としていたが、それ以外にも重要な働きのあることが明
らかとなった。ナイロンインシュレータに替わる絶縁部品と
して、絶縁アルマイトコーティングしたアルミインシュレータ
を試用したときに、絶縁機能には問題はないが変調機構
の動作が不安定になった（著しい振幅の経時変化が起き
た）。原因は、平面鏡保持具の振動がリン青銅薄肉円筒
バネ、非線形性の強いねじ接触を経て真鍮丸ナットに伝わ
り、複雑に共振したことにある。柔らかいナイロンインシュ

レータはダンパーとして働き、この共振を大幅に低減する
重要な機能を担っていることが判明した。
5.3　防振機構

先に述べたように、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ
の安定動作を実現するためには、外部環境の振動・音響
によるレーザ共振器長変動を、原子の直径（0.3 nm）以下
に抑えなければならない。また、防振機構の開発の前提と
して、このような共振器長の微少な変動を検知・評価する
手法の確立も必要である。以下に、共振器長の微少変動、
および防振機構について簡潔に紹介する。

発振波長の安定化のためにレーザ出力光の強度変動を
検出しているが、これを増幅してスピーカーに接続する。
すると周波数 f（3 kHz）の波長変調（光の周波数換算で 6 
MHz）がもたらす強度変化が音として聞こえる。これは波
長変調による波長の変化を、レーザ波長−出力曲線Ｉ（λ）
で強度変化に変換して音として聞いているのであるが、同
様に、外部振動による共振器長変動も波長変動をもたら
し、それを音として聞くことができる。音の振幅は波長
変化、すなわち共振器長の変化に比例するので、外部振
動による音を波長変調による音の振幅の 1/10（強度では
1/100、−20 dB）に抑制できれば、ヨウ素安定化ヘリウム
ネオンレーザの安定動作が実現できる。ハニカム構造の光
学定盤上（表面は厚さ 5 mm のステンレス板）にヨウ素安
定化ヘリウムネオンレーザの金属筐体を直に置き、定盤を
貨幣等で引っかく・軽くたたくなどしたときにスピーカーか
ら聞こえる音は、ちょうど人間が耳を定盤に押し当てたとき
に聞こえる音と類似している。

防振ゴム等の性能評価を行うために、厚さ1 cm のアル
ミニウム板（レーザ筐体の底板と同等）を用意した。この
板を定盤上に置き、耳を押し当てながら定盤を引っかく・
軽くたたくなどしたときの音の聞こえを確認した。次に、評
価対象の防振ゴムを金属板の下に置き、音がどの程度低減
したかを確認した。

新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの箱形筐体の
底面には、この簡単な試験で音の遮蔽に優れた効果を示
した直径 14 mm の半球型ポリウレタン製のゴム足を 3 個
配置した（図 14）。筐体に直置にすると定盤上で光軸調整
等の操作を行うと振動の影響で波長安定化のロックが外れ

1: 薄肉円筒バネ
2: ミラーホルダー
3: リング状ピエゾ素子
4: 真鍮固定台
5: ナイロンインシュレータ
6: 真鍮丸ナット

1

2 3

4

5 6

ポリウレタンゴム足

図 14　サブナノメータ防振機構（ゴム足）図 13　変調用アクチュエータ（改良後、低高調波歪構造）
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ていたが、ゴム足の防振効果は大きく、定盤上での通常の
操作が波長安定化に及ぼす影響はほとんど無くなった。

6　開発した国家標準器の性能とその活用
新型のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザは、産総研で

日本の国家標準として、また波長標準の供給を行う校正事
業者でそこの標準器として用いられている。このレーザは、
今まで紹介したような独自の新しい機構を有するものであ
るが、その最大の特徴は製品としてではなく、組立キット
として供給される点にある。最初に述べたように、ヨウ素
分子吸収線の量子力学的性質を利用した標準において重
要なのは、その性質から標準（波長）を取り出す技術であ
る。この考え方を実践するために、筆者は新しいヨウ素安
定化ヘリウムネオンレーザの詳細な仕様・設計図をまとめ、
計量標準モノグラフとして刊行した [6]。このモノグラフに基
づけば、国際度量衡委員会の勧告を満足するレーザの製
作が可能である。しかし、汎用品がほとんどとはいえ、レー
ザ製作に必要な部品類を洩れなく調達するのは大きな負担
である。そこで、必要な部品類をとりまとめてレーザ組立
キットとして希望する事業者に有償頒布した。キットである
から、各部品類に関して仕様を満足するかは保証の範囲と
なるが、最終的な標準器としての性能（絶対波長やその不
確かさ）は、所有者の技術に依存する。必要に応じて、組
立の技術指導は行うが、キットで頒布することにより、レー
ザヘッド・制御系（制御系はほぼ完成したかたちで供給さ
れる）一式でおよそ 200 万円という、国家標準器としては
破格の低価格を実現した。

このような、波長標準を技術として伝える試みは、海外
に対しても進めている。産総研ではタイ王国の国立標準研
究所（NIMT）設立援助のプロジェクトを進めてきた。ヨ
ウ素安定化ヘリウムネオンレーザキットの 1 号機はこのプロ
ジェクトを通して、NIMT に収められたものである。現在、
NIMT を拠点として、ASEAN 諸国の国立標準研究所に
対して同様の技術供与を行うことを計画している。

本レーザは国際比較にも用いたが、国際度量衡委員会
の勧告に従った標準器として今までのレーザにない優れた
特徴を有することも分かってきた。前章の国際度量衡委員
会が勧告する条件に、ヨウ素セルの管壁の温度を 25 ± 5 
℃に保つという規定がある。この温度は周囲温度とほぼ同
じとなるので、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザも 25 ±
5 ℃の温度範囲で動作できるはずである。新しいレーザは
この条件を満たす。25 ± 5 ℃の範囲で波長安定化を継続
可能であり、波長変動も国際度量衡委員会勧告の不確か
さの半分以下（光の周波数換算で 5 kHz 以下）という良
好な結果であった。一方、従来型レーザを含めた多くのレー

ザは、国際度量衡委員会が勧告する不確かさを満足するた
めには、周囲温度のより厳密な安定化を必要とする。多く
のレーザで用いられているように、リング状積層ピエゾアク
チュエータの伸縮に伴う平面鏡の傾き角の変化は、発振波
長の変動要因となる。傾き角の変化を防ぐためには、レー
ザ本体への超低膨張材料の採用に加え、厳密な周囲温度
安定化を行い、アクチュエータの伸縮を最小限に留めるこ
とが必要となる。以前、各国の国家標準であるヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザを1箇所に集めて国際比較を行った
ことがある。その最中にレーザを設置した部屋の温度が、
空調装置の不調からたまたま 2 ℃程度変動したことがあっ
た。そのとき多くのレーザで安定化のロックが外れて動作
不能に陥ったのに対し、新型レーザでは安定化のロックが
外れることなく動作し続け、その性能の高さの一端を証明
することになった。

7　おわりに
筆者は最初に、ユーザーとしてヨウ素安定化ヘリウムネオ

ンレーザと関わるようになった。本来の研究テーマであっ
た「精密干渉測定装置の開発」を円滑に進める上で、波
長の基準光源であるヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザの
使い勝手と信頼性を向上させることは潜在的な悲願であっ
た。ニュージーランドの可搬型レーザを見たことでその悲
願が顕在化し、研究を開始したことは先に述べた。しかし、
もしユーザーとしての立場ではなく、従来型レーザの開発
者としての立場であったならば、おそらく「国家標準器なの
だからそこまで使い勝手にこだわる必要はない。それより
も、より精度の高い次世代標準の開発こそ重要だ」と判断
していたと思う。

研究の初期に、汎用部品を従来にない特殊な使用方法
で活用することにより、特殊な機能を実現するという研究
の方向性を決定づけたのは、ヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザの改良が正規のテーマではなかったことが最大の理
由と考える。研究の初期段階において、極めて低予算であっ
たこと、研究の期限と成果に対する義務が課せられていな
かったことから、ある意味大胆な試みを行えたことが、研
究の方向性を決定づけた。もし、最初から正規のテーマと
して研究計画を作成し、予算を要求したのであれば、特殊
部品や特殊材料を常識的に使用するという無難な選択を
行っていたことは間違いない。

開発したヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザを、組立キッ
トとして有償頒布することにより、破格の低価格を実現し
たことは前章で述べた。しかし、組立キットによる本当の
意義は、ユーザーのモチベーションの向上にある。レーザ
の組立は、研修という形で行っているが、多くの参加者は
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査読者との議論 
議論1　研究目標とシナリオの追記
コメント（小野 晃：産業技術総合研究所）　

シンセシオロジー誌としては「研究の目標」と「目標の達成のため
のシナリオ」を追加して書いていただきたく思います。

回答（石川 純）
ご指摘のとおりと考え、「研究の目標」と「目標の達成のためのシ

時間を忘れて作業に没頭した。筆者は、研修を終えた参加
者が、自ら組立調整を行ったヨウ素安定化ヘリウムネオン
レーザを持ち帰る際に「このレーザは単なるモノであって標
準ではありません。標準とは、あなたの身につけた技術と、
標準を維持するという意志に他なりません」と伝えている。

注1）現在の長さの国際単位はメートルであり、光が真空中を
1/299 792 458秒間に進む距離を1メートルとしている。
注2）現在の長さの一次標準としては、ヨウ素分子の特定の吸
収線に発振周波数（波長）を安定化したヘリウムネオンレーザが
多用されており、その周波数ν＝473 612 353 604 kHzが勧告さ
れている。波長λは光速度c（299 792 458 m/s）をνで割ること
により算出される。λ = ｃ/ν。

参考文献
R. B. Hurst, N. Brown, V. D. Dandawate, G. R. Hanes, J. 
Helmcke, H. P. Layer, L. Zhongyou, W. R. C. Rowley, T. 
Sakurai and M. S. Chung: International intercomparison 
of iodine-stabilized helium-neon lasers at 633 nm 
involving ten standards laboratories, Metrologia , 24 (1), 
39-44 (1987).
T. J. Quinn: Practical realization of the definition of 
the metre, including recommended radiations of other 
optical frequency standards (2001), Metrologia , 40 (2), 
103-133 (2003).
石川 純: 633 nmレーザ波長校正と不確かさ, 産総研計量
標準報告, 4 (1), 71-77 (2005).
ボールスプラインシリーズ(カタログ) , THK株式会社, 東京
(2008).
https://tech.thk.com/upload/catalog_claim/pdf/381_
ballspline.pdf
THK総合カタログ, A8,B8, THK株式会社, 東京 (2008).
石川 純: CIPM勧告準拠633nmヨウ素安定化ヘリウムネ
オンレーザの設計と製作, 産総研計量標準モノグラフ, 2 
(2003).

[1]

[2]

[3]

[4]

[5]
[6]

ナリオ」について新しい章を追加・記載しました。ただ、本研究は当
初シナリオ（計画）なしに開始したという経緯があり、これに関して
は事実に沿って当時の状況を率直に記載しました。

議論2　文献の「産総研計量標準モノグラフ」の活用
質問・コメント（小野 晃）　

文献6は本技術の普及という意味では大変重要なものと思います。
とかくオリジナルな技術のさわりだけを研究論文に記載しておしまい
とする傾向が強い中で、機器を再現的に製作するための必要かつ十
分な情報をすべて開示するということは、今までなかったように思い
ます。文献 6 を書くことになった著者の動機と、それの活用方法はど
のようなものでしょうか。

回答（石川 純）
人工物であるメートル原器とは異なり、ヨウ素分子の量子力学的性

質を利用するレーザ波長標準において、その本質は、量子力学的性
質から光波長を取り出すプロセスの技術に存在します。したがって、
標準の維持・継承とは技術の維持・継承に他なりません。産総研計
量標準モノグラフは、ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザに関する技
術の維持・継承を目的に執筆しました。本論文においても、上記の
考え方を反映するように改訂しました。

議論3　標準器の質量と大きさ
質問（小野 晃）　

国家標準器を航空機内に持ち込んで移送できるということは、国
際比較をスムーズに行うために極めて有効と思いますが、開発した新
型レーザの質量、大きさはどの程度ですか。これは航空機の客室に
持ち込める重さ、大きさとして十分なものですか。
　
回答（石川 純）

レーザ本体は、長さ：420 mm、幅：105 mm、高さ：95 mm、重量：
5.3 kg です。制御装置は、奥行：400 mm、幅：420mm、高さ：100 
mm、重量：7.5 kg です。

航空機に搭乗する場合は、レーザ本体は手荷物としてキャビンに
持ち込み、制御装置は預け荷物としました。小型軽量化のみに注力
すれば、より小さく軽いレーザは実現できますが、製造・組立・調整
等の容易性に重点を置き、この大きさに留めました。

現時点における航空機内持ち込み最大の障害は、9.11 以降大幅に
強化された機内持ち込みの規制です。波長安定化レーザという一般
になじみのない特殊機器のため、その説明には大変苦労します。

議論4　発振波長の不確かさ
質問（小野 晃）　

新型レーザの発振波長の不確かさはどの程度と評価しています
か。それは国際度量衡委員会が勧告した不確かさの値よりも小さい
のではないかと想像しますが、どうでしょうか。可能であれば不確か
さの要因とともに、バジェット表で示していただけませんか。

回答（石川 純）
表 a に国際度量衡委員会が勧告したヨウ素安定化ヘリウムネオン

レーザ不確かさのバジェット表を示します。筆者は、表に示された不
確かさのうち、共振器内一方向光強度に起因する不確かさ見積は大
きすぎると考えています。しかしこれは、制御機構の直進性に問題の
ある従来のヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザでは、分離して評価す
ることも難しかったガスレンズ効果・ガスプリズム効果の影響を含め
たものであると筆者は考えています。国際度量衡局で長年ヨウ素安定
化ヘリウムネオンレーザの研究に携わってきた研究者も、そのことを
認めていました。

新型レーザは制御機構の直進性が非常に優れているため、ガスレ
ンズ効果・ガスプリズム効果の分離が可能であり、不確かさバジェッ
トは表ｂのようになります。ガスレンズ効果・ガスプリズム効果による
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不確かさを軽減するためには、レーザチューブ放電管の幾何形状を
厳密に製作する必要があり、そのようなレーザチューブは現実的には
入手不可能です。ヨウ素純度の影響に関しては、ヨウ素セル充填プ
ロセスの改良により、ビート周波数計測不確かさについても計測技術
の改良により小さくすることができました。

議論5　校正事業者が持っている標準器の精度
質問（小野 晃）　

国内数社の校正事業者がそれぞれの標準器としてヨウ素安定化ヘ
リウムネオンレーザを保有しているとのことですが、それらは定期的
な校正のために産総研に持ち込まれると思います。そのときに産総研
の国家標準器と波長（周波数）を比較して、差はどの程度ありました
か。それは新型レーザに対して評価した不確かさの範囲内に入ってい
ましたか、あるいは中にはそれを超えるようなものもありましたか。

回答（石川 純）
新型レーザは全て産総研で、筆者の技術指導のもと組立調整を

行いました。したがって、出荷時には特定標準器との周波数差は 5 
kHz 以下を確認しています。また、光学窓の汚れなどにより発振が
止まった場合を除いて、ほぼ初期性能を維持していることを再校正時
に確認しています。

表ａ　国際度量衡委員会が勧告するヨウ素安定化ヘリウムネオ
ンレーザ不確かさ

表ｂ　新型ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ不確かさ

合成標準不確かさ 10.0

5.0ビート周波数計測不確かさ

5.0

<1.0 kHz/mW10 mW共振器内一方向光強度

－10 kHz/MHz周波数変調深さ 3.0

5.0

ヨウ素純度の影響

3.0－15 kHz/℃0.2℃15 ℃コールドフィンガー温度

2.50.5 kHz/℃5 ℃25 ℃壁面温度

ヨウ素セル関連

不確かさ（kHz)比例係数推奨値パラメータ 許容範囲

6 MHz 0.3 MHz

5 mW

6.3合成標準不確かさ

5.0ガスレンズ効果・ガスプリズム効果

0.0ビート周波数計測不確かさ

2.0

<1.0 kHz/mW10 mW共振器内一方向光強度

－10 kHz/MHz周波数変調深さ 2.0

2.0

ヨウ素純度の影響

1.5－15 kHz/℃0.１℃15 ℃コールドフィンガー温度

1.00.5 kHz/℃2 ℃23 ℃壁面温度

ヨウ素セル関連

不確かさ（kHz)比例係数推奨値パラメータ 許容範囲

6 MHz 0.２MHz

２ mW

議論6　海外の研究者のその後の展開
質問（小野 晃）　

ニュージーランドの研究者は著者に対してアイディアを顕在化させ
る貴重なきっかけを与えてくれたと思います。その研究者はその後ど
のような研究の展開をたどったのでしょうか。差し支えない範囲でお
答えいただければと思います。

回答（石川 純）
その後、ニュージーランドの行政改革により多くの研究所が縮小・

統廃合され、その際に Dr. Hurst も民間企業に転出したと後任の方
から聞きました。ニュージーランドのヨウ素安定化ヘリウムネオンレー
ザも、現在はアメリカの製品を利用していて Dr. Hurst が国際比較に
用いたレーザは使われることなく、研究室の片隅に置かれているとい
う少し寂しい話でした。

議論7　海外の国立標準研究所が行った製品化研究の事例
質問・コメント（小野 晃）　

著者が今回行った国家標準器の汎用化の研究は製品化研究と解
釈できることはすでに述べたところです。産総研の計量標準グループ
の中でも製品化を明確に意識して研究に取り組む例は従来あまり多く
なかったように思いますが、校正事業者を巻き込んだトレーサビリティ
の中流域においては「遠隔校正」などすでにいくつか研究が行われ
ており、製品化研究の重要性はより強く認識されているように見えま
す。

世界的に見て、著者の知る限りで結構ですので、ニュージーランド
以外に今回のような製品化研究を国立標準研究所が行った事例はあ
るでしょうか。

回答（石川 純）
ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ製品化の試みはごく初期の段階

（1980 年頃）から行われていましたが、研究所の研究開発品を基に
して、メーカーでほぼそのままコピーし製品化するというものでした。
その結果、価格、大きさ、操作性に問題があり、製品としての完成
度は高くありませんでした。ニュージーランドのレーザは、研究者が
国際比較に使用するという目的で、ユーザーの立場で開発したもので
あり、当時としては突出した携行性・操作性を有するものでした。実
際にニュージーランドのレーザが製品化されることはありませんでし
たが、ユーザーの立場で汎用化の研究を進めるというプロセスは、
製品化を成功させるために不可欠であると思います。ヨウ素安定化ヘ
リウムネオンレーザといったような特定目的の機器について、ユーザー
の立場での汎用化研究を進めた例はあまり知りませんが、より一般的
な機器類（ミラーホルダー等）では、国立標準研究所の開発品を基
に製品化を実現し、従来のメーカー製品を超える優れた性能を有す
るものが存在します。
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1　はじめに
我々は日常、何らかの音に曝されて生活している。会話

の妨げになる音、不快さをもたらす音は騒音とみなされる。
騒音は、睡眠の妨害や作業効率の低下をはじめ様々な形
で我々の日常生活に悪影響を及ぼし、場合によっては聴力
損失という重大な健康被害を招く。

我が国の環境基本法では、国民の健康かつ文化的な生
活の確保と、人類の福祉への貢献を目的とし、環境保全
の基本理念と、その実現に必要な施策が定められている。
騒音は、大気汚染などとともに取り組むべき公害の一つに
挙げられ、環境騒音の規制や基準値が定められている。
騒音規制法では特定の工場や建設機械、自動車から出さ
れる騒音が規制の対象となっている。また道路交通騒音、
航空機騒音、新幹線騒音については、政府の達成目標値
である環境基準が定められている。環境騒音の観点から
我々の日常生活の安全・安心を維持するために、産総研に
求められてきたことは環境騒音の計測における信頼性の確
保であり、そのために必要な技術的課題の解決である。

音を物理現象として捉えると、音波とは音源の振動によっ
て周囲の媒質（空気）が振動し、その振動が空間的に伝
播していく現象のことである [1]。振動の伝播に伴なって媒
質の密度は時間的・空間的に変化し、圧力変化をもたらす。
音波の発生による、静圧からの圧力変化を音圧という。音
圧は音に関する主要な物理量であり、音圧の計測が音響分
野での計測の基本になっている [2]。

多くの場合、音圧の大きさは音圧レベル用語 1 で表され、
音圧レベルの単位はデシベル、記号は dB である。人間
の聴覚は周波数特性をもつため、音圧レベルが同じであっ
ても周波数（音の高さ）が違えば違う大きさの音に聞こえ
る。聴覚の特性を模した周波数重み付け特性を A 特性と
いい、A 特性で補正した音圧レベルを A 特性音圧レベル、
あるいは一般に騒音レベルという。騒音レベルの単位も音
圧レベルと同じデシベルである（騒音レベルの単位として従
来はホンも使われていたが、現在は国際的にデシベルに統
一されている）。騒音レベルは環境騒音や機器から発生す
る騒音の評価に用いられる [3]。

堀内 竜三

騒音計測をはじめ音響分野での計測結果に対する信頼性を確保するため、産総研は必要となる要素技術を開発し、我が国の計量法に
基づいて標準マイクロホンを頂点としたトレーサビリティ体系を整備した。この体系のもとで、新たな音の標準の供給サービスを開始し
たことにより、我々の日常生活の安全・安心を支えるために社会が必要としている、不確かさの小さな騒音計測が可能となった。

騒音計測の信頼性をいかに確保するか
−　 音の標準の開発と新しい供給体制　−

Ryuzo Horiuchi

How the reliable environmental noise measurement is ensured
- Development of acoustic standards and a new calibration service system -

To ensure the reliable results in acoustic measurement such as environmental noise measurement, NMIJ/AIST has developed essential 
calibration techniques and established a traceability system based on the Japanese Measurement Law with acoustic standards at the highest 
level of accuracy. A new calibration service for reliable acoustic measurements under this system realized a minimum uncertainty in the 
environmental noise measurements, indispensable to sustain high quality of our daily life.
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音圧レベルや騒音レベルの計測には、図 1 に示す計測
用マイクロホン [4] や騒音計（最近では、サウンドレベルメー
タと称することが推奨されているが、本論文では一般的に
用いられてきた名称を用いる）[5][6] が音響測定器として用い
られる。音圧のセンサである計測用マイクロホンを用いれ
ば、その出力電圧から音圧を測定できる。あるいは音圧セ
ンサと演算の機能を合わせもった騒音計を用いれば、計測
量である音圧レベルや騒音レベルを直接表示できる。

騒音計を用いて計測を行う代表的なユーザーとしては、
次のものが挙げられる。①騒音レベルの計量値を公的に
証明書に記載できる環境計量証明事業者、あるいはその
要員として計量管理を行う環境計量士、②各地域で環境
騒音測定を行う地方自治体、③開発した製品の音響特性
を計測する必要のあるメーカー、④音響計測を行う大学や
研究機関。

適正な計量の実施を確保するため、従来から我が国の
計量法では、取引・証明行為に用いる重要な計量器を「特
定計量器」として定め、特定計量器に求められる構造や
測定精度に関する試験（検定という）の項目とその合格基
準を定め、法的な規制を行ってきた。騒音計も特定計量
器の一つに指定されており、検定が行われてきた。現在我
が国では、約 5 万台の騒音計が検定に合格し、公的な騒
音計測に用いられている。

騒音計の検定において、騒音レベルの表示値の正しさを
評価するには、騒音計のマイクロホンに加わる音圧を精密
に計測する必要がある。このため、標準マイクロホンと呼
ばれる、安定性に優れた特殊な計測用マイクロホンが別途
必要である（図 2）[7][8]。別の言い方をすれば、標準マイク

ロホンの音圧センサとしての感度（入力音圧に対する出力
電圧の比）が音響計測におけるいわば「基準の物差し」、
すなわち「音の国家標準」（音響標準）となる。検定で基
準として用いる標準マイクロホンを「騒音基準器」という。
産総研は、旧工業技術院時代（電気試験所や電子技術総
合研究所）を含めるとほぼ半世紀にわたって騒音基準器の
感度校正サービスを行ってきた [9][10]。

検定に合格した騒音計のみが取引・証明行為への使用
を許されるという、我が国の検定制度は今後も継続され
る。しかし一方で、近年国際的にしばしば使われるように
なった不確かさの概念が検定には含まれておらず、騒音基
準器としての標準マイクロホン感度の校正値には不確かさ
の値が明記されていない。また特定計量器としての騒音計
の検定においても、騒音基準器による測定値との差が許
容範囲内にあるかどうかだけで合否を判定している。

現在、測定器の仕様や校正法を規定する ISO や IEC
の国際規格や JIS には不確かさの考えが導入されるように
なってきた。科学的な見地から言えば、本来、測定には多
かれ少なかれ不確かさがつきまとう。人々が測定の結果を
相互に信頼できるためには、測定結果の不確かさを適切に
表明することが必須である。さらには、世界貿易機構にお
ける貿易の技術的障壁に関する協定（WTO/TBT 協定）
が、1995 年に我が国も含めて締結された。このようにして、
測定器の国際規格への適合性が、どの国でも同じように保
証される体制作りが必要になった。このために、各国で当
該測定器のトレーサビリティ用語 2 が確保され、かつ各国の
国家標準同士の技術的な同等性が検証されていることが
不可欠となった。

音響分野においても状況は同じであり、音響測定器の
規格適合性判定において不確かさ評価が不可欠となった
ため [11] 、測定のトレーサビリティ体系（図 3）を構築しな
いと、ユーザーが用いる音響測定器の規格適合性を保証

図 1　計測用マイクロホン（左）と騒音計（右）
計測用マイクロホンは、振動膜（図では円形の上端面）に作用する音圧に比例した出力電圧を発生する音圧のセンサである。可聴周波数範囲（20 
Hz ～ 20 kHz）で用いるタイプとしてⅠ形とⅡ形があり、筐体の外径と使用できる周波数範囲が異なる。左側の大きい方がⅠ形計測用マイクロホ
ンである。
騒音計は、先端（図では左端）に取り付けられた計測用マイクロホンで測定された音圧値から、計測量である音圧レベルや騒音レベルを演算し
て表示する機器である。マイクロホン、増幅器、周波数重み付け回路、演算回路、表示機構から構成される。
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できない状況になった。
また最近では、環境騒音の測定だけでなく、家電製品（冷

蔵庫、洗濯機、掃除機など）や情報機器（コピー機、パソ
コン、プリンタなど）から発生する騒音の測定が重要視さ
れるようになった。これらの機器が出す騒音の測定には、
音響測定器として計測用マイクロホンが使用される [12][13]。

国際規格やそれと同等の JIS に適合した音響測定器が
供給されることではじめて、家電・情報機器メーカーは自
社製品について測定した音響特性データの信頼性を確保
し、製品の品質を国際的に保証できるようになる。産業界
が今後の技術開発ロードマップに描いている、環境にやさ
しく安全・安心で、付加価値の高い製品を開発するために
は、音響測定器のトレーサビリティ体系の整備が必須の基
盤技術となった。こうした社会的ニーズの変化により、従
来の検定制度とは異なる音響標準の供給体系を整備するこ
ととした。

ユーザーが信頼性の高い騒音計測を行うには、こうした
測定器の性能確保はもちろんのこと、測定環境条件（温度、
気圧、風）や、周囲からの反射音という測定現場に特有な
要因の影響を評価することが不可欠である。しかし反射音
の影響については、音場（音波が存在する空間）の不確か
さ評価が未解決の技術的課題となっていた。反射音の影
響は、音を反射する地面や建物と測定器との位置関係に依
存する。この性質を利用して従来は、測定器の位置を変え
て測定したデータを平均化する対策がとられていた。この
方法では不確かさを減らすことはできるが、実際に不確か
さがどの程度低減されたかを定量的に評価することはでき
ず、データの信頼性は十分ではなかった。

全く同じことが音響測定器の校正においても課題となっ
ていた。音響測定器の校正は通常、反射音の影響が少な
いように設計された無響室の中で行われるが、高性能な無
響室であっても全く反射音のない空間を実現することは極
めて難しく、反射音の存在が音響測定器の校正における大
きな不確かさの要因となっていた。この問題への対応とし
て騒音計の JIS [6] では、無響室の中で音源や騒音計の位
置を変えて測定をくり返し、不確かさを減らすことが要求さ
れている。しかしこの方法は騒音計の仕様が規格に適合す
るかを判定するための手順の一つに過ぎず、不確かさが適
切に評価されていないことが依然問題として残っていた。
産総研は、このような状況に鑑み反射音が存在する音場の
不確かさを評価する技術を開発し、技術的課題の解決を
図った。

また音響測定器の校正に関しては、もう一つの技術的
課題が残されていた。これまでに実現してきた音響標準で
はその不確かさの値が大きく、そのままでは一部の音響測
定器の規格適合性が評価できない状況にあったため、音
響標準の高度化（高精度化）による不確かさの低減が課題
であった。

本論文では以降に、これらの課題を解決して騒音計測
の信頼性を確保するために行った研究について述べる。

2　要素技術と研究シナリオ
騒音計測の信頼性確保という研究目標を達成するに

は、前章で挙げた二つの技術的課題を解決するための要
素技術が必要である。

第一の要素技術は、標準マイクロホン感度の校正不確か

音響校正器
騒音計
計測用マイクロホン

音響測定器

音圧感度一次校正装置
標準マイクロホン

標準マイクロホン

標準マイクロホン

一般ユーザー

校正事業者

校正事業者

産総研

図 2　標準マイクロホン
標準マイクロホンも計測用マイクロホンの一つであるが、音響標準と
しての信頼性を確保する必要があるため、感度の安定性について一
般の計測用マイクロホンに比べて厳しい条件が課されている。また
後述するようにカプラという治具に取り付けて感度校正を行うので、
振動膜がカプラに触れて損傷しないよう、振動膜の外周には土手の
ような構造（図では矢印で示した、金色の部分）を備えている。左が
Ⅰ形標準マイクロホン、右がⅡ形標準マイクロホンである。

図 3　音響計測におけるトレーサビリティ体系図
上位の校正事業者がもつ標準マイクロホンは、産総研が開発した一
次校正装置によって校正される。下位の校正事業者がもつ標準マイ
クロホンは、上位の校正事業者の標準マイクロホンとの比較によって
二次校正される。一般ユーザーの音響測定器は、校正事業者の標
準マイクロホンとの比較によって二次校正される。
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さの低減である。産総研が実現できる標準マイクロホン感
度の校正不確かさは、これまでは 0.1 dB 程度が限界であっ
た。しかし JIS では、騒音計の点検に用いるハイグレード
の音響校正器 [14]（一定音圧を発生できる可搬型の校正用
音源）の校正不確かさが 0.1 dB 以下と定められており、
感度の不確かさが 0.1 dB の標準マイクロホンでは音響校
正器の性能を評価するための基準として使えないという問
題があった。標準マイクロホン感度の校正装置を高度化す
ることが不可欠になったため、デジタル信号処理技術の導
入による S/N の改善などを行い、不確かさを 0.04 dB に
まで低減した。

第二の要素技術は、音響測定器の校正に用いる音場の
不完全性（反射音の影響）に起因する不確かさの評価方
法の開発である。反射音の影響を可視化して不確かさを定
量的に評価するとともに、デジタル信号処理技術を駆使し
て反射音を除去する方法を開発した。

これらの研究成果を社会に還元するために必要になるの
が、音響測定器のトレーサビリティ体系である。トレーサビ
リティ体系の構築によって、標準マイクロホンや音響測定器
の校正技術を、エンドユーザーの測定結果の信頼性向上
に結びつけることが可能になる。産総研がトレーサビリティ
体系の頂点として音響標準を供給し、校正事業者はこれを
基準にしてユーザーの音響測定器を校正するという体系を
作り上げた。

さらにトレーサビリティ体系の階層ごとに、各組織（産総
研および各校正事業者）の測定能力の妥当性確認が必要
になってくる。このため産総研は、各国の国家計量標準研
究所との間、ならびに校正事業者との間で各々持ち回り試
験を行った。なおかつ各組織は、自らが実施する校正の手
順や不確かさの評価方法について第三者機関による審査を
受けることにより、測定能力の妥当性を客観的に証明した。

個々の要素技術を開発し、トレーサビリティ体系という
形で統合したことにより、ユーザーが行う騒音測定結果の
信頼性を国際的に確保するスキームを確立した。

3　国家標準としてのマイクロホン
3.1　音圧感度の一次校正

国家標準としてのマイクロホン（標準マイクロホン）は、
その音圧感度用語 3 が安定であること、ならびに音圧感度の
絶対値を高精度に校正（一次校正）できる方法が確立され
ていること、の 2 点が要件である。標準マイクロホンの音
圧感度の一次校正にはカプラ校正法 [15] を用い、音波を小
容積の空洞（音響カプラ）内に閉じ込めた状態で校正を行
う（図 4）。これ以外の適用可能な校正法については、可
聴周波数範囲（20 Hz ～ 20 kHz）全てをカバーできない [16]

ことや、不確かさの点で劣る [14][17] ことが理由で採用しな
かった。

カプラ校正法による校正技術の改良のため、デジタル信

音響系

カプラ

音源マイクロホン

受音マイクロホン

プリアンプ メインアンプ

バンドパスフィルタ

信号出力

アッテネータ系
アッテネータ

ch A

ch B

FFTアナライザ

図 4　カプラ校正法による校正システムのブロック図
カプラ校正法では、標準マイクロホンをまず 2 個用意し、一方は音源として、他方は受音用として用いる。音源側に入力電圧を加えた時に振動
膜から発生する音波は、カプラ内の空洞を経て受音側の振動膜に到達し、出力電圧が発生する。音源として用いた時の感度が受音用として用い
た時の感度に等しくなるという電気音響変換器の特性を利用すれば、音源側入力電圧と受音側出力電圧の比やカプラの内容積から、両マイクロ
ホンの音圧感度の積が求められる。個々のマイクロホン感度を求めるには、標準マイクロホンをもう1 個用意し、3 通りの音源・受音マイクロホン
の組合せについて同様に測定すれば、各々の感度を算出できる。
カプラ校正法では、受音マイクロホンの開放出力電圧を精密に測定するために、受音マイクロホンの出力インピーダンスや後段のアンプのゲイン
の影響を取り除く必要がある。このため音響系、アッテネータ系という二つの信号伝達経路を使用し、各経路で得られる出力電圧の比をとるこ
とにより、これらの影響をキャンセルする。
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号処理技術を導入し、ノイズ除去法、アッテネータの校正
法ならびにクロストークについて高度化を図った [18]。

ノイズ除去法に関しては、従来の狭帯域フィルタによる
アナログ信号処理ではフィルタの安定性が問題であったた
め、新たに FFT アナライザ用語 4 によるデジタル信号処理を
採用した。FFT アナライザの内蔵信号源を用いた同期加
算法により、主要周波数範囲での測定再現性を 0.02 dB か
ら 0.007 dB に、測定時間も従来の約半分にまで改善でき
た。

また信号レベルの調整に用いるアッテネータの出力電圧
（0.1 ～ 0.8 mV 程度）を小さな不確かさで絶対測定する [19]

ことは難しいという問題があった。そのためアッテネータの
減衰比をあらかじめ精密校正できれば、信号レベルの大き
なアッテネータ入力電圧の測定だけで済むことに着目し、
FFT アナライザを用いた精密校正法を開発した。その結
果、減衰比の不確かさを従来の 0.01 dB から 0.001 dB に
まで低減させた。

さらに不確かさ要因の一つであるクロストーク（信号が
本来の経路以外の経路を通って混入する現象）が極力小さ
くなるように測定回路を設計した。高周波回路並みの厳密
な対策をとったことで、クロストークによる不確かさを従来
の 0.01 dB から 0.001 dB にまで低減させた。
3.2　音圧感度の不安定性

しかし校正システムを高度化してもなお音圧感度にばら
つきが見られたため、校正対象であるマイクロホン自体に
不安定性の原因があるのではないかと考え、様々な要因に
ついて検討した。その結果、マイクロホンとカプラの接触
面をグリースで密着させる際に、マイクロホンに物理的な歪
みが生じるため音響特性の変化が起こり、音圧感度が不
安定になることを感度変化の周波数特性に着目して理論的
に解明した [20]。

またこの不安定現象は、国産の特定の型式の標準マイク
ロホンに顕著に現れることがわかったため、この型式の採
用を極力避けることとした [21]。現状では、マイクロホン感
度の不安定性による不確かさはⅠ形標準マイクロホンでは
0.012 dB、Ⅱ形では 0.008 dB である（Ⅰ形とⅡ形の違いに
ついては図 1を参照）。
3.3　音圧感度の不確かさ

高度化の結果、改善可能な不確かさ要因については、そ
の寄与が無視できる程度にまで低減できた。主要な不確か
さ要因として残るものは、マイクロホン感度の不安定性とカ
プラの内容積である（Ⅰ形標準マイクロホン用のカプラ（内
容積 20 cm3）では 0.008 dB、Ⅱ形用カプラ（同 1 cm3）
では 0.015 dB）。このためⅠ形、Ⅱ形標準マイクロホンとも、
主要周波数範囲における音圧感度の不確かさ（95 % 信頼

区間）は 0.04 dB となっているが、従来に比べて半分程度
にまで低減された [22]。

4　音場の評価
4.1　反射音

音響測定器の二次校正では、基準となる標準マイクロホ
ンと音響測定器との比較校正を行う。これらの校正は通常
無響室の中で行うが、無響室の内壁（天井や底面も含む）
には音の反射を防ぐため多数の吸音くさびを取り付けてあ
る。また測定器を無響室内に運び込むための作業用床面で
も反射が起こるため、網床用語 5 構造を採用している [23]。産
総研の大無響室（図 5）では、吸音くさびや網床による反
射音は直接音に対して 1 ～ 2 % 程度存在する。それ以外
にも基準マイクロホン（自由音場感度用語 6 が既知の標準マイ
クロホン）や校正対象の音響測定器を保持するための冶具
による反射音が加わる。反射音の存在による、音場の理想
状態からのずれを理論的に評価することは非常に難しいた
め、不確かさの評価は実験的に行わざるを得ない。
4.2　音響測定器の二次校正

4 章では以下、計測用マイクロホンの校正を対象として
記述するが、騒音計についても同様に考えることができる。

音響測定器の二次校正法には置換法と並置法がある [24]。
どちらの方法も、スピーカーの前方に配置した基準マイクロ
ホンと被校正マイクロホン（校正すべき計測用マイクロホン）
の出力電圧比、すなわち感度比を測定し基準マイクロホンの
感度を乗じて被校正マイクロホンの感度を求める点では同じ
である。違いはマイクロホンの設置方法である。

置換法では、基準マイクロホンを被校正マイクロホンに置
き換え、出力電圧を順次測定する。この間、どちらのマイ
クロホンにも等しい音圧が作用すると仮定するが、実際に
はスピーカーの特性が発熱で変化し、発生音圧が時間的

図 5　産総研の大無響室
無響室の内壁には、グラスウール製の吸音くさびを多数取り付けて
ある。網床の上には、見やすさのためにベニヤ板を載せて撮影した。
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に変動するため、それが校正の不確かさの要因になる。
一方、並置法では両マイクロホンを並べて配置し、同時

に音場に曝す。両マイクロホンの出力電圧比をとれば音圧
変動の影響はキャンセルされるため、スピーカーの不安定
性の問題はなくなり、測定時間も半分で済む。しかし二つ
のマイクロホンが音場内の異なる位置にセットされるため、
音圧分布の影響や他方のマイクロホンの存在によって音場
が乱される影響が生じ、後述の音場に関係する不確かさが
増大してしまう不都合がある。

置換法の問題点である発生音圧の変動は、変動をモニ
タするための第三のマイクロホンをスピーカーの前面に設置
して補正することで解決できる。モニタ用マイクロホン導入
のメリットを生かして、本研究では不確かさの評価がより確
実に行える置換法を採用した。図 6 に置換法による計測用
マイクロホンの二次校正法の概念図を示す。
4.3　反射音の影響の可視化

反射音は直接音とは異なるパスを経由してマイクロホン
に到達し、干渉するので、周波数によって音圧に強弱が生
じる。このためマイクロホンに反射音が作用すると、直接
音だけであればなめらかであるはずの周波数特性に、細か
な波打ちが現れるようになる。反射音の影響の大きさはス
ピーカーとマイクロホン、反射物体の相対的な位置関係に
依存し、マイクロホンに一番近い物体からの反射音が支配
的になる。

基準マイクロホンと被校正マイクロホンの感度比を測定す
ると、マイクロホンの形状や設置位置のわずかな差によっ
ても反射音の影響は異なるため、例えば図 7 のようになる。
波打ちの振幅は反射音の存在による不確かさに相当し、
また波打ちの周波数間隔は反射物体とマイクロホンの距離

に対応する。感度比の周波数特性を調べることで、影響の
大きな反射物体を特定し反射音の低減対策を行うことが
可能になる。

従来は、周波数軸上において測定周波数の近傍で感度
比を平均化し、反射音の影響を低減させる方法が用いられ
る場合もあったが、校正値、不確かさのどちらの観点から
も適切な方法とはいえなかった。
4.4　反射音の影響の低減－吸音材の適用－

反射物体の周囲に吸音材を取り付けることにより、簡便
に反射音を低減した。基準マイクロホンと被校正マイクロホ
ンの型式が同じであれば、吸音材によって反射音を効果的
に低減できたが、型式が違うと吸音材の効果は限定的で
あった。
4.5　反射音の影響の低減－信号処理技術の適用－

反射音が直接音よりも時間的に遅れてマイクロホンに到
達することを利用して反射音を時間軸上で分離・除去でき
れば、反射音による不確かさを低減できる。しかし持続時
間の短いパルス波形を用いたのでは、波形の性質上、測定
周波数以外にもエネルギーが分散されてしまうため、十分
な S/N の確保が難しいという問題があった。そこで本研
究では十分な S/N を確保できる連続波形を用いた測定結
果から、計算機シミュレーションによってパルス信号を入力
したときに得られるはずの時間応答を求めるという仮想パ
ルス法を考案した [25]。仮想パルス法は、FFT アナライザ
によるデジタル信号処理の導入によって実現可能となった
技術である。

仮想パルス法では、図 7 の青色のグラフで表される伝達
特性をもった系に、仮想的なパルス信号を加えたときの時
間応答を計算する。得られたパルス応答波形から、時間

スピーカー
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図 6　置換法による計測用マイクロホンの二次校正法の概念図
無響室の内壁（図では測定系を囲む太枠）には、音の反射を防ぐた
めに多数の吸音くさびを取り付けてある。しかし高性能な無響室で
あっても、全く反射音のない空間を実現することは極めて難しく、後
述するように基準または被校正マイクロホンに一番近い物体からの反
射音の影響が支配的になる。本測定系では、マイクロホン支持棒の
垂直部分の上端（斜線で表示）からの反射音の影響が支配的である。

図 7　基準マイクロホンと被校正マイクロホンの感度比の周波数
特性
青色のグラフにおける、縦軸方向の細かな波打ちが反射音の影響を
表す。桃色のグラフは後述する計算機処理によって反射音を除去し
たものであり、なめらかな周波数特性になっている。
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窓を用いて直接音のみを切り出した後、周波数領域に変換
すれば反射音を含まないなめらかな周波数特性が得られる
（図 7 に桃色で表示したグラフとなる）。

信号処理技術を用いれば反射音をほぼ除去できるが、
パルス波形の周波数帯域幅、反射音を切り出す時間窓の
持続時間や中心位置、といった信号処理に用いるパラメー
タのわずかな違いによる影響は、信号処理にともなう不確
かさとして評価した。

5　計量標準供給制度による音響測定器のトレーサビリ
ティ体系の整備

1 章で述べたように、騒音計の検定制度に基づく計量管
理体制とは異なる音響標準の新たな供給体系が不可欠と
なった。新たな供給体系を構築するため、計量法の計量標
準供給制度（JCSS：Japan Calibration Service System）
に則った [26]。具体的には、産総研が国家標準としてのマイ
クロホンを校正した場合の不確かさを評価し、それを用い
て校正事業者の標準マイクロホンを校正する。校正事業者
は後者を基準としてユーザーの音響測定器を校正すること
により、国家標準へのトレーサビリティを確保する。体制
の整備に当たっては、以下の点に留意した。
・校正事業者の主体的な計量管理体制の構築を可能にし

た。産総研から標準マイクロホンの供給を直接受ける以
外に、上位の校正事業者を介して国家標準にトレーサブ
ルな音響測定器の供給を受けることも可能である。また
校正事業者は、標準マイクロホン以外の音響測定器を日
常の校正業務に用いる基準器として管理を行うことも可
能である。

・校正事業者が認定を受ける際に要件となる技術的な要求
事項を随時見直すことにより、新しい技術の導入にも比
較的迅速に対応できる体制とした。

・検定では騒音計の試験周波数範囲は20 Hz～12.5 kHz
に限られていたが、計量標準供給制度では、可聴周波数
範囲（20 Hz～20 kHz）全てで音響測定器の性能を担保
することとした。

・校正事業者には、トレーサビリティ体系の担い手としてふ
さわしい技術力を備えていることを要求する。現在登録
されている校正事業者は、騒音計の指定検定機関、ある
いは指定製造事業者として長年の実績がある。

6　測定能力の妥当性検証
6.1　国家標準の国際的同等性の検証

1999 年に計量標準の国際相互承認協定が結ばれ、我
が国も署名した [27]。この協定では各国の国家計量標準
研究所が、互いの開発した国家計量標準の同等性を認め

合い、各々が発行する校正証明書を相互に承認しようと
するものである。署名国の研究所は自らの測定能力を客
観的に示すため、国際的に共通のルールである ISO/IEC 
17025[28] を満足する品質システム用語 7 を構築し、かつ国際
比較（いわゆる持ち回り試験）に参加して測定能力を証明
することが求められるようになった。

産総研は、自らが開発した音響標準について品質システ
ムを構築し、独立行政法人製品評価技術基盤機構の実施
するASNITE-NMI（国家計量標準研究所認定サブプログ
ラム）によって、規格適合性の審査を受け 2003 年 1 月に
認定を取得した。

国際比較については、国際度量衡委員会音響・超音波・
振動諮問委員会（CCAUV ; Consultative Committee for 
Acoustics, Ultrasound and Vibration）が標準マイクロホ
ンに関する 4 つの国際比較を計画し、産総研はそれら全て
に参加した。Ⅰ形およびⅡ形標準マイクロホンの音圧感度
の国際比較はすでに終了したが、主要研究所の宣言する
不確かさ（95 % 信頼区間）は主要周波数範囲で 0.03～ 0.05 
dB の範囲にあり、産総研も同様の不確かさである [29][30]。
また測定結果に関しては、産総研の校正値は他研究所とも
不確かさの範囲内で一致しており、国家標準の同等性を実
証できた。

音響・超音波・振動諮問委員会が行う国際比較に参加
できる機関の数は 10 前後に限定されており、世界中の国
立標準研究所を網羅できない。このため世界をいくつかの
地域に分割して、地域ごとに同種の国際比較が行われた。
我が国が属するアジア太平洋地域（APMP ; Asia Pacific 
Metrology Programme）内では、Ⅰ形標準マイクロホン
の音圧感度の国際比較が最初に行われたが、産総研が幹
事研究所を務め国際比較のプロトコルの策定、仲介器（標
準マイクロホン）の安定性の確認、校正結果の分析、なら
びに対応する音響・超音波・振動諮問委員会の国際比較の
結果とのリンク方法の開発を行った [31]。Ⅰ形標準マイクロ
ホンの音圧感度の国際比較の結果を図 8 に示す。図 8 は、
全ての参加研究所の測定結果が、各研究所が宣言する不
確かさの範囲内で一致していることを示しており、このデー
タをもとにして参加各国の音響標準が相互に同等であるこ
とが確認された。
6.2　校正事業者の測定能力の検証

産総研は、ISO/IEC 17025 に規定された技術的要求事
項を音響精密計測に適用するための指針 [32] の策定を技術
的にサポートしており、校正事業者はこれをもとに品質シス
テムを整備している。また校正事業者の測定能力を担保す
るために技能試験が実施され、産総研は判定の基準とな
る参照値を提供している。製品評価技術基盤機構による
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校正事業者の登録審査においても、産総研は技術的立場
から審査を支援しており、2009 年 8 月末現在、6 事業者
が計量標準供給制度の登録事業者として認定され、測定
能力が担保されている。

7　研究成果
本研究では、安全・安心な社会を支える騒音計測技術

の信頼性確保に必要な技術開発を行った。まず国家標準
である標準マイクロホン音圧感度の一次校正システムを高
度化し、音響標準の新たな供給サービスとして開始した。
校正システムの電気的特性に起因する不確かさを現時点に
おける限界まで低減させたことにより、マイクロホン感度の
不安定性が不確かさの大きな要因となること、ならびにマ
イクロホンの型式によって安定性に違いがあることを明らか
にした。

つぎに標準マイクロホンを基準としてユーザーの音響測
定器を二次校正する際に問題となっていた、音場の不確か
さの評価技術を確立した。デジタル信号処理技術の導入に
より、反射音の影響を低減させる方法を開発した。

こうした技術開発に基づき、国内では計量法に基づく標
準供給体制を整備し、トレービリティ体系を確立した。音
響標準の供給、技術的要求事項適用指針の審議、技能試
験参照値の提供、校正事業者の審査支援を通じて、校正
事業者の測定能力を検証した。

産総研自らも、審査を受けて認定を取得するとともに、
国際的には複数の国際比較に参加し、主要研究所との間
で国家標準の同等性を検証した。アジア地域内で最初に
行われた基幹比較では幹事研究所を務めた。

これらの成果は、音響測定器の性能の担保だけでなく、
ユーザーが行う測定結果の信頼性向上にも大きく寄与して
いる。反射音の評価技術の開発によって反射音の原因や
その程度が明確になり、反射の影響の低減対策を立てや
すくなったばかりでなく、その効果を定量的に評価できる
ようになった。その結果、測定者の技量によって測定結果
の信頼性に差が出てくるという問題が解決され、経験の少
ない者でも容易に信頼性の高いデータを得ることが可能に
なった。

8　おわりに
標準マイクロホンをトレーサビリティ体系の頂点とする、

計量法に基づく音響標準の供給体制を新たに整備し、時
代の要求に即した新たな校正サービスを開始した。

今後の課題としては、音響標準の校正周波数範囲を可
聴帯域外へ拡張することが残されている。我々の身の回り
には、20 kHz 以上の超高周波音を発生する機器が増えて
きている。しかし超高周波域では音響標準が確立されてい
ないため、音圧レベルの定量的な評価ができない状況にあ
る。人間が強力な空中超音波に曝された場合の安全性の
是非を議論する上で、音響標準の整備は不可欠である [33]。

また 20 Hz 以下の超低周波域でも低周波音に関する苦
情が増加してきている。低周波音の統一的な測定方法は
策定されているものの、音響標準が供給されていないため
測定結果の信頼性は確保されておらず、音響標準の整備は
やはり不可欠である [34]。したがって、今後は周波数範囲の
拡大をめざした音響標準や計測技術の研究開発を進めて
いく。

 13 
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図 8　国際比較の結果（周波数 1 kHz）
横軸は参加した国家計量標準研究所の略称名、縦軸は国際比較で決定された参照値（参加研究所の校正値の算術平均値）に対する各研究所
の校正値の差を表しており、この差が各研究所の宣言する不確かさ（95 % 信頼区間、バーで表示）内に入っていれば同等とみなす。
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音圧レベル：健常者に聞こえる音圧は広範囲にわたるた
め、基準音圧20 µPa（1 kHzの正弦音波に対する最小
可聴値の代表値）で規格化し、レベル表示したものであ

る。音圧実効値をp、基準音圧をp0、音圧レベルをLpとす
れば、

　Lp = 10log 
p0

2

p 2

の関係がある。
トレーサビリティ：ある測定器の不確かさの根拠をた
どっていったときに、国家標準とのつながりが明らかに
されていることを表す。
音圧感度：マイクロホンの振動膜に一様に作用する音圧
に対する開放出力電圧の比である。
FFTアナライザ：入力信号の高速フーリエ変換（FFT：
Fast Fourier Transform）を演算する機器であり、音響
信号の周波数分析に必要な各種機能をもつ。
網床：ピアノ線を格子状に編んだものに張力をかけて固
定した、平面状の構造物である。音波は格子のすき間を
通り抜けるので反射音を低減でき、かつその上を歩行可
能なように強度が確保されている。
自由音場感度：平面波が進行する音場に置かれたマイク
ロホンの開放出力電圧に対する、マイクロホンを置く前の
マイクロホン位置における音圧の比である。マイクロホン
を音場内に置くと、マイクロホンの存在によって音波の反
射や回折が生じ、マイクロホン位置における音圧が変化
してしまう。自由音場感度がわかっていれば、マイクロホ
ンの存在によって影響を受けないときの音圧を求めるこ
とができる。音響測定器の二次校正で必要な標準マイク
ロホンの感度は自由音場感度である。音圧感度と自由音
場感度の比は、マイクロホンの形状や振動膜の音響特性
で決まるため、マイクロホンの型式ごとに一定値となる。
標準マイクロホンについては、比の実測値と不確かさが
与えられている[35]。
品質システム：品質管理（校正結果の信頼性確保）のた
めに、当該規格に準じて不確かさの算出根拠、校正の
実施手順、校正に用いる機器の管理、校正要員、校正
記録の作成について文書化したものである。

用語 1：

用語 2：

用語 3：

用語 4：

用語 5：

用語 6：

用語 7：

用語説明
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査読者との議論
議論1　カプラ法以外の一次校正法
質問（小野 晃：産業技術総合研究所）

一次校正法に関して本論文ではカプラ法以外は採用しなかったわけ
ですが、他の一次校正法としてはどのような原理のものがありますか。
また、国際比較に参加した他の国の標準研究所では、どのような一
次校正方法を採用しているのでしょうか。カプラ法以外のものを採用
している国があれば、どのような校正法をどのような考え方で採用し
ているかご教示願います。

回答（堀内 竜三）
音響測定器の二次校正において基準となる標準マイクロホンの自由

音場感度は、通常は直接一次校正せず、カプラ校正法で一次校正し
た音圧感度に補正項を乗じて求めます（「音場」の読み方としては、「お
んじょう」、「おんば」のいずれも使われています）。これは音圧感度
の方が自由音場感度よりも容易に高精度な校正を行えるためです。自
由音場感度を一次校正する場合には、カプラの代わりに無響室内で
2 個の標準マイクロホンを向かい合わせに配置し、カプラ校正法と同
様の測定を行います。しかしこの方法では、低周波域で S/N が極端
に悪くなるため、長時間測定に加えて、より厳密なクロストークの低
減対策が不可欠です。また無響室内での測定であるため反射音の影
響の低減も必須です。こうした理由により、ルーチン的な校正サービ
スに適した方法とはいえず、通常は用いられません。他国の標準研究
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所においても、カプラ校正法が標準マイクロホンの一次校正に用いら
れています。

なお低周波域に限定すれば、レーザーピストンホンという、音圧感
度の一次校正法もあります。この方法では、加振器に取り付けたピス
トンを音源として使用し、カプラ内に音圧を発生させます。ピストン
の振動変位を光学的に測定して音圧に換算するとともに、音圧に曝し
た標準マイクロホンの出力電圧を測定し、音圧感度を求めます。産総
研は、超低周波域での一次校正装置として、レーザーピストンホンの
開発を行っています。

議論2　外国の標準研究所における反射音評価方法
質問（小野 晃）

二次校正における反射音の影響評価は優れた成果と思います。
外国の標準研究所でも同様の方法をすでに採用しているのでしょう
か。あるいは日本と異なる評価方法をとっているのでしょうか。

回答（堀内 竜三）
音響測定器の二次校正における反射音の低減・評価方法として、

他国の標準研究所では別の方法も用いられています。反射音の時
間遅れに合わせて動作時刻を設定した狭帯域フィルタを用いて反射
音を除去する方法（TDS ; Time Delay Spectrometry）や、パルス
応答を高速に求めるため特殊なランダム信号を用いる方法（MLS ; 
Maximum Length Sequence 法）があります。いずれの方法も、時
間軸上で直接音と反射音を分離し、直接音のみを取り出すという点で
は共通ですが、国際的に統一された方法はありません。現在審議中
の計測用マイクロホンの二次校正法の国際規格では、産総研が開発
した FFT アナライザによる仮想パルス法をはじめ、複数の方法が取
り入れられる予定です。

議論3　音響標準の世界水準と今後の日本の方向
質問（小野 晃）

国際比較の結果の図を見ますと、国際度量衡委員会が主催した主
要国の測定値と、アジア太平洋地域の国の測定値とで、ばらつきや
不確かさにほとんど違いがないように見えます。むしろ、主要国には
平均値からの偏差が大きいところがある一方、アジア太平洋地域の
国々は平均値からの偏差が小さいとも見えます。これは音響の国家
標準の技術が成熟して途上国にも十分に行き渡り、国の間の技術の
差が小さくなったと見るべきなのでしょうか。ご意見をいただければ
幸いです。

また日本が今後、音響計測の信頼性において世界で抜け出すため
には、どのようなことに努めたらよいと考えますか。トレーサビリティ
の中流域（校正事業者）から下流域（計測現場）にかけて、あるいは
音響計測器の製造事業者に対してサジェスションはあるでしょうか。

回答（堀内 竜三）
ご指摘のように、国際比較の結果である図 8 は、音響標準の開発

を先導してきた主要国の標準研究所と、後発のアジア諸国の研究所
との差が小さいことを表しています。この背景には、音響標準に特殊
な事情が影響しています。多くの研究所が所有する標準マイクロホン
の一次校正装置は、ある特定の音響機器メーカーが製造したもので
す。校正手順を習熟すれば再現性の良い校正値が得られますし、不
確かさの評価に必要な技術情報の収集もそれほど難しくはありませ
ん。このため経験の比較的浅い研究所でも、一次校正装置を自力で
開発した研究所と同等の音響標準を比較的容易に実現できます。同
じメーカーの一次校正装置を用いていれば、国際比較における校正
結果のばらつきが小さいのは自然な結果です。これに対して一次校正
装置を開発できるだけの技術力をもった研究所は世界に 5 機関ほど
しかなく、アジア地域では我が国（産総研）だけです。これらの研
究所が開発した一次校正装置の構成は、当該音響機器メーカー製の
ものとは異なりますので、国際比較への参加が唯一の同等性の検証
方法です。異なる一次校正装置による校正結果は、現状ではよく一
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致しているといえますが、今後は偏差の原因を追究していくことも、
さらなる信頼性向上のためには必要と考えます。

我が国が今後、音響計測の信頼性の点で世界から頭一つ抜け出
すためには、産総研が新しい標準の開発などによって技術的に先導
していくことが必要です。本文で述べたように、我々の直近の課題は
音響標準の校正周波数範囲の拡大です。空中超音波による健康被害
や低周波公害のない社会の実現のための基盤を整備しています。

同時に、測定結果の信頼性を様々な角度から追究し続け、研究成
果として発信していくことも不可欠です。同一の校正原理に基づいて
国際比較を行い、同等性を検証することだけではなく、異なる校正
方法による測定結果の整合性を検証していくことも必要です。例え
ば、一次校正されたⅠ形標準マイクロホンを用いた測定結果とⅡ形に
よる結果の整合性の確認は、現状では十分になされているとはいえ
ません。

音響測定器の校正事業者や製造メーカー、エンドユーザーに対し
ては、自らの測定結果の信頼性確保のために、国家標準へのトレー
サビリティの確保だけでなく、測定方法に内在する様々な不確かさ要
因の評価が不可欠であることを訴え続けることが必要です。反射音
の影響はまさにその良い例といえます。

議論4　産総研の今後の国際的・社会的役割
質問（工藤 勝久：産業技術総合研究所評価部）
「音の標準」を必要とする多数の産業、学術・技術分野があり、

その裾野には非常に多数のユーザーが存在しています。今後の技術
的トレンドに関して、産総研が今後果たすべき「音の標準」に関する
国際的・社会的な役割について、その展望をお聞かせください。

回答（堀内 竜三）
本文でも述べたように、最近では、家電製品や情報機器から発生

する騒音の測定が重要視されるようになりました。これらの機器が出
す騒音を評価する場合、従来の音圧レベルや騒音レベルに代わって、
音響パワーレベルが測定されるようになってきています。騒音レベル
は、測定点での騒音の状態を直感的に理解しやすいのですが、音響
パワーレベルを求めておけば、騒音源が放射する音響出力全体を評
価することができます。

音響パワーレベル測定の信頼性を確保するには、基準となる「基
準音源」の精密校正技術の開発が不可欠です。基準音源とは、広帯
域騒音を安定に発生できる、音響パワーレベル測定専用の音源です。
校正済みの基準音源があれば、被校正機器との比較校正によって音
響パワーレベルを求めることできます。今後産総研が基準音源の精
密校正技術を開発し、音響パワーの標準として確立することで、ユー
ザーは測定結果の信頼性を確保できるようになります。

議論5　最も長い時間がかかった課題
質問（工藤 勝久）

これまでの標準開発から供給に至るプロセスで、最も時間を費やし
た課題とその解決に向けて行った取組みについてお聞かせください。

回答（堀内 竜三）
音響標準の開発において最も時間を費やした技術課題は、標準マ

イクロホンの音圧感度の不安定性の原因究明です。標準マイクロホン
の一次校正システムを高度化し、校正システムの電気的特性に起因す
る不確かさを現時点における限界まで低減させたことで、マイクロホ
ンそのものの感度が不安定なのではないかという疑いをもつようにな
り、その原因を追究しました。別の言い方をすると、システムの高度
化によってはじめて、マイクロホン感度の不安定性を観察できるように
なったということです。

不安定性の原因になり得ると考えた項目は、本文で述べた物理的
な歪みの影響のほか、感度の環境条件（温度、静圧）依存性、マイ
クロホンの絶縁不良、マイクロホンとして動作させるために必要な直
流電圧の印加、マイクロホンをプリアンプに接続したときにマイクロホ
ンに加わる物理的な力です。しかし物理的な歪みの影響以外の項目
は、いずれも測定結果を説明できるものではありませんでした。

この不安定現象は、測定を数回くり返せば必ず出現するというもの
ではなく、通常は安定であったものが、あるときに値が大きく変化す
るという特徴をもっています。このため、ある測定条件で一連のデー
タを取得し、かつ測定条件を試行錯誤的に変えながら測定を完了す
るまでに膨大な時間がかかり、結論に到達するまでに 3 ～ 4 年の期
間を要しました。
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1　はじめに
2000 年にヒトのゲノムドラフト配列が発表され [1]、桁違

いに大量の生物情報があふれ始めた。その後 10 年近く経
つ間に、1,000 種類近くの生物のゲノム配列が解読され、
さらに最近では、2000 年当時より約 1,000 倍速く配列を
解読できる次世代シークエンサーの出現により、生物情報
の洪水ともいえる状態になった。これらから、膨大な量の
産業応用ターゲット（遺伝子、RNA、タンパク質情報等）
が得られるのは明白であり、これらを高効率に機能解析す
る生化学的な実験技術が望まれているが、現時点では膨
大なコストと時間がかかるため事実上不可能である。

この状況のもと、バイオインフォマティクス技術への期待
は高まっている。バイオインフォマティクスとは、生物学、
情報学、およびその他境界領域が融合した分野であり、
計算機を用いて大量データを処理しつつ生命情報（暗号）
をデジタル化・DB 化し、その解読技術を開発・応用しな
がら新しい生物学的知見を得、生命現象を情報論的、物
理的にモデル化して記述する学問である。生命情報を担う
遺伝子等の挙動を予測・制御することが可能という強みを
持つ。いわば、生化学実験では対応できない解析に対す
る答えを、予め計算機上で低コストかつ高速に用意できる
可能性がある。これができれば機能解析実験を飛躍的に

諏訪 牧子＊、小野 幸輝 

大量の生命情報データの情報洪水の中、バイオインフォマティクス技術の役割は高まり、実験上の大きなリスクを軽減し、実験の設計
に資する情報を提供する形で貢献することが期待されている。この目的のもと、私たちは細胞膜に存在するGタンパク質共役型受容体
（GPCR）を中心に、ゲノム配列から遺伝子を同定してそれらの機能解析を行うための計算パイプラインを構築し、その応用結果を網
羅的な機能解析総合データベース（SEVENS）として練り上げてきた。このコア技術が共同研究の呼び水となり、その後循環発展的に
展開しながら今日も続いている。この流れは、三つの要素（長期熟成されたコア技術、実験研究者との密な連携、技術インキュベーショ
ンを生む環境）を駆動力として進む研究の方向性と、進展の速いライフサイエンス分野の方向性の相互作用として進み続けるダイナミッ
クな形態である。

循環発展的なプロジェクト構造を生む
バイオインフォマティクス戦略

−　 創薬ターゲット遺伝子の網羅的機能解析　−
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効率化させるナビゲータとなると期待される。
多くの産業応用ターゲットの中でも中心的なものは、

G タンパク質共役型受容体（G-protein coupled receptor：
GPCR）[2] と呼ばれる生体分子である。細胞膜に存在し、
膜を貫通する7 本の螺旋構造（膜貫通へリックス）による管
状構造を作り、細胞外側から神経伝達物質、ペプチド、匂
い物質等の多様なリガンドが結合することで、細胞質側から
共役する G タンパク質が活性化され、その種類によって細
胞内への情報伝達の経路が決まる（図 1）。多くの場合、こ
の情報伝達システムの異常が、高血圧、心臓病、癌等の重
篤な疾病を引き起こすことから、現在世界で出荷される薬
の 30 % 近くがこの受容体が関与するシステムの制御を目的
としている。仮に G タンパク質の活性化を選択的に制御でき
る薬物を同定できれば市場に与えるインパクトは極めて大き
い。例えば、GPCRを介して肥満病の発現機構を制御する
ペプチドは、薬剤の有効なシーズ、健康食品の基として大き
な市場（年間数百億円規模）を見込める。

しかしそれを目指した生化学実験には、巨額を水に投じ
るような極めて大きなリスクを伴う。例えば生理活性を持つ
有用ペプチドの単離は、数年から十数年間かけても成功す
る保障はない。あるいは結合リガンドが不明であるオーファ
ン受容体のリガンドを探索する場合、まず GPCR が発現
し、G タンパク質と結合して機能できるような細胞環境を
樹立する必要があるが、GPCR にとって共役 G タンパク質
種が不明なため、少なくとも代表的な数種類の G タンパク
質と組合せた細胞環境の実験系を全て検討する必要があ
り、仮にここまでができても高効率化することがさらに難
しい。

以下の章では、上述のようなリスクを可能な限り軽減する
ために、バイオインフォマティクスの立場から考えられるア

プローチを、我々の従来から行ってきた GPCR 研究（以下、
これを本プロジェクトと呼ぶ）をモデルケースとすることで
示してみようと思う。

2　研究の目的・目標実現に向けた研究シナリオ
2000 年に始まった本プロジェクトでは、「GPCR 創薬関

連の生化学実験上のリスクを可能な限り軽減するため、バ
イオインフォマティクス技術により実験結果を予測して、実
験の設計に資する情報を提示する」ということが目的であっ
た。

そのための具体的目標は、まず、①ヒトの GPCR 遺伝
子を新規遺伝子まで含め、網羅的にゲノム配列から同定、
保有してデータベース（DB）化すること、これらの遺伝子
に計算手法で可能な限り高効率に機能・構造情報を付加
することであった。これらの基盤ができれば、生化学実験
で単離、発現するのが困難な新規 GPCR をあらかじめ DB
中から容易に見出せるようになる。

もう一つの目標は、②リガンドや GPCR 配列情報を入力
するとGタンパク質の活性化を予測できるプログラムを開発
し、結合リガンドが不明なオーファン受容体に応用すること
であった。これにより、GPCR とそれを制御する薬物の組
合せを網羅的に探索することで、オーファン受容体に対す
るリガンドスクリーニング実験系の設計も可能になるものと
期待できた。すなわち製薬分野の研究を加速させるような
貢献ができる可能性がある。

本プロジェクトのスタート時に考えた目標はここまでで
あった。バイオインフォマティクスの研究サイクルは、基礎
から応用へ移行するまでが短く、上記の成果は DB やプロ
グラム等の“製品”になる。いわば見えやすい形で典型的
な本格研究のサイクルを完結できるため、一応ここで一区
切りになると考えた。

実際は、このサイクルだけで完了ではないはずであった
がライフサイエンス分野の進展は極めて速いため、その先
の研究シナリオを詳細に正しく書くのは不可能であった。
ただ“製品”を基に、より大きな流れに対応していくことに
なるのだろうとは、おぼろげながら予測していた。それを
行おうとすると、全体では数年以上かかるプロジェクトにな
ることは当時から予測できた。

3　一巡目の本格研究
以下では、本プロジェクト開始当初の研究サイクル一巡

目について示す。これはヒトゲノム配列から遺伝子を同定す
ることから始まった。
3.1　ゲノム配列からの遺伝子同定

ゲノムとは、細胞核内の染色体に記載された生命の設計

図 1　G タンパク質共役型受容体（GPCR）の概念図 
神経接合部等の細胞膜内に存在する。（図右）。7本の膜貫通へリッ
クスによる構造に細胞外側から多様な種類の分子（リガンド）が結合
し、共役するGタンパク質を活性化するが、その種類に応じ細胞内へ
の情報伝達の経路（大別して3種類）が決まる（図左）。 
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図の総体である。この中から、計算機で遺伝子を同定する
ことは、長大なテキストファイルとして記録された DNA（デ
オキシリボ核酸）配列情報から、遺伝子領域の特徴を持
つ領域を検出することと同義である。（近年の解釈では遺
伝子領域は、タンパク質をコードする領域とともに機能する
RNA（リボ核酸）をコードする領域も含め、広い概念を持
つが、本論文では、話の都合上それをタンパク質コード領
域だけに限る。）

多くの場合、真核生物では遺伝子はゲノムの DNA 配列
上でイントロンと呼ばれる複数の領域で分断される（図 2）。
この情報が最終的にタンパク質情報になるまでにｍRNA に
転写され、その後イントロンが切り取られ、分断された側
のエクソン領域だけが結合した成熟ｍRNA になった後、
アミノ酸配列に翻訳される。翻訳の際にアミノ酸の一文字
に対応する三つ組の塩基の並びをコドンという。

コドン単位で DNA 配列を順に区切りながら読んでいくと
きに、その開始点に対応するコドン列が出来るが、開始位
置から一つまたは二つ塩基をずらした場合と逆側から読ん
だ場合も含めて 6 種類のコドン列が（読み枠）有り得る。
計算手法で遺伝子領域を捉えるためには、各読み枠ごとに
タンパク質のアミノ酸配列への翻訳を開始する場所のコドン
（開始コドン）、終止するコドン（終止コドン）、エクソンとイ
ントロンの境界等の特徴領域の文字列情報を学習してモデ
ル化し、これに良く適合する領域を抽出する。

探索する対象が GPCR であれば、遺伝子としての一般
的な特徴に加え、GPCR というタンパク質として共通する
特徴領域をモデルに採用する。この特徴領域とは、7 本の
膜貫通へリックスを持つこと、アミノ酸配列の NH2 末端側
の糖鎖修飾部位、COOH 末端側の脂質結合部位、細胞
質側の膜貫通へリックス末端にある三つのアミノ酸（Asp、
Arg、Tyr の並び（DRY 配列））等、機能に関わる短い共
通配列（機能モチーフ）や、数十残基の大域的に共通した

構造（ドメイン）等である。
遺伝子同定に用いるバイオインフォマティクスの要素技術

は、上述のような遺伝子の特徴を捉えるプログラム群であ
る。新規遺伝子を間違わずに見つけることに全力を傾けて
いる実験研究者から見れば、ある割合の成功率で予測で
きるといわれてもまだ利用するのに躊躇されるだろう。予
測したものはほぼ全て正しいといえるところまで迫ることが
望まれている。そこで極めて高い精度で予測可能にするた
め、国内外の適切なプログラム群を選定し、各々の性能を
評価した。

まず、エクソンーイントロン境界をモデル化して既知遺伝
子配列をゲノムへ貼り付けるプログラム（ALN[3]）と、核酸
塩基の出現・遷移確率モデル（隠れマルコフモデル）を遺
伝子構造に適用したプログラム（GeneDecoder[4]）を評価
した。既知の遺伝子のエクソンーイントロン構造が明らか
になっている核酸配列領域の学習データから遺伝子領域
の最大長を確認し、任意のエクソンから上流、下流側へど
れだけ（付加伸展長）広げれば、遺伝子全体領域をカバー
できるかという点、あるいは、エクソンを最も精度良く同定
するための配列類似スコアを調査した。

次に、遺伝子配列候補が実際に GPCR か否かを判別
するための道具として、配列検索プログラム（blastp）、
GPCR 特有のモチーフ帰属プログラム（HMMER[5]）、膜貫
通ヘリックス領域予測プログラム（SOSUI[6]）を評価した。
GPCR を選択するパラメータは、blastpではタンパク質配
列を検索するときの類似期待値スコア（E−値）、HMMER
では、隠れマルコフモデルで表現した機能モチーフ（Pfam）
を検索するときの E−値、SOSUI では予測へリックスの本
数である。タンパク質配列 DB（UniProt、 GPCRDB 等）
中の、既知 GPCR 配列と GPCR 以外の配列を含む学習
セットから、正しい GPCR 配列を判別するためのパラメー
タの閾値を、感度（正しいものの中から正しく予測した割
合）、選択性（予測した中に含まれる正解の割合）を評価
しながら定めて行った。偽陰性 （正しい配列を予測できな
い場合）の結果を最小限に抑えながら、ほぼ 100 % の選
択性を達成できる閾値を 「最高選択性閾値」、一方、偽陽
性（GPCR とは異なる配列を予測してしまう場合）の結果
を最小限に抑えながら、100 % 近くの感度を達成できる閾
値を「最高感度閾値」と定義した。

以上のように、研究の問題解決に必要な基礎知識ともい
える各要素プログラムの特性を“理解”することを目的とし
たことから、この段階は第 1 種基礎研究といえる。
3.2　遺伝子同定・機能解析パイプライン

3.1 節の研究を基に、ゲノム配列から GPCR 遺伝子を
網羅的に同定するシステムを開発した。これは、各要素プ図 2　DNA 配列上の遺伝子領域の概念図
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ログラムを、入力から出力を生じるパイプとみなし、各パ
イプを段階的に最適な閾値や順番でつなぎ合わせたもの
（SEVENS パイプライン：図 3）であり、ゲノム配列から
タンパク質コード領域を抽出し（遺伝子発見段階）、これら
の中から GPCR 遺伝子候補を確定させ（GPCR 遺伝子精
密化段階）、機能・構造情報を付加する（機能解析段階）
という各段階からなる。

この部分は、各要素プログラムを組み合わせてシステム
化し、その結果としての制御を試みるという観点なので、
第 2 種基礎研究といえる。
1）遺伝子発見段階

ゲノムの DNA 配列を 6 つの読み枠ごとにスキャンし、
それに対応するコドンをアミノ酸配列に翻訳しながら、既
知 GPCR のアミノ酸配列と一定の類似スコア以上で合致
する断片領域（エクソン領域に相当）を全てリスト化する
（tblastn プログラム）。これで遺伝子が存在する領域が絞
られるので、ALN[3] により、その上流、下流 1,000 塩基ま
で探索領域を広げながら既知の配列に相当した全長遺伝
子を構成する。この他にも、遺伝子領域を確率モデル化し
た GeneDecoder[4] により得られた配列も同時に用意した。
このため複数の配列が完全一致か部分一致で重なる領域
が出てくるが、有意な重複がある部分をつなげながら最長
になるアミノ酸配列を決定する。
2）GPCR遺伝子精密化段階

決定したアミノ酸配列を順次、配列検索プログラム
（blastp）、機能モチーフ同定プログラム（HMMER[5]）、膜
貫通ヘリックス予測プログラム（SOSUI[6]）に流していく（図
3）。3.1 節でプログラム毎に決定した最高選択性閾値と最高
感度閾値を組合せ、様 な々検出選択性と感度で得られるデー

タセットを作成できる。多少の擬陽性（誤予測）を許しても、
GPCRを全て漏れなく抽出したいなら、blastp、HMMER、
SOSUI の最高感度閾値（各々E 値 <10−30、E 値 <10−1、予
測本数範囲 6 ～ 8 本）で得られる出力の和集合を求める。
これは学習セットに対して 20.4 % の選択性ながら100 % の
感度を示す（レベル D）。一方、最も精密なデータセット（レ
ベルA）は、blast と HMMER の最高選択性閾値（各々E
値 <10−80、E 値 <10−10）による出力の和集合となる。これは
学習セットに対し 99.4 % の感度と96.6 % の選択性を示す。
また、この二つレベルの間に中間的存在としてレベル B（感
度 99.8 %、選択性 70 %）、レベル C（感度 99.9 %、選択性
48.4 %）のデータセットを作成した。最後に、データセット
を GPCR 以外の配列データに照合し、間違って予測した配
列は除去する。
3）機能解析段階

同定した GPCR 配列で、互いに E 値 <10−30 で関連付け
られる配列同士をグループ化し、各々を既知のファミリーに
帰属させる。既知 GPCR 配列に対し 100 残基以上 96 %
以上の類似度で整列できる配列は既知配列と同一とし、そ
れ以外の配列を新規配列とみなした。またエクソン領域に
終始コドンが含まれていれば、偽遺伝子とする。各々の配
列には、GPCR 遺伝子精密化段階で行った解析を基に、
染色体上の座標、エクソン数、配列長、配列検索情報、
膜貫通へリックス領域、機能モチーフ領域、ドメイン領域
等の機能・構造情報を付加する。
3.3　プロジェクトのアウトプット

ヒトゲノムから全ての GPCR を同定し終えた段階では、
配列セットのレベル（A, B, C, D）に従って 827、1300、
1517、2109 配列を得た。配列が多いセットほど擬陽性（正

図 3　SEVENS−パイプライン
ゲノム配列からGPCR遺伝子を網羅的に同定するために段階的に様々なツールを最適な閾値、順番で組合せた解析パイプライン。
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しくないものを予測してしまう場合）が含まれる可能性が
高い一方で、新規 GPCR を含む可能性が高くなる。興味
深いことに 11 番染色体上に GPCR の大部分が集中し、
嗅覚受容体がそのほとんどを占めることや、3 番染色体に
ケモカイン受容体が集中することなどが分かったが、これ
は網羅的な遺伝子同定により初めて可能になったわけで
ある。これらの中で新規と判定した数百の配列について
2002 年に特許を出願したが、それに対してある製薬企業
から内容開示請求があり、開示料収入を得た。つまり製品
化研究としての成果が上がったのである。

計算手法で構造・機能情報が付加された GPCR 配列
は、2003 年にデータベースに収めて公開した（SEVENS[7]

http;//sevens.cbrc.jp/1.20/、一番最初のバージョン）。こ
の時点では、コア技術が一応完成し、白紙状態からの最
初のサイクルとしてのプロジェクトは一度区切りをむかえた。

4　循環的な発展を遂げるプロジェクト
4.1　ホップ：プロジェクト全体のコア技術開発

2000 年に始まった本プロジェクトは、要素技術の解析、
システム化、製品化と一巡し、WEB 公開した後でも続い
ている。前節の“一順目の本格研究“が、跳躍でいうとこ
ろのホップの段階だとすると、この後、ステップ、ジャンプ
と段階が上がっていく過程になる。以下に、その後の共同
研究への展開と、それを通じての技術開発の進展を示す。
4.2　ステップ：産学との連携からコア技術へのフィード
バック

2002 年、企業と共同し SEVENS 中の新規 GPCR に関
して、ヒトの複数の組織において多くの配列の発現を実験
的に確認し、特に重要な配列に対し特許を出願した。計
算手法で予測した遺伝子であっても発現が確認できたとい
うことは私たちの方針の妥当性を示すことになった。

しかし一方で課題も残った。遺伝子の発現確認には、
微量な核酸配列サンプルを短時間に急増幅できるポリメ
ラーゼ連鎖反応（PCR 反応）という方法を用いたが、この
反応解析を行うための配列は、その両末端部分が正確な
完全長であることが望ましい。しかし、予測遺伝子には開
始（または終止）エクソンの同定に失敗して両末端が欠け
ていた例が多いことが分かった。このほとんどが、多くの
エクソンからなる長い遺伝子で、非常に広い領域に広がっ
ていたため、遺伝子領域周辺の付加伸展長のパラメータ
が、3.1 節で定めた値（1,000 塩基）では十分ではなかった
のだ。そこで改めて遺伝子存在領域を、常識的な想定範
囲よりはるかに広げて検討したところ、驚くことに任意のエ
クソンの上流、下流 140,000 塩基までは考慮する必要があ
ることが判明した。

SEVENS パイプラインの対象は GPCR だが、各段階の
パラメータを替えれば、別の種類のタンパク質に対しても応
用可能である。2002 年から東京大学のベンチャー研究所
と始めた共同研究ではこれを狙った。慢性関節リウマチや
多発性硬化症など難治性炎症疾患では、慢性的炎症個所
に免疫細胞が過度に集積して組織を破壊する。これはケモ
カインというタンパク質がその受容体の GPCR（CCR2）と
結合することで免疫細胞の遊走を誘発するためなので、ケ
モカインの結合を阻害する分子（アンタゴニスト）の探索競
争になっていた。しかし CCR2 と構造が類似し、臓器形
成や細胞の分化・増殖時に作用するような別のサブタイプ
のケモカイン受容体同士でアンタゴニストが交差した際に
起きると危惧される副作用を回避するため、アンタゴニスト
とは別ルートで CCR2 を制御する分子を探索することが望
まれていた。

実験的研究からは、既に CCR2 の細胞内 C 末端に特異
的に会合する新規遺伝子（FROUNT）がその候補である
ことを示していた。一方私たちは、これが複数のヘリックス
が繰り返し現れる構造からなる 600 残基の長いタンパク質
であることと、短く弱いモチーフを複数持つという特徴を
入れてゲノム中から探索した結果、この新規遺伝子自体と
完全一致する領域は 2 か所しか存在しないが、弱いスコア
ながら一致を示す領域であれば複数存在することが分かっ
た。この研究は Nature Immunology[8] に掲載された。

以上、二つの共同研究で再検討した技術を SEVENS パ
イプラインに反映していくことになった。
4.3　ジャンプ：新たな機能予測プログラムの開発

2004 年から、製薬企業との共同研究が始まった。ここ
では、選択的に G タンパク質の活性化を制御できるリガン
ドを効率的かつ網羅的にスクリーニングする計算機システ
ムを構築し、最終的に結合リガンドが不明なオーファン受
容体のリガンドスクリーニングに応用することをめざした。

まず、SEVENS のレベルA データセットから108 本のヒ
トの新規の GPCR を選び出したが、これらはオーファン受
容体でもある。次に、スクリーニングする側のリガンドにつ
いては、遺伝子同定パイプラインをペプチド性リガンド探索
用に最適化してから、既知ペプチド性リガンドを基にしてヒ
トゲノムから網羅的に同定した。

一方で、G タンパク質活性化をモニターできるプログラ
ムを開発した。まず結合リガンドと共役 G タンパク質が既
知の配列（Gi/o 型：61、Gq/11 型：47、Gs 型：23）を用い、
認識性能が最も高いとされている機械学習手法の Support 
Vector Machine（SVM）法により、リガンド、GPCR、G
タンパク質の様々な部位の物理化学的パラメータから、共
役 G タンパク質の種類を判別分類するのに効果的に効くパ
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ラメータと最適な判別平面を決定した。最適化パラメータ [9]

と判別平面を用いて、リガンド分子量と GPCR を入力する
と最初に Gs 結合タイプを選別後、残りから Gi/o か Gq/11 か
の2 者判別を行うという階層判別のプログラム（GRIFFIN）
にしたが、85 %以上の感度、選択性で予測可能となった[10]。

以上を使えば、GPCR に結合するリガンドデータベース
を基に、特定のペプチド性リガンドが結合した受容体がシ
グナル伝達下流で活性化させる G タンパク質種を予測でき
るので、受容体を発現させる評価系の設計にも役立つ。
GRIFFIN は、SEVENS の機能解析段階において、機能
未知 GPCR 予測用に利用していくことなった。
4.4　再ホップ：研究のスケールアップのため第1種基礎
研究

これまではヒトゲノムだけを扱った内容だったが、原理的
には他の生物ゲノムでも応用可能である。2005 年から、文
部科学省の特定領域研究に参加し、本格的に比較ゲノム
研究を開始したが、それには SEVENS パイプラインを他
の生物用に改良する必要があった。当時、入手できた 200
を超える原核生物ゲノム、十数種の真核生物ゲノム配列を
基に、既知遺伝子をゲノム配列にマップする際の類似期待
値スコア（E 値）や遺伝子候補領域の上 / 下流への付加
伸展長等を調査した。改良パイプラインを用いたところ、
GPCR は原核生物からは殆ど同定されない一方、真核生物
種では酵母で数個、植物で十数個、昆虫で約 200、魚類、
鳥類では約数 100、哺乳類では約数 100 ～数 1,000 見出
された。昆虫、線形動物、脊椎動物間で、神経伝達や細
胞間相互作用等生命活動に最低限必要な受容体は全生物
に保存されていたが、脊椎動物ではより複雑な機能に関連
する受容体の種類が急増していた。また外界の化学物質
の受容体は、水中、空気中など環境に対応して生物種ごと
に特有な分布をみせた。例えば哺乳類では GPCR 遺伝子
のうち嗅覚受容体の割合が多く7 割程度にも及んだ。これ
らは高密度な遺伝子重複を繰り返して急増したことを示唆
している [11]。多生物種用 SEVENS パイプラインはこの時
点でほぼ自動化し、生物の種類が増える度に解析し続ける
ことが可能になった。
4.5　再ステップ：新規プロトコルを導入したパイプライ
ンの活用

様 な々生物種から GPCR を同定、公開していることが評
価され、2007 年から日中共同研究によるカイコゲノムプロ
ジェクトに参加するようになった。カイコゲノムは鱗翅目昆
虫で最初に完成した配列で、解析により医療用タンパク質
等や新機能絹糸の生産技術開発を加速することで、新しい
農薬開発等、昆虫産業の展開に貢献する可能性がある。
　私たちは、東京大学、京都工芸繊維大グループと共同

し、カイコゲノムから7 本膜貫通へリックス型受容体を同定
し、ファミリー分布を明らかにした。特に嗅覚、味覚受容
体に関しては他の昆虫（ショウジョウバエ、ハマダラカ、ミ
ツバチ）と比べてカイコ特有の性質をいくつか見出した [12]。

ここでも、SEVENS パイプラインを昆虫用に改良するこ
とから始める必要があった。すなわち、既知遺伝子をゲノ
ムに貼る際の配列類似度スコア、上流、下流へ広げる付加
伸展長の調査、および昆虫嗅覚受容体のみに見られる共
通配列の隠れマルコフモデル化等を行った。また同定遺伝
子数をできる限り最大化することを目指したため、新しい
プロトコルを導入した。通常のパイプラインでは、既知遺
伝子を種にすると、それよりも多い数の新規遺伝子を含め
た遺伝子候補が釣れてくる。そこで、これら新規遺伝子を
改めてパイプラインの最初の種にすれば、さらに新規の数
が増えていく。こうして予測遺伝子数が収束するまで逐次
的に繰り返す（再帰計算）というものである。これを応用
し、嗅覚受容体を 66 個同定したが、この中に含まれる新
規受容体 18 個の発現、機能解析実験により、カイコが桑
の葉に強くひき寄せられる要因となる匂い物質（シスジャス
モン）とその受容体を世界で初めて同定することができた。
これは生物学分野で世界的成果となり、Current Biology
誌に掲載された [13]。

昆虫用のパイプラインや再帰計算プロトコルは、現在の
SEVENS に反映している。
4.6　現在の成果　SEVENSとGRIFFIN

2009 年現在、SEVENS は科学研究費補助金（研究成
果公開促進費）の支援のもと、43 種の真核生物種に対し
24,545 遺伝子を収納しており、様 な々機能・構造情報を階
層的にまとめ、視覚的に表現した総合 DB になっている。
これまでの共同研究で改良された技術がその都度フィード
バックされ、現在は情報量がとても豊富になっている。図 4
に現在の SEVENS の WEB 画面（http://sevens.cbrc.jp）
を示す。

トップページには真核生物のリストが表示され、生物種
を指定すると、検索画面が表示される。ここでの染色体マッ
プ、系統樹アイコン、検索条件入力フォームのいずれからも
GPCR 詳細解析画面に移動できる。詳細解析画面では選
択した GPCR の座標やエクソン配列、配列類似性検索、
遺伝子発現パターン、リガンド結合、G タンパク質結合、
アミノ酸配列の組成、予測膜貫通ヘリックス領域、機能モ
チーフ領域、ドメイン領域、不定形な構造になると予測し
た領域（ディスオーダー領域）、エクソンーイントロン境界、
偽遺伝子、新規遺伝子、立体構造モデリング等の情報が
閲覧できる。

一方、機能予測のために開発した GRIFFIN は WEB で
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も利用可能であり（http//：griffin.cbrc.jp/）、リガンド分
子量と GPCR 配列を入力すると、結合する G タンパク質を
予測する。リガンド分子量は特定の値でも任意の刻み数で
段階的に指定することもできる。段階的なリガンド分子量
指定は、結合リガンドが不明なオーファン受容体の結合 G
タンパク質予測に役立つ。

5　再ジャンプ：今後の研究展開
5.1　高次な生命現象の理解

これまでは、網羅的な観点ながらも個別遺伝子の機能
解析に重点を置いていたが、今後は遺伝子全体のネット
ワークに根ざした高次な生命現象の理解に向けた研究が
必要である。

この観点で、現在取り組み始めたのは、哺乳類 GPCR
の大部分を占める嗅覚受容体が関与するシステムの研究で
ある。嗅覚システムは、膨大な匂い分子種の組み合わせを
媒介として記憶や感情を誘引するため、もしこのシステムを
体系的に理解できれば、将来的には匂い分子のブレンドに
より快適に感じる生活環境を生み出すための研究に繋がる
可能性もある。

多様な匂い分子に応答する数百種の嗅覚受容体全てか
らの電気的な活性化信号が、嗅上皮組織で統合され 2 次
元的パターン（匂い地図）へと変換される。このような匂
い分子、受容体、細胞、匂い地図の時間、空間的な因果
関係を理解したい。具体的には匂い分子に対する全ての

嗅覚受容体の活性を予測するプログラム（活性化アレイ）
を開発し、ヒトやマウスの全嗅覚受容体に応用する予定で
ある。既に私たちは、SEVENS 中に嗅覚受容体を全て保
有している。GRIFFIN を改良すれば匂い分子に対する全
嗅覚受容体の応答シミュレーションができると考えている。
5.2　GPCRの新しい研究フェーズ

近年の GPCR の立体構造に関する急激な研究の進展も
意識する必要がある。これまで長い間、立体構造が解か
れたのは、唯一牛のロドプシンのみで、創薬の現場ではこ
れを鋳型にしたモデリング構造を解析することが当然視さ
れていた。しかし 2007 年～ 2008 年に異なるファミリーの
GPCR 構造 [14][15] が立て続けに決定されたことから、従来
の研究法が急速に大きく変わると予想される。

新しい立体構造からは、リガンド結合部位、G タンパク
質結合部位の構造の違いは、ファミリー間で無視できない
程度広がっていることが分かったので、結局は鋳型として
GPCR ファミリーの代表全ての立体構造を決める必要があ
ることが示唆されている。しかし発現と結晶化がボトルネッ
クとなり、すぐには実現困難であるため、予め立体構造
決定とは別の切り口で構造情報を得ておきたい。そこで配
列レベルでファミリーごとの立体構造を反映した情報を抽
出、概観するのが重要であり、SEVENS は正にこの目的
で利用できる。
5.3　統合データベースを意識した開発

生命情報を収めた DB はライフサイエンス研究を支える

図 4　現在の SEVENS　データベース（http://sevens.cbrc.jp）
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基盤であるが、様 な々研究機関に散在しているため利便性
が低い。そこで各々の DB を一元的に管理する形で統合す
る体制作りが国として急速に進められている（例えば、文
部科学省や経済産業省の統合 DB プロジェクト等）。今後
SEVENS もこの流れを意識して設計していく必要がある。
すなわち恒久的な維持、管理を行うために更新を完全自動
化し、なおかつデータの信頼度を高く保つ方策が必要であ
る。

6　議論
6.1　研究シナリオ：循環発展的なプロジェクト構造

前章までに、本プロジェクトの成果と今後の展開を示し
た。ライフサイエンス分野の研究の進展は早いので、遠い
将来までの“正しい”研究シナリオを書くのは困難であると
いうことを最初に述べたが、振り返ってみると実に効率よく
研究が展開していったように思える。2000 年からスタート
したプロジェクトは、まず GPCR の網羅的 DB の開発から
公開までが、最初の段階の本格研究になっている。しかし
この段階は、より大きな研究発展段階の、ホップ段階（第
1 種基礎研究）として繰り込まれており、これに続く段階と
して、第 2 種基礎研究的な共同研究、製品化研究的な共
同研究が循環的に発展を続け、今日に至っている（図5（a））。

なぜ直線的ではなく、このような発展形態になったのだ
ろうか？次のような理由を考えている。まず、2 章で示した
とおりバイオインフォマティクス分野では成果に至るまでの

時間が短いので、図 5（a）の各研究段階は 1 ～ 2 年で決
着がつく小プロジェクトに成り易い。それら小段階の研究
方向性を小ベクトルと考えると、それらとライフサイエンス
全体の方向性の合成ベクトルが全体のプロジェクトの方向
を決めるといえる。このような方向の決定は段階ごとになさ
れていく。次に、そもそもライフサイエンス分野の方向性が、
飛躍的な技術発展に伴いながら循環発展的な動きをするの
でその影響を受けて発展していくことになる。

では、この小ベクトルを今日まで途絶えること無く進めて
きた駆動力は何だったのだろうか？以下にその要素を示して
みたが、これらが図 5（b）のように働いて研究方向性が決
まってきたと考えている。
1）長期熟成のコア技術

プロジェクトは 8 年以上が経過している。通常は 5 年程
度が常識で、研究打ち切りを言われていてもおかしくはな
い。しかし私たちの場合、コア技術を長期熟成することで、
研究のステージが次 と々上がってきたことを伝えたい。循環
発展的構造が途切れなかった最も本質的な要因は、遺伝
子同定パイプラインや、DB、プログラムに対して粘り強く
改良を積み重ねることで SEVENS 自体が信頼され得るも
のになったことだと思っている。一旦、完成してしまうと論
文を1 本書くだけで、後はメンテナンスがなされないＤＢが
多い中、何年経過しても時流に対応して更新し続けて残っ
ていること自体がブランド力となり、共同研究が舞い込ん
でくるように思う。
2）実験研究者との密な連携

バイオインフォマティクス技術は大量のデータを短時間で

図 5　循環的な発展をとげるプロジェクト構造の概念図 
（a）プロジェクト開始時のGPCRの網羅的DBの開発から公開までが、小さな意味での本格研究だが、この段階はより大きな研究発展段階の第
1種基礎研究的な段階（ホップ、再ホップ）として繰り込まれ、これに続き、第2種基礎研究的な共同研究（ステップ、再ステップ）、製品化研究的
（ジャンプ、再ジャンプ）な共同研究が循環的に展開している。これは各ステップの共同研究の方向性と、自身が急速に進展するライフサイエンス
分野の方向性の相互作用として発展し続ける形態である。
（b）各ステップの共同研究の駆動力となる3要素の関係性。①長期熟成されたコア技術は、②技術インキュベーションを生む研究環境内で、さら
に成長、熟成が進む。これをもとにバイオインフォマティクス研究者と実験研究者との③密な連携によるフィードバックがかかった回転運動が共同
研究の方向ベクトルを決める。これはコマの回転が軸方向を決めるのに似ている。
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処理して、結果を出すことは得意分野である。しかしなが
らその結果が真に意味をもつか否かは、実験的研究で確
認しなくては検証できない。そして検証の結果からのフィー
ドバックを受けることで、要素技術で設定したパラメータを
より良い方向に修正することができる。一方、実験系研究
者にとっては、予測結果を受けて、リスクやコストの低い、
より良い実験系の設計に修正することができる。私たちの
プロジェクトでは、実験研究者との様々な共同研究を通じ
て議論を重ね、この双方向からのフィードバックが何度も働
き、解析・予測技術の改良作業が加速化されたのだと思う。
私たちの研究ユニットとしては実験を行わないが、今後の
あらゆる研究で、常に実験研究者と連携するのが必須であ
るぐらいの取り組みが必要だと感じている。
3）インキュベーションの場

生命情報科学研究センター（現在のセンターの前身）の
設立と前後して 2000 年にプロジェクトはスタートした。し
かし必ずしも順調な始まりとはいえなかった。当時として
は、前例の無いことだったので、どこから手を付け進行す
るか、模索しながらの始まりだった。もちろん、プロジェク
トの進行に関する見通しが全くなかったわけではない。細
胞膜のタンパク質を長年研究してきた者として、“こうすれ
ばできる”というイメージは、当初からもっていたが、筆
者一人では具体的に実現化する手段が掴めなかった。しか
し、並列計算環境の専門家である秋山氏、数理モデルの
専門家である浅井氏と共同することで、大規模並列計算環
境や高度な数学的手法を応用した強力な解析ができるよう
になった。また、現在でも、様々な局面での周りの研究者
との議論が参考になっている。このようなことは、様 な々バッ
クグラウンドを持つ研究者が 1 箇所に集まった生命情報工
学研究センターでなければ実現できなかったことであり、
この幸運に感謝している。
6.2　研究目標への到達度

本プロジェクト開始時の目的は、GPCR 研究に関しバイ
オインフォマティクス技術により、実験上の大きなリスクを
軽減し、予め実験結果を予測して実験の設計に資する情
報を提示することであった。2000 年当初に比べ、最近は
Kinase などの GPCR とは異なるタンパク質や、タンパク質
複合体形成阻害剤等が創薬ターゲット中で占める割合が高
まっている。しかしGPCRの重要性は未だ色褪せておらず、
バイオ情報の増加に伴い、学術論文の本数はむしろ急増し
ている。その中で私たちは目的を達成できたのだろうか？

SEVENS では、実 験ですでに発現を確認している
GPCR だけではなく、生体内で潜在的に発現しうる遺伝子
まで把握していることから、本当の意味での網羅的解析が
できるという点で独自性をもっており、GPCR の総合的な

理解や関連創薬に大きく貢献できると自負している。しか
し実際に貢献できたか否かは、開発したツールがどれくら
い利用され、フィードバックを受けたかが一つの指標にな
る。現在、国際学術誌、文科省や経産省の統合 DB 整備
事業等のポータルサイトにもリンクされ、国内、国外（アメ
リカ、ドイツ、フランス、ブラジル、スペイン、イタリア、
台湾等）の企業や、政府機関等から月平均 1,000 件程度
の非冗長なアクセス数がある。また、創薬関連の代表的
WEB DB の 1 つとして、国際書籍 [16][17] にもレビューされて
いる。一方GRIFFINはGタンパク質結合予測のWEBツー
ルとしてトップクラスを競っているところであり、これも国際
書籍 [18] にレビューされている。

4 章で示したように、これまで多くの産学官連携の共同
研究が、循環的な発展をしながら展開し、重要な成果を
得てきた。最初の段階では、想像もできなかったが、振り返っ
てみると実に効率よく研究が展開していったことに驚いてい
る。プロジェクト開始当初では、企業との共同研究が主だっ
たが、ここ 3 年ほどでアカデミックサイドとの共同研究が
多くなった。これは、SEVENS のユーザーの裾野が広がっ
てきたことを示している。最近では、大変うれしいことに、
学会の懇親会等で、初めてお会いする製薬企業、大学等
の実験系研究者から SEVENS や GRIFFIN を利用してお
り、新規遺伝子の解析に役に立ったとの話を聞くこともあ
る。以上を鑑みると、当初の目標はある程度達成され、自
己評価としては満足のいくものと考える。

SEVENS プロジェクトは今後も発展していく。これまで
長い時間をかけて蓄積した機能データを基に、実験研究者
と本格的にタイアップして、GPCR が関与する高次な生命
現象の解明につながる成果を出していきたいと考えている。
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査読者との議論 
議論1　研究の進め方についての主張点
コメント（赤松 幹之：産業技術総合研究所人間福祉医工学研究部門）

タイトルにあるように「バイオインフォマティクス戦略」的な内容に
なっていることがシンセシオロジー論文として期待されます。戦略的
とは、ゴールを意図して研究のシナリオ（プロセス）を事前に定めて
から研究をすることですので、もし、このような循環的な研究の進
め方として意図的に工夫されたことがあれば、その記述をお願いしま
す。また、著者自身が意図せずにこのような展開になったのであれば、
このような循環的な DB の発展が起きるために必要な条件は何であ
るか書いていただければと思います。また、DB の循環的な発展プロ
セスを述べることが本論文のポイントだと思いますので、その発展プ
ロセスを図示したものを含めていただくと、主張点が分かり易くなる
と思います。

コメント（中島 秀之：はこだて未来大学）
研究手法に関して「伝えたいポイント」を、一般読者層（外部の他

分野研究者）も意識して、加筆していただけると良いと思います。

回答（諏訪 牧子）
本文中で示したバイオインフォマティクス戦略とは、必ずしも、研究

のシナリオを事前に定めてからそのロードマップに従って進めて行くも
のではありません。むしろ、振り返ってみると、意図せずとも実に効
率よく研究が展開していったと感じますので、それを生み出すバイオイ
ンフォマティクス特有の駆動力があったことに注目したものです。

研究プロジェクト全体の発展の流れは、複数の要素（長期熟成さ
れたコア技術、実験研究者との密な連携、技術インキュベーションを
生む環境等）を駆動力として進む個別研究の方向性と、進展の速い
ライフサイエンス分野の方向性との相互作用としてスパイラルアップし
て進み続けるダイナミックな形態と考えられます。（この発展プロセス
を図 5（a）、（b）として図示しました。）

このような形態は、バイオインフォマティクスが研究ターゲットによ
る強い制限を受けないために、状況に応じて多様な方向性を定める
ことができるという性質と、基礎研究からその応用と実用化への期間
が短いために個別の研究は 1 ～ 2 年で決着がつくという性質によるも
のだと思います。
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議論2　タイトル
コメント（赤松 幹之）

シンセシオロジー的（構成学的）観点からの内容が推察できるよ
うに、共同研究によって DB がスパイラルアップして研究が進展して
いったことを論じた論文であることを示すようなタイトルをご検討くだ
さい。

回答（諏訪 牧子）
最初のタイトル「創薬ターゲット GPCR の探索と機能解析−バイオ

インフォマティクス的戦略−」では、研究の中身は想像がつきますが、
ご指摘のように構成学という観点でみたときにバイオインフォマティク
ス的戦略なるものが、どのようにプロジェクト全体に関わってくるのか
は読み取れない内容でした。そこでその点を明確にするべく、「循環
発展的なプロジェクト構造を生むバイオインフォマティクス戦略 −創薬
ターゲット遺伝子の網羅的機能解析−」というタイトルに変えました。

議論3　第2種基礎研究
コメント（赤松 幹之）
「3.2 遺伝子同定・機能解析パイプライン」第 1 段落最後：「これら

の組合せの研究は、正に第 2 種基礎研究といえる」とありますが、
できれば、どういう点が第 2 種基礎研究であると考えられているのか
解説していただけませんでしょうか。

回答（諏訪 牧子）
ご指摘の箇所は、遺伝子同定・機能解析パイプラインを開発する

内容のところです。この作業は、すでに基礎研究を積み重ねて確立
している各要素プログラムを組み合わせてシステム化し、それを制御
しながら対象に応用するという観点なので、第 2 種基礎研究と言える
ということであり、この趣旨の文章を加筆しました。

議論4　バイオインフォマティクス
コメント（中島 秀之）

1 ページに出てくる「バイオインフォマティクス」の説明ですが、生
物学の手段としての情報技術（つまり道具）という位置づけだけが強
調されています。確かに本論文ではその側面が強いのですが、生命
情報工学研究センターが主張してきたのは「単なる道具ではない」と
いうことでした。情報的考え方・アプローチが大事であるという点を
追加しておいてはいかがでしょう。

回答（諏訪 牧子）
ご指摘の箇所では、実験研究的アプローチでの困難性を軽減させ

るという観点から見たときに、バイオインフォマティクス技術の持つ強
みを強調しようとしたため、「単なる道具」に見えてしまうような偏っ
た内容になってしまった感があります。そのため、バイオインフォマティ
クスの一般的な定義をまず先に示した後に、その中に含まれる一側
面として、上記のような強みを記載する書き方に修正いたしました。

バイオインフォマティクスは多様なバックグランドを持った研究者が
集まる広い学問であり、その定義の捉え方と、その中のどの側面を
切り取って扱うかは、出身分野に従ってかなりの広がりを持っている
のではないかと感じています。私の場合は、生物物理学出身というこ
ともあり、生物学的知見を得ることに力点を置きます。そのための試
行錯誤は研究対象に左右されて結構泥臭いものになり、この研究対
象にはどのようなプログラムをどんな順番でどのように組み合わせるの
かという「道具を利用する」的な発想に必然的になることから、本文
でもその色が滲み出ていました。これは、本来、対象を選ばずに、
美しい体系を適用する方向性を持つ情報学的アプローチとは異なっ
てきますが、このような捉えかたも容認されています。このような多
様性こそが、バイオインフォマティクスという分野の発展に広がりを与
えるものだと考えています。
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1　はじめに
近年、地球温暖化対策やエネルギーセキュリティーの観

点から自動車用燃料としてのバイオエタノールに大きな関心
が集まっている。アメリカやブラジルでは、年間 2,000 万キ
ロリットル以上が生産されている。しかし、これらの原料
は食料系バイオマスであるトウモロコシやサトウキビである
ため、バイオエタノールの大規模生産により、競合する関
連食料品や飼料の高騰が問題となっている。そのため、
非食料系バイオマス（セルロース系バイオマス）である木
材、稲ワラ、牧草等を原料にできる技術の確立が重要と
なってきた。セルロース系バイオマスはトウモロコシなどの
デンプン系バイオマスと比較して、原料の生産からバイオ
エタノールの使用までのトータルの環境評価（ＬＣＡ : Life 
Cycle Assessment）でも炭酸ガス削減効果が高いといわ
れている [1]。

一般的にバイオエタノールは原料から得られた糖を酵母
等で発酵することにより製造する。そのため、最初に木材
中のセルロース等をグルコースにまで加水分解（糖化）す

る必要がある。現在は酵素糖化法が注目されているが、そ
こでは木材やセルロースの酵素反応性を向上させるための
前処理が重要となっている。

粉砕処理は古くから酵素糖化のための前処理として高コ
ストではあるが効果が高いことが知られている。そこで、
新しい前処理技術を開発するにあたって、まず有効である
ことが判明している粉砕処理を再検証して、セルロース等
の酵素糖化性が、どのような機構により向上するのかにつ
いて新しい分析手法も取り入れて明らかにした。次に、得
られた知見に基づいて新技術の開発を進めた結果、新し
いコンセプトに基づく効率的かつ経済的な前処理技術の構
築を進めることができた。

2　木材・セルロースを知る
我々の開発した酵素糖化のための前処理技術は、木材

やセルロースの構造的特徴を利用した方法である。そのた
めこの章では、本技術開発のプロセスで重要な視点となる
木材やセルロースの組織構造についてその概要を述べる。

遠藤 貴士

現在、木質バイオマスを原料として、セルロース成分等を酵素加水分解して糖に変換した後、発酵してエタノールを製造する技術が注目
されている。そのプロセスではセルロースの反応性を高める前処理が必要となる。粉砕処理は効果的な前処理技術の一つであるがコス
ト高が課題であった。近年我々は、経済的な粉砕前処理方法として湿式メカノケミカル処理技術を開発した。この技術ではセルロース
成分をナノサイズの繊維にまでほぐしている。生成したナノ繊維は、セルロースの結晶性が保持され、さらにリグニンが残存していても、
高い酵素反応性を示した。我々が開発した前処理技術は、木材やセルロースが持つナノ構造の特徴を活用した方法である。

バイオ燃料を木材からナノテクで生産する
−　 セルロースの構造特性を利用した酵素糖化前処理技術　−

Takashi Endo

Bioethanol Production from woods with the aid of nanotechnology 
- Pretreatment for enzymatic saccharification using natural structure of cellulose -

Bioethanol production from woody biomass by enzymatic hydrolysis of cellulosic components and fermentation has attracted much 
attention. In this process, pretreatment is important to improve enzymatic degradability of cellulose. A milling process is one of the 
most effective methods for pretreatment, but its high cost has been a problem. Recently we have developed the economically-feasible 
wet-mechanochemical process as milling pretreatment, which can unravel cellulosic components into nanoscale fibers. Thus-obtained 
nanofibrous product showed a high enzymatic accessibility, while keeping the cellulose crystalline structure and the lignin content. This 
process is based on the understanding of the nanoscopic structural characteristics of wood and cellulose.
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2.1　セルロースの本質
木材の主要成分はセルロース、ヘミセルロースおよびリグ

ニンである。セルロースとヘミセルロースは分子が糖で構成
されているが、リグニンは複雑な芳香族系化合物である。
木材中ではセルロースがもっとも割合が多く、40 ～ 50 %
含まれている。セルロースはグルコースが鎖状に繋がった
生体高分子であるが、木材におけるセルロースの本質は、
セルロースミクロフィブリルと呼ばれるセルロース分子の集
合体である。セルロース分子は生合成されると直ぐに、分
子の板を積み重ねるように規則正しく自己集合して、幅 3
～ 5 nm のセルロースミクロフィブリルを形成する（図 1 右
下）。このミクロフィブリルがセルロース結晶の本体であり、
非常に安定であるため水や一般的な有機溶媒には溶解しな
い。しかし、セルロース分子の集合力は一般的には弱いと
されている水素結合と分子間力のみである。デンプンに含
まれるアミロースは、構成糖がグルコースであるにもかかわ
らず、セルロースとは異なった化学的・物理的性質をもって
おり、熱水にも溶解する。そのため、アミラーゼによる酵
素糖化も迅速に進行してバイオエタノールも容易に製造する
ことができる。
2.2　木材組織はナノ構造体

木材では、図 1 右上に示すようにナノサイズの「セルロー
スミクロフィブリル」がヘミセルロースやリグニンを接着剤の
ようにして集合してより大きな「木材繊維」を形成し、さら
に水を運ぶ導管や仮導管を中心に層状に積層することによ
り「木材組織」（図 1 左上）が形成されている。木材の強
靱さは、この層構造により発現している。そのイメージは樽
や桶に例えられる。桶は円形に並べた縦方向の板の周囲を
板とは 90 度異なった方向にタガが巻いてあることにより、

丈夫な道具となっている。木材組織ではナノサイズのセル
ロースミクロフィブリルが桶の板やタガのように高度に積層
したナノ構造体となっている。このような強靱な木材組織
構造も酵素糖化のための前処理を困難なものにしている。

3　従来技術の課題と新技術開発のシナリオ
3.1　酸糖化と酵素糖化

木材中のセルロース等の糖化方法は、酸糖化法と酵素
糖化法に大別される。図 2 にそれぞれの利点と課題を示し
た。最も古くから行われているのは硫酸を用いた酸糖化法
であり、現在も新しい技術を取り入れた大規模なバイオエ
タノール製造試験が行われている。硫酸糖化の最大の長所
は安価な硫酸を触媒として短時間で反応が進行することで
ある。

しかし、設備は硫酸耐性にする必要があり、また、糖化
液や廃液からの硫酸回収・除去も課題としてある。これら
はエンジニアリング技術の進歩で解決可能であるが、最も
問題となるのは、生成した糖が共存する硫酸により、さら
にフルフラールなどに変化する過分解が原理的にも起こり
やすいことである [2]。過分解が起こると、エタノール発酵
ができる糖の収量が減るとともに、過分解物は比較的少量
（数 %）でも酵母等の発酵阻害を引き起こす。

一方、酵素糖化では原理的に副反応が起きないため、
最終製品であるエタノールの収率向上が期待できる。酵素
反応は 50 ℃程度の穏和な条件で進行し、また、大量の
薬品を必要としないため環境負荷も低い。一般的に、セル
ロースの糖化に関連する酵素は総称してセルラーゼと呼ば
れ、これまでに 500 種以上が見出されているが、種類によっ
てセルロースの結晶性や構造により反応性が大きく影響を

一次壁

細胞間層

二次壁

S3 層

S2 層

S1 層

ミクロフィブリルの
積層方向が異なる

ヘミセルロースやリグニンを
接着剤のようにして集合

0.5 nm

2～ 60 μm

セルロース分子
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木材繊維

セルロースミクロフィブリル

ヘミセルロース
リグニン
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6本

6本

図 1　セルロースミクロフィブリルおよび木材組織の模式図
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受ける。実際の酵素糖化は、単一の酵素ではなくヘミセル
ロースの糖化酵素も含めた複数の酵素の混合系が用いられ
ている。

しかし、酵素糖化にも課題はある。酵素糖化反応は酸
糖化と比べると極めて長時間を必要とする。また、セルラー
ゼは食品や繊維分野などで工業的にも利用されているが、
現状はそれほど安価ではない。前述のようにセルロースの
構造により酵素反応が影響を受け、大量の酵素を必要とす
る場合もある。
3.2　酵素糖化のための前処理技術

木材は未処理のままではほとんど酵素と反応しないた
め、酵素糖化を進行させるには、木材やセルロースの反応
性を高める前処理が重要である。過去の研究開発などか
らまとめられた前処理の経験則は、木材の微細化による
表面積増大、結晶性の高いセルロースの非晶化による反応
性向上、酵素活性を阻害すると考えられる異質なリグニン
成分の分解・除去が前処理のポイントとされてきた。これ
らに則った前処理技術としては、粉砕処理、蒸煮処理、
爆砕処理などが知られている [3] が、いずれの方法も課題
がある（図 2 下段の表）。粉砕処理では、ボールミルなど
の粉砕機が用いられ、操作も単純で前処理物の酵素糖化
性も高い。しかし、電力消費が大きく、また、多くの場合
バッチ処理であるために処理効率が低くコスト高になる課
題があった。蒸煮処理は、薬品と水を用いて木材中のリグ
ニンやヘミセルロースを分解・除去する方法であり、製紙
におけるパルプ化方法と類似である。処理物の糖化性は高
いが、廃液処理や樹種への依存性が課題としてあった。

爆砕処理は、原料を高温高圧の蒸気中に一定時間保持し
た後、一気に大気圧に開放して、蒸気の急激な体積増大
により木材を繊維状にほぐす方法であるが、高耐圧の設備
や熱回収、樹種への依存性が課題となっていた。近年は、
100 ℃以上の加圧熱水を用いる水熱処理も注目されてい
る。この方法は、加圧熱水の加水分解作用を利用している
が、200 ℃以上の高温では、酸糖化と同様の過分解が起
こりやすい。

そこで我々は、単純な操作であるが効果の高い粉砕処
理について再実験を行い、木材化学やセルロース化学の観
点から糖化性の向上機構について解析・評価を行った。さ
らに、得られた知見を基にして複数の技術を組み合わせる
ことによって、最適な前処理技術の開発を目指した。

4　メカノケミカル処理技術
我々はこれまで、粉砕時の生成粒子の凝集を抑制（水素

結合の形成抑制）してパルプ等のセルロース系物質を微粒
子化する技術やパルプや木粉を樹脂と複合化する技術につ
いて研究開発を行ってきた [4]-[7]。粉砕処理により物質が微
細になっていく過程では、かならず化学結合の切断などの
反応が起こっている。また、粉砕時の圧力やせん断力は結
合を形成させて新物質を合成することもできる。このよう
に、粉砕処理は機械的処理で化学的反応を起こすことか
ら、メカノケミカル処理ともいわれている。我々は水素結合
や疎水結合（分子間力）等の弱い結合までを広く含めた結
合の形成や切断をメカノケミカル処理と捉えている。メカノ
ケミカル処理は、元々無機物や金属の複合化やアロイ化技

×理論的に容易ではない×耐酸性設備

×基質（セルロース等）の特性による影響大

◎高収率
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図 2　酸糖化法および酵素糖化法の特徴
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術として発展している。有機物についても、エステル化反
応などの共有結合形成を起こすことができる。ただし、粉
砕で起こる物質の変化には「しきい値」があり、化学反応
を起こせるだけの粉砕エネルギーが印加されなければ、長
時間粉砕しても微細化や複合化は進行しない。

これまで述べてきたように、前処理方法の中でメカノケ
ミカル処理は比較的単純な機械的処理であるが、古くから
セルロース等の酵素糖化性を大きく向上できることが知ら
れている [8]。そのポイントとしては、木材等を乾式でボー
ルミルなどを用いて十分に粉砕し、微細な木粉を製造する
とともにセルロースの結晶構造を破壊（非晶化）することが
重要とされてきた。

このようなメカノケミカル処理による糖化性向上機構に
ついてサイズの観点から考えると次のようになる。セルラー
ゼによるセルロースの糖化反応は、長さ1 nm 以下のグル
コース同士の間の結合が、タンパク質であるセルラーゼの
活性部位によって切断されることであるが、最初のステップ
としてセルラーゼはセルロースに吸着する必要がある。つま
り、セルロースの本質はミクロフィブリルであるため、セル
ラーゼは最初にミクロフィブリルに吸着することになる。セ
ルラーゼは球に換算すれば 5 nm 程度であるが、乾式粉
砕によって得られる木粉は遙かに大きい。一般的な乾式メ
カノケミカル処理で得られる木粉は、処理条件を最適化し
ても10μ m 程度であり、長時間処理してもサブミクロンあ
るいはナノサイズの木粉はほとんど生成しない [9]。この理
由は、メカノケミカル処理により木材が微細になると同時に
生成した粒子の凝集が起こるためであり、原料などによっ

ては逆に粒子径が大きくなる場合もある。
もう一つのサイズの観点としてセルロースの結晶性があ

る。その評価は粉末 X 線回折により行われる場合が多い
が、前項 2.1で述べたようにセルロースの結晶本体はミクロ
フィブリルであるため、セルロースの非晶化は、3 ～ 5 nm
以下の領域での長さ1 nm 以下の水素結合の乱れを見てい
るに過ぎない。セルロースの結晶から非晶への変化はセル
ラーゼのサイズから見ると、より小さい領域の変化である。
セルロースの酵素糖化については、これまで多くの報告が
なされているが、セルロースとセルラーゼのサイズ的観点か
らの反応機構については明確にされていなかった。

図 3 に従来から行われている前処理技術のポイントをサ
イズの観点からまとめた。これまでの認識では、図に示す
ように数 10μ mレベルでの木材組織の破壊や繊維化、ヘ
ミセルロースやリグニンの分解・除去による組成変化および
ナノレベルでの結晶性の変化などが重要とされてきた。し
かし、酵素糖化反応の最初の段階（セルラーゼのセルロー
スミクロフィブリルへの吸着）である数 nm の領域での議
論はほとんどなされておらず、ミクロフィブリルからの視点
は希薄であった。

以上のことから、メカノケミカル処理によって、木材の酵
素糖化性が向上する要因について、ミクロフィブリルレベル
からの解析を含めて種々の観点から詳細に分析すれば、
最適な前処理技術を構築するための指針が得られると考え
られた。
4.1　古典技術の再検証 

木材のメカノケミカル処理については遊星型ボールミルを

古典的メカノケミカル処理
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図 3　酵素糖化のための前処理技術（従来技術）のサイズイメージ
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用いて基盤的な実験を行い、生成物の物性と糖化性の関
係について調べた [10]。まず、粗粉砕した広葉樹木粉（ユー
カリ、<0.2 mm）を原料としてメカノケミカル処理を行った
結果、原料木粉の微細化は進行したが 1 時間以上粉砕し
ても生成物の平均粒径は 20μ m 程度から変化しなくなっ
た。このことは、微細化と生成粒子の凝集による平衡値が
20μm 程度ということを示している。得られた生成物の酵
素糖化性を調べたところ、未処理原料は 0.2 mm 以下の微
細な粉末にもかかわらず、その糖化性は極めて低かった。
しかし、メカノケミカル処理時間が長くなるのに従って糖化
性は向上し、粒径の変化がなくなった 1 時間以降も処理時
間とともに糖化性は向上した。4 時間後では、その糖化性
は原料と比較して 20 倍以上となった。針葉樹である米松
についても同様の傾向であった。しかし、比較実験として
精製木材パルプ （繊維状、幅 20μm－長さ200μm程度）
を原料としてメカノケミカル処理を行ったところ、結果には
大きな違いがみられた。パルプの場合、未処理試料でも
糖化性は高く、メカノケミカル処理の効果はわずかであっ
た（図 4）。これらのことから、試料サイズのみから酵素糖
化性は評価できないことが分かった。

次に X 線回折によりセルロースの結晶性と糖化性との関
連について調べた。その結果、木材の場合、メカノケミカ
ル処理とともに結晶性は急激に低下したが、糖化性はゆる
やかに上昇した。一方、パルプの場合、原料は高結晶性に
もかかわらず糖化性は高く、木材と同様にメカノケミカル処

理により結晶性は急激に低下したが、結晶性と糖化性との
関連性は低かった（図 5）。ユーカリなどの木材を原料とし
て行ったメカノケミカル処理試験の結果は、従来からいわ
れているセルロースの非晶化が酵素糖化のために重要とい
う認識と大きな矛盾はない。しかし、パルプを原料とした
場合は、高結晶性試料でも高糖化性であり、矛盾している。
メカノケミカル処理により非晶化したセルロースをさらに長
時間処理すると、非晶にもかかわらず次第に酵素糖化性が
低下してくる現象も従来から知られている。

以上のことから、メカノケミカル処理による生成物の粒
径やセルロースの結晶性のみからでは酵素糖化性を十分に
説明できないことが示された。上記の実験では、メカノケ
ミカル処理物の精製等は行わずに酵素糖化試験を行ってい
るが、酵素糖化性は高い。つまり、酵素反応を阻害すると
いわれているリグニンなどの木材成分がそのまま残存した
状態でも酵素糖化は進行している。さらに他の実験から、
メカノケミカル処理後でもリグニン成分は未処理の木材中
の構造と同様の高分子量体であることも分かった。また、
固体 NMR（核磁気共鳴）測定や赤外分光分析測定から、
メカノケミカル処理では酸化などによる木材成分の変質も
ほとんど起こっていないことも確認された。
4.2　高分子化学のテクニックを応用

前述の実験結果は、従来技術の経験則である木材の微
細化、セルロースの非晶化、リグニンの分離が木材の酵素
糖化性を向上させるための重要ポイントではないということ
を示したものであることから、新しい視点からの解析が必
要となった。
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図 4　粉砕時間による酵素糖化率の変化 図 5　結晶化度と酵素糖化率の関係
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NMR は有機化学分野では分子構造解析装置として活
躍しているが、高分子分野では固体 NMR を用いた緩和
時間測定により複合体における分子同士の混合の程度や
分子の凝集サイズ（ドメインサイズ）の評価が行われてい
る。緩和時間測定とは、ある物質に NMR 装置によりパル
ス信号を照射し、その信号がどのようなスピードで減衰す
るかを調べる方法である。物質の集合体（ドメイン）が大
きければパルス信号は遠くまで長い時間をかけて伝搬して
いく。ドメインサイズが小さければパルス信号は早く減衰す
る。また、異なる物質が分子レベルで混合して同じ環境に
置かれている場合には、異なる物質でも同じ緩和時間をも
つようになる。このような手法をメカノケミカル処理物の評
価に用いた結果を次に示す。

固体 NMR 測定は酵素糖化反応と類似の湿潤条件で
行い、セルロース分子等がもっている水素原子の緩和時間
（T1H）を計測した。その結果、メカノケミカル処理ととも
に緩和時間は減少（セルロースのような高分子物質では分
子運動性が向上）し、最も糖化性が高くなった 4 時間粉
砕後では 0.05 秒になった（図 6）。この値からドメインサイ
ズを計算すると 5.5 nmとなる [11]。つまり、木材はメカノケ
ミカル処理により見かけ上 20 μ m 程度の木粉になってい
るが、その木粉は実際にはさらに微細な 5 nm 程度のドメ
インから構成されていることになる。この 5 nmというサイ
ズは、セルロースミクロフィブリルの幅と類似していたこと
から、メカノケミカル処理によってミクロフィブリルがお互い
に分離し、酵素が吸着できる表面積が増大したことが、
酵素糖化促進のために重要な要因であると推測された。以
後の研究ではこの作業仮説に基づいて酵素糖化に有効な
メカノケミカル処理を解明しつつ、新規な前処理手法を開
発した。メカノケミカル処理によってセルロースは非晶化す
るが、実際にはミクロフィブリルのようなセルロース分子の
配列は残っていると考えられている [12]。このフィブリルの

分離というサイズレベルからみると、セルロースの結晶性は
さらに下のレベルのこととなり、高結晶性か非晶かという問
題は特に重要ではなくなる。

5　ミクロフィブリル化処理
セルロースの酵素糖化反応は、固体状のセルロースと水

に溶けた酵素との固液反応である。一般的に、固液反応
を効率的に進めようとすれば、固体を微細にし、液体との
接触面積を大きくすればよい。木材中でミクロフィブリルは
セルロースの固体としての最小集合単位である。もし、セ
ルロースを溶かして分子 1 本単位で分離できれば、酵素糖
化はスムーズに進行すると考えられるが、セルロースを溶解
できる溶剤中では酵素は容易に失活してしまう。

そこで前項の固体 NMR 測定により得られた結果を基に
した作業仮説を確かめるため、実際に木材を微細な繊維
であるミクロフィブリルにほぐす方法について検討した。
製紙技術では、紙の強度を増すために、パルプの水分散
スラリーに機械的にせん断力を加えて繊維を毛羽立たせる
叩解（こうかい）という処理が行われる。このプロセスで
はせん断力により水がパルプ繊維の微細な隙間に入り込み
クサビのように作用して繊維をほぐすとともに周囲の水は毛
羽立った微細な繊維の凝集を抑制している。このような叩
解プロセスと類似の方法を用いれば木材をミクロフィブリル
にほぐすことができると考えられた。そこで、基盤実験と
して木粉を重量比で 20 倍量の水に分散させてボールミル
を用いて湿式メカノケミカル処理したところ、粘性の高いク
リーム状の生成物が得られた。生成物を乾燥して電子顕微
鏡で観察したところ、ミクロフィブリル化が進行しており、
100 nm 以下、細い部分では 20 nm 程度の微細な繊維が
生成していた（図 7）。X 線回折によりセルロースの結晶性
を調べたところ、原料とほぼ同一の結晶性が保持されてい
ることが分かった。ミクロフィブリルそのものがセルロース
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の結晶本体であるため、結晶性の保持はミクロフィブリル
があまり損傷を受けることなくほぐれたことを示している。
この湿式メカノケミカル処理物（ミクロフィブリル化物）は
高結晶性であるが糖化率は 70 % 以上あった。この結果
は、酵素糖化性を向上させるためには、セルロースの結晶
性を低下させることが重要なのではなく、ミクロフィブリル
をお互いに分離することにより、酵素が反応できる表面積
を増大することが重要ということを示している。また、この
湿式処理物は固形分濃度が 5 % 程度にもかかわらず、比
重が 1.5 のセルロースミクロフィブリルは、その周囲に水分
子を保持して沈殿することなく分散している。そのためミク
ロフィブリルの周囲には酵素が自由に活動できる空間も形
成されていることになる。湿式処理が不十分で糖化率が低
い試料では、糖化試験後の主な残渣は大きな繊維組織で
あったことから、木材を十分にミクロフィブリル化すれば
酵素糖化性を大きく向上できることが分かった。

以上のように、ミクロフィブリルの分離が酵素糖化に効
果的であるという固体 NMR に基づく作業仮説を、湿式メ
カノケミカル処理によって実際に木材をミクロフィブリル化
することにより証明することができた。この前処理では、
セルロースの結晶性は重要ではない。前章 4.1 で、精製木
材パルプは高結晶性にもかかわらず、酵素糖化性は高かっ
たが、この場合、ヘミセルロースやリグニンを分解・除去す
る精製過程で、ミクロフィブリルはお互いに分離して、酵素
が接近して反応できる面積が大きくなっていたものと考えら
れる。木材組織はミクロフィブリルの集合体であり、その
集合力は水素結合などの弱い結合のみである。そのため、
湿式メカノケミカル処理により水分子をクサビのように利用
して、集合力の元であるミクロフィブリル間の水素結合を切
断すれば、構成単位であるミクロフィブリルに容易にほぐ
すことができる。この方法は木材化学的な観点からも無理
がない。

6　実用化を目指したミクロフィブリル化技術
6.1　連続・大量処理処方法の検討

ミクロフィブリル化処理として基盤実験で用いたボールミ
ルは少量の試料でも実験が可能であるが、バッチ処理であ
り大型化・低コスト化の点では実際的ではない。そこで、ボー
ルミルのように湿式で原料にせん断力や圧力を印加できる
処理方法を検討した結果、石臼と同様の粉砕機構を持つ
ディスクミルを用いることにより連続・大量生産が可能と考
えられた。

ディスクミル（増幸産業（株）スーパーマスコロイダー）を
用いて木粉スラリー（木粉濃度 5 wt%）を繰り返し粉砕処
理したところ、 ボールミルの場合と同様にミクロフィブリル

化が進行し、生成物の酵素糖化性も大きく向上することが
分かった。ディスクミル処理では上下のディスクを10μ m
程度まで接近させて行ったが、処理効率はボールミルの10
～ 20 倍以上あった。しかし、ディスクミルでは、ボールミ
ルでは顕著でなかった樹種への依存性が現れ、針葉樹と
比較して広葉樹ではミクロフィブリル化が十分に進行せず
糖化性が向上しない場合があった。これはボールミルと比
較してディスクミルでは、粉砕エネルギーが小さいためと考
えられた。そこで、ディスクミル処理前に木材組織を脆弱
化させる処理が必要と考えられた。
6.2　木材組織を脆弱化させる複合処理

木材の強度発現は、前述のようにその強固な積層構造に
ある。ミクロフィブリルは水素結合などの弱い結合で集合
しているが、桶のような積層構造のためにミクロフィブリル
単位への分離は容易ではない。そこで、最初に桶のタガに
相当するような組織を破壊し、内部への水の浸透性を向上
させ、さらにミクロフィブリル同士を接着しているヘミセル
ロースを取り除けば、木材組織は脆弱化して効果的にディ
スクミル処理が進行すると考えられた。

タガに相当する組織の破壊方法については、ボールミル
を用いて予備検討した。実験は原料木粉を一定時間乾式
メカノケミカル処理した後、水を添加して湿式メカノケミカ
ル処理を行い、生成物のミクロフィブリル化および糖化性
を調べた。その結果、乾式メカノケミカル処理が 15 分以
下の場合には特に大きな変化はみられなかったが、20 分
間以上乾式処理を行った後に得られた湿式処理物では糖
化性が著しく向上した。乾式メカノケミカル処理後の生成
物を電子顕微鏡観察した結果、20 分間の乾式メカノケミ
カル処理により、原料木粉の大きな木材組織はほとんど破
壊されることが分かった。タガ相当の組織の破壊方法とし
てボールミル処理は実際的ではないため、比較的粉砕エ
ネルギーが大きく大量処理が可能な方法について検討した
結果、湿式カッターミルが効果的であることが分かった。
我々が採用した湿式カッターミル（増幸産業（株）ミクロマ
イスター）は、1 万 rpm 以上の超高速で回転するローター
刃と固定刃による強いせん断力で、水に分散させた原料を
1 mm 以下に瞬時に微細化できる。この場合、水は粉砕
物を流動化させて滞留を防止し、効率的に微細化を進行
させる。また、処理中に水が木材組織内に浸透することに
より、後段のオートクレーブ処理やディスクミル処理にも効
果的に作用する。

次に、ヘミセルロースの接着剤効果を減少させる方法と
しては、オートクレーブを用いた水熱処理により行うことと
した。水熱処理では、温度条件によりヘミセルロース成分
を選択的に加水分解できる [13]。これら湿式カッターミル
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処理とオートクレーブ処理を組み合わせた複合処理方法に
ついて検討した結果、粗粉砕した原料木粉を湿式カッター
ミル処理（1 mm 以下）した後、オートクレーブ処理（135 
℃）を行い、最終段階としてディスクミル処理を行うこと
により、樹種によらず効率的に前処理できることが分かっ
た。3 mm 以下に粗粉砕したユーカリ原料を複合処理した
場合の糖化率は、原料としてより微細な 0.25 mm の木粉
をディスクミル単独で処理した場合と比較しても 4 倍以上
になり、長時間の乾式ボールミル粉砕と同程度の糖化性を
発揮させることができた（図 8）。
6.3　複合湿式メカノケミカル処理による酵素糖化性向
上機構

前述の複合湿式メカノケミカル処理で酵素糖化性が向上
する機構は次のように考えられる（図 9）。木材の細胞組織

は 20-500μmであるが、湿式カッターミルによる強いせん
断力で木材組織は破壊され、タガに相当するミクロフィブ
リルも部分的に切断される。次いでオートクレーブ処理によ
りミクロフィブリル同士を接着しているヘミセルロースは部
分的に加水分解（分解量は全ヘミセルロースの数 %）され
る。オートクレーブ処理物を電子顕微鏡により高倍率で観
察するとヘミセルロースが脱離したと考えられる数 10 nm
の細孔が多数観察された。これらのステップを経て木材組
織は脆弱になっているため最終段階のディスクミルにより容
易にミクロフィブリルにほぐすことができ、酵素糖化性も大
きく向上したと考えられる。

以上はセルロース成分の酵素糖化性向上機構を中心に
述べたが、バイオエタノール製造では、発酵原料としての
糖の収量を増大させるためヘミセルロースの糖化も重要で
ある。木材組織中でヘミセルロースはセルロースミクロフィ
ブリルの表面を覆うように存在しているため、我々が開発
したミクロフィブリルをお互いに分離する前処理プロセスで
は、セルロースとともに、ヘミセルロースの糖化も容易に進
行する。また、我々の前処理では過激な化学反応は起こっ
ていないため、前処理後でもリグニンは未処理の木材中で
の構造から大きく変化はしていない。酵素糖化後には、そ
のまま残渣として残ることになる。

　
7　メカノケミカル処理の利点
7.1　酵素糖化の低コスト化

前述のようにディスクミル処理は、処理効率が高く比較
的低コスト処理ではあるが、単純な熱処理と比較すると
モーター等の駆動電力は回収も再利用できないため、劇的
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な低コスト化は困難である。しかし、メカノケミカル処理で
はバイオエタノール製造での他の工程のコストを大きく低減
できる利点もある。メカノケミカル処理物は脱リグニンなど
の化学的処理を行わなくても酵素糖化や発酵が高効率で
進行する。また、原料への依存性も低く、広葉樹や針葉
樹あるいは稲ワラ等の前処理として適応可能である。最も
大きな利点は、バイオエタノール製造コスト中、場合により
半分以上を占めるといわれるセルラーゼ等の酵素コストを
低減できることにある。メカノケミカル処理物は比較的少
量の酵素でも十分に糖化できる。図 10 に、異なる前処理
による生成物について酵素添加量と糖化率の関係について
示した [14]。メカノケミカル処理と比較して、200 ℃の高温
水熱処理では酵素量が少ない場合に大きく糖化率が低下
する。この現象は、高温水熱処理の場合に木材成分の変
性などにより、阻害物質が生成したためと考えられる。酸
処理も水熱処理と類似反応のため同様の結果になると考え
られる。比較的低温（160 ℃）の処理では、メカノケミカ
ル処理時間を短縮できる効果もあるうえ、少量の酵素でも
糖化は進行する。
7.2　従来技術との比較

我々の開発した酵素糖化のための前処理プロセスの特徴
を従来技術（図 2 下段の表）と比較すると次のようになる。
処理物の糖化率は古典的メカノケミカル処理と同程度に高
い。利点としては、薬品を用いた化学処理のような高度な
反応制御が必要なく、また、処理に用いるのは水のみであ
るため、薬品回収も必要なく廃液処理も容易である。同一
の処理量で比較すると消費電力は従来型のボールミル処理
の 10 から 20 分の 1 以下である。オートクレーブ処理も高
温高圧処理ではないため消費エネルギーも低く、装置も高
耐圧にする必要もない。前述のように、原料バイオマス種
への依存性も低い。また、我々が開発した前処理プロセス

は湿式処理が基本であり、原料の乾燥等は必要なく、含
水量の多い生原料でもそのまま用いることができる。濃硫
酸糖化などでは、硫酸の希釈による発熱を防ぐために原
料の乾燥が必要となる場合があり効率が悪い。

以上のように我々の開発した前処理プロセスは、従来技
術が持っていた種々の課題を克服できるとともに、それら
の利点も損なうことなく応用展開している。新たに発生し
た課題としては、本研究開発で用いた湿式カッターミルや
ディスクミルが比較的精密な粉砕機であるため、そのまま
大型化するのが容易ではないことが挙げられる。しかし、
我々の前処理プロセスは、製紙における機械パルプ化技術
と類似点も多いため、製紙技術を応用・発展させることに
よる大規模化・実用化は進めやすいと考えられる。

8　まとめと今後の展開
産総研では、我々が開発した前処理プロセスと、これま

で研究開発を進めてきた糖化・発酵プロセスを組み入れた
バイオエタノールの一貫製造ミニプラント（1 回 200 kg の多
種多様なバイオマスが処理可能）を建設した。ここでは、
各要素技術やプロセスの連続化における課題抽出、バイオ
マス種による課題、経済性評価等を実施している。現在、
大規模プロセスによる商業化を目指して企業とともに研究
開発を進めているが、そのプロセスでは製紙技術を取り入
れている。

バイオエタノール製造技術の実用化では、残渣や副産物
の高付加価値化も重要である。木材を前処理して得られる
ミクロフィブリル化物は、ナノサイズの微細繊維であるため
セルロースナノファイバーとも呼ばれている。同サイズの鋼
鉄と比較すると 5 分の 1 の軽さで強度は 5 倍と言われてい
る。現在、この特性を生かした軽量高強度材料の開発が
進められている [15]。また、光学材料や化粧品への応用も
研究されている。その他、濾過材や食品添加物としては以
前より一部実用化もされている。また、我々の開発した前
処理では、木材成分の大きな分子構造の変化などは起き
ない。そのため酵素糖化後のリグニン残渣は、製紙工程
で排出される黒液（リグニン分解物）とは異なり、木材中
と同様の構造や高い分子量を保持していると考えられる。
そのため、このリグニン残渣は従来型の燃料としての利用
以外に、黒液リグニンなどでは不可能であった高分子材料
への転換や高付加価値素材としての活用も大いに期待でき
る。以上のことからセルロースナノファイバー製造を共通基
盤プロセスとしてバイオエタノール（主）と高付加価値材料
（副）の併産を行えば、極めて高い経済性を発揮させられ
ると考えられる。

図 11 に我々の前処理技術開発の流れをまとめた。従来図 10　前処理の違いによる酵素添加量と糖化性の関係
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技術を調査した結果、実用化できる前処理技術の開発に
は、対象としている木材についての木材化学やセルロース
化学からの視点が重要であることが分かった。さらに高分
子化学や製紙など他分野の知見や技術を組み合わせること
により、新しいコンセプトに基づいた前処理技術の構築を
進めることができた。しかし、前処理により得られるセル
ロースナノファイバーについては、その特性や酵素の反応
機構など未解明の部分が多く、先端的分析技術も必要とし
ている。今後、バイオ技術、化学工学や熱工学、LCA 評価、
さらには社会科学の分野など多分野の技術や知見の融合
が進み、実際的なバイオ燃料技術が確立されることが期
待される。

複合処理による効率的かつ効果的前処理方法の構築
（湿式カッターミル＋オートクレーブ＋ディスクミル）前処理の高度化

湿式メカノケミカル処理により実際にフィブリル（nmオーダー）を
分離したところ高結晶性であるが高糖化性であった仮説の実証

実用化（副産物の高度利用も取り入れた経済的バイオエタノール製造プロセスの構築）

製紙技術を応用した大規模プロセスの開発へ今後の展開

ディスクミル（石臼）による効率的前処理実際的前処理方法

フィブリルの分離が重要と推測（仮説）酵素糖化のための重要因子

高分子化学のテクニック（固体NMRによる緩和時間測定）を応用他分野の技術の利用

従来言われていた，微細化（μmオーダー）、セルロースの非晶化，
リグニン除去は、重要因子ではない酵素糖化性の向上要因

粉砕処理（メカノケミカル処理）をボールミルを用いて再実験古典的前処理の再検証

従来技術は木材化学・セルロース化学的に不十分従来技術の調査

木材からのバイオエタノール製造のための実際的前処理技術が必要不可欠
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本論文は、入所以来研究してきたセルロースの粉砕に関する成果の
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査読者との議論 
議論1　従来法（蒸煮法、爆砕法、水熱法）と比較した利点
質問（水野 光一：産業技術総合研究所環境管理技術研究部門）
酵素糖化に限定した場合、木材からエタノールへの転化プロセス全体
の中で、今回開発した湿式カッターミル/オートクレーブ処理/湿式ディ
スクミルの組み合わせは他の従来法（蒸煮法、爆砕法、水熱法）と比
較した図2が示されています。これについて、利点や長所がどの程度進
展し、また欠点や課題をどの程度克服したことになるのかを定量的ま
たは定性的に示して下さい。

回答（遠藤 貴士）
我々が開発した複合処理の長所は、低環境負荷で樹種によらず糖

化性の高い前処理物が得られることにあります。従来技術であるボー
ルミル粉砕と比較して消費エネルギーは 10 から 20 分の1 以下です。
また、我々の方法による前処理物は少量の酵素でも糖化が進行する
ため、酵素コストも低減できます。原料には伐採直後の水分含有量
の高い木材も利用することができ、薬品等を大量に使用することもな
いため、将来的には原料が採取できる現地（東南アジア等も想定さ
れます）での商業的バイオエタノール製造も可能性が高いと思ってい
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ます。私の所属するバイオマス研究センターには経済性を専門に評価
する研究チームがあります。このチームにおいて我々が実際に実験
室で行った前処理プロセスと酵素糖化・発酵プロセスのデータを用い
て、大規模商業化レベル（原料 1,500トン/ 日）での経済性試算を
行った結果では、従来最も低コストとされてきた NEDO 濃硫酸法（他
の方法は確度の高い経済性試算のデータが十分には公開されていま
せん）よりも最終製品であるバイオエタノールを低価格化できる可能
性が示されています。複合処理は多段処理であるため、設備はコスト
高になるように思われますが、実際には濃硫酸法と同程度の設備償
却費にすることができます。例えば、我々の前処理には水熱処理工
程がありますが、温度は 150 ℃（0.48 MPa）程度で十分であり、高
圧ガス保安法の厳しい規制（1 MPa 以上）も受けないため、実プラ
ントを設備した際の維持管理も容易になります。今後、さらにプロセ
スを最適化すると共に、低コストで環境負荷が小さく、後段の糖化発
酵等にも影響しない薬品等の使用による効率化についても検討する
予定です。

議論2　バイオマスの総合的な利用
質問・コメント（水野 光一）

本研究では木材を出発原料として、セルロースやヘミセルロースが
酵素糖化を経てエタノールへの発酵が示される一方で、リグニンから

高分子などの材料製造の道筋が示されました。これは、原油に代わ
るバイオマスリファイナリーの概念につながるものです。今後、バイオ
マスの利用を総合的に発展させるためには、どのような研究開発を進
めることが最も有効であるかという考え方をお教えください。

回答（遠藤 貴士）
リグニンの利用技術については長い研究の歴史がありますが、決

定的な技術や製品は未だに現れていません。しかし、本技術のよう
なバイオエタノール製造が商業化されると、従来の製紙プロセスとは
異なる新しいリグニンが大量に生み出されることになります。現在の
石油化学製品を見た場合、原油はアスファルトからガソリン、プラス
チックまで無駄なく使用されています。これからのバイオマスリファイ
ナリーにおいても、木材成分を無駄なく利用できる技術の開発やそ
れを受け入れられる社会システムの構築が大切だと思っています。そ
れらを達成するためには、石油製品の代替ではない、バイオマス系
のみで実現可能な特徴的な製品群の創成を目指すことも大切と思っ
ています。そのためには、前処理により得られるセルロースナノファイ
バーや残渣リグニンの基本的な特性を機器分析等も駆使することに
よって正確に把握し、得られた知見や既に解明されている理論や原
則に基づいて、革新的な製品化技術の確立を目指すことが重要だと
思います。
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1　はじめに
地質図とは、地表の植生と土壌をはぎ取ったところにあ

る地層・岩石の種類、形成年代、形状、相互関係につい
て表した図で、国土の基本情報の一つである。日本の公
的機関の中では国土交通省国土地理院が地表（内海を含
む）の形を担当して地形図を出版し、海上保安庁海洋情
報部は海底の形を担当して海底地形図を出版しているのに
対し、産総研地質調査総合センターでは、地球の表面の
下にある“もの”を対象に地質図を出版している。これら
の地質図は、これまで国土の基本情報として、資源、防災、
土木、環境、学術などさまざまな用途で活用されてきた。

地質調査総合センターの出版する地質図のうち基本とな
るものは、一定の緯度と経度で区切られた四角形の「地質
図幅」である。主な縮尺には 5 万分の 1と 20 万分の 1 が
あり、前者はそれぞれ独自の地質調査に基づいて作られた

基本的な図面で、後者は 5 万分の 1の地質図幅を初めとす
る当該地域の地質情報を取捨選択し統合して作った（編

へんさん

纂
と呼ぶ）広域的な地質図である。

緯度・経度で区切られた地質図幅の場合、その地域に
は様々な地層・岩石が分布していることが普通である。5
万分の 1 地質図幅の場合、地質学があまり進んでいない時
代は 1 人の地質学者が調査研究を行うことよって十分に作
成することができたが、現在では学問が進展しそれぞれの
地層・岩石ごとに調査研究に基づく専門的な研究成果と精
度が要求され、かつそれらを統合して互いに矛盾なく形成
史を示すことが要求される。本論文では、構成学的な観
点から独自調査で作成する 5 万分の 1 地質図幅の作成に
ついて、近年出版されたこれまでで最も複雑な 5 万分の 1
地質図幅である九州中央部の「砥

と も ち

用」図幅（図 1、6）を
例に地質図幅の作成方法について述べるとともに、地質図

斎藤 眞

地質図幅は、地層や岩石など国土の構成物を表した図面であり、人間が自分の周囲の地球環境を科学的に理解するための基本的な情
報が記載されている。資源、防災、立地、環境、学術など、多種多様な用途がある。大学や企業が作成する地質図は、それぞれが興味を
もつ特定の地層・岩石を対象にすることがほとんどであるが、産総研が作成する地質図幅は、その地域に分布するすべての地層・岩石
に関わる調査結果を、その地域の形成史を矛盾なく表せるよう1枚の図面に統合したものである。地質図幅は個々の研究成果を統合し
て作成していくが、これまで作成の考え方と過程を記した研究論文がないので、著者が関わった5万分の1地質図幅を例に地質図幅の
作成方法論を示す。

最先端の地質研究と国土の基礎情報
−　5万分の1地質図幅の作成　−

Makoto Saito

The advanced geological researches and fundamental national land information
- Development process of the Geological Map of Japan 1:50,000 -

The Geological Map of Japan 1:50,000 shows fundamental national land information of the subsurface materials of the district, and is 
multifariously used for resources development, disaster prevention, industrial location, environment protection, and as the geological 
standard of the district. It is important basic information for understanding natural environments scientifically and is essential information 
for the sustainable development of society. While geological maps mostly made by universities or companies are for understanding 
specifically interesting strata or rocks, the 1:50,000 geological maps made by GSJ, AIST comprehensively integrate research results of all 
strata and rocks in the district and explain the geological evolution of the district without contradiction. There has never been any paper 
describing the process in developing the 1:50,000 geological map, which integrates geological researches for the district. The author shows 
his own development process with the 1:50,000 geological maps as examples.
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幅が社会で活用されるための方策について考察する。

2　「砥用」調査開始時の研究目標
5 万分の 1 地質図幅の作成は、最先端の地質学的知見

を用いて野外調査を行って作成することから、個々の地層・
岩石に対する研究において新たな知見を得ることを目的と
している。それとは別にその地質図幅全体として広域的な
地質を解明したり、当該地域周辺の地質図幅を作成する時
の基準となることも目的とする。それとともに日本の国土全
体の実体を解明するために重点地域を設定しながら、順
次 5 万分の 1 の地質図幅を整備していくという計画が立て
られている。個々の地層・岩石に対する新たな研究成果が
なくとも、地質図幅としてその地域の地質の全体像を明ら
かにすることは重要な研究成果であり、またその結果を地
質図幅として出版することには大きな社会的意義がある。

本論文で例とした 5 万分の 1 地質図幅「砥用」は、九州
中央部熊本県の五木の子守歌で知られる五木村より更に
上流の平家の落人の村とされる泉村（現八代市）五家荘を
含む山岳地域を対象としているため、現地調査に困難がと
もなう地域であるとともに、多種多様な地層・岩石が複雑
に分布し地質の解明が困難な地域とされてきた（図 1）。

すなわちこの地域には、次のような特徴的な地層・岩石
が存在する。

1）海洋プレートの沈み込みに伴って海洋プレート上の地

層・岩石が、大陸プレートの縁辺に付加されてできた
付加体、

2）古生代の岩石を含む蛇
じゃもんがん

紋岩類、
3）高い温度や圧力を受けて元の岩石から変化した変成

岩、
4）SiO2に富むマグマが冷え固まった花崗岩、
5）大陸棚でたまった地層、
6）阿蘇火山の噴火による火砕流堆積物　など。
これ以外の地層・岩石を含めると日本列島に露出する地

層・岩石の種類のかなりの部分が、東西 23.5 km、南北
18.5 km の地域（面積約 435 km2）に分布し、極めて複雑
な地質構造になっていることが予想された。このため、専
門分野別に 4 名で研究グループを作り調査研究を行うこと
とし、それぞれが担当する地層で研究成果をあげることを
目指した。この地域ではプレートテクトニクスの知見を導入
した地質図はまだ作られていなかったことから、プレート
テクトニクスに基づく地質図（例えば付加体を認定した地質
図）を作ることを最低限の目標とした。

また、西南日本外帯と呼ばれる九州から関東山地の太平
洋側の地域では、ジュラ紀（2 億年前〜 1 億 4500 万年前）
に海洋プレートの沈み込みでできた付加体と蛇紋岩や変成
岩、シルル紀〜デボン紀（4 億 4000 万年〜 3 億 6000 万年
前）の地層、ペルム紀〜白亜紀（3 億年〜 6500 万年前）
の浅海成（一部陸成層）の地層などが複雑に分布する部分

5分の1地質図幅「砥用」

20万分の1地質図幅「八代及び野母崎の一部」

図 1　5 万分の1地質図幅「砥用」の位置とそれを基に作成中の 20万分の1地質図幅「八
代及び野母崎の一部」の位置。基図は 100万分の1地質図第 3 版 [1]。
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がある。ジュラ紀付加体とそれ以外の蛇紋岩などの地層・
岩石との関係や区分には諸説があり、ジュラ紀付加体以外
の部分を黒瀬川構造体と呼んだり、ジュラ紀付加体も含め
て位置関係だけから秩父帯南帯、中帯、北帯と呼んだりと
研究者によって区分が異なり混乱していた。さらに 1990
年代前半になると、四国においてジュラ紀付加体の上に蛇
紋岩や変成岩からなる地層（いわゆる“黒瀬川帯”の構成
岩類の一部）が低角な構造で覆っていることが提唱された
[2][3]。「砥用」地域には、蛇紋岩や変成岩、シルル紀〜デ
ボン紀の堆積物、ペルム紀〜白亜紀の浅海成の地層が広く
分布し、また、ジュラ紀付加体も広く分布することから、
これらの相互関係を広域的に検証し、ジュラ紀付加体とそ
れ以外の地層・岩石との区分を明確にし、日本列島の形成
史の大きな問題点を広域に地質を検討することによって明
らかにするという目標も設定した。

この他にも、白亜紀の浅海成の地層の地質構造や、白
亜紀の変成岩とその周囲との関係、白亜紀の高温型変成
岩の形成史など、興味あるテーマが数多くあった。これら
の課題を明らかにすることによって「砥用」図幅が、周囲
を含めた広域的な地質を判別するための基準になることを
目指した。

3　地質図幅の社会的価値
5 万分の 1 地質図幅を初めとする地質図幅の社会的価値

については、既に産総研でも論じられている [4]。また、米
国地質調査所（USGS）でも地質図の社会的価値について
論じられている [5][6]。

地質図幅の場合、その用途は次のようなものである。

1）土木、建設（道路、ダム、発電所、ビル、橋などの建
設、住宅地の購入など）

2）防災（活断層、火山噴火、河川の氾濫、地盤沈下、地
すべり、軟弱地盤など）

3）資源開発（石油、天然ガス、石炭などのエネルギー資
源、地熱資源、温泉開発、地下水資源、金属、粘土など
の鉱物資源、石材、骨材などの資源、観光資源など）

4）地球環境対策（地下水の流動、放射性廃棄物・有害
廃棄物の地層処分など）

5）当該地域の形成史等の検討のための学術情報（日
本列島の成り立ちの解明、地球環境の変遷の解明、
シームレス（継ぎ目のない）地質図の編纂など）

6）当該地域及び周辺地域の地質を検討する上での基準
日本では 1800 年代後半から地質図が作成されてきた

が、当初は国内資源の開発が主たる目的であった。1950
〜 60 年代の高度成長期にはセメント向けの石灰岩の賦存
地域が優先的に作られた。現在でも資源開発は骨材、温
泉等で重要であるが、地質図幅の利用はそれ以外の多岐
にわたる社会の基礎情報として使われるようになり、活断
層や火山噴火等の災害の軽減や軟弱地盤対策、原子力発
電所を初めとする産業立地、廃棄物の地層処分などの基
礎的な情報として、多くの場合地質コンサルタントを経由し
て（地質コンサルタント会社が特定地域の地質を明らかに
するときの基礎資料として）使われている。近年では一般
の人々が訪れて興味ある地質を見学できるジオパークが全
国的に指定されるようになり、その見学スポットであるジオ
サイトにおいて地質情報を観光資源に利用したり、企業の
災害時の事業継続（Business Continuity Plan: BCP）の

地質図幅

・ 基本地質図
・ テーマ図

効率的なインフラ整備
災害に強い産業立地

効率的なインフラ整備
安心で安全な社会

企業・国・自治体

土木・建設企業
（農水省関連）

土木・建設企業
（国交省関連）

地質コン
サルタント 電力会社

国民・社会

国民・社会

企業・社会

企業

文化庁

国・自治体

保険会社

販売・情報

資源の安全確保

国民の文化向上

災害に強い安全な社会

環境負荷の低減

・廃棄物地層処理地の選定
・工場、住宅の立地計画の策定

・地すべり対策
取水位置決定
・農道の建設、農業用水の

・道路敷設ルートの決定
・ダム建設の地質情報
・トンネルルート決定

・電源立地

・産業界作成
 地質の信頼
 性の根拠
・対象地域の
 地質の標準

・資源開発（石灰石、砕石、天然ガス等）の基礎資料

・天然物指定（地質・鉱物）

・地震ハザードマップ
・火山避難勧告

・プラント立地の地震保険料率決定
・住宅の地震保険料率の決定（期待）

図2　地質図幅からアウトカム出現に至るプロセス[4]



研究論文：最先端の地質研究と国土の基礎情報（斎藤）

−324−Synthesiology　Vol.2 No.4（2009）

ための基礎情報としてなどの新たな利用も考えられるように
なってきた。これらの地質図の活用の効果は、大きく見て
プラス増大効果（資源など）とマイナス削減効果（災害や
土木のための社会コストの軽減）に分けられる。

しかし、地質図幅の作成の場合最初からこれらの具体
的な利用を想定して作成するわけではない。「砥用」地域
では、調査開始時に地質図幅の個別具体的な用途を想定
して調査したわけではなく、その地域全体に関する正確な
地質情報を包括的に提示することを目的として調査した。
地質図幅が作成されると、直接ないしは別な目的別の地質
図を介して、社会でその知識・情報が活用されることにな
る（図 2）。産総研技術情報部門（当時）は地質図幅のアウ
トカムの特徴として、「地質調査総合センターから末広がり
に波及していくのが特徴」としている [7]。

4　地質図幅作成の方法論
地質図幅を初めとする地質図に関する研究は、モデルを

立て、実験を行って検証を行っていく演繹的な研究手法で
はなく、その地域に露出する地層・岩石の観察から真理を
見つけていく帰納法な手法を用いる。実際の地質調査で
は、観察した事象からその地域の地質モデルを頭の中で作
りつつ、調査をしながら常にモデルを更新していく作業を
行う。このため野外でどのような精度の情報を収集できる
かは、調査を行う研究者の能力に依存する部分がある。
野外での丁寧な観察は、新たな発見を生み研究成果に直
結することが多々あるので、地質図作成の上でもっとも重

要なプロセスである。
また調査方法の進歩により調査し直すと過去の地質図は

大きく変わることがある。精度が上がる理由として、新たな
露頭（岩石・地層の露出地）が見つかる場合のほか、地層・
岩石の観察や理解の方法が向上して分布精度が上がる場合
がある。例えば、何かを測定するときに測定技術が高度化
してノイズが減り、正確に測定できるようになるのと同じであ
る。このことは過去の学問レベルが進んでいないときの地
質図と現在の地質図を比較してみれば明白である（図 3）。

このため、5 万分の 1 地質図幅「砥用」の作成において
は、地質図幅がこの地域の最先端の地質学的知見に基づ
く地層・岩石判別の基準となり、かつ研究目標に示した学
問的進展を得るために以下の 3 点の研究方法に留意した。

1）各作成担当者が最先端の地質学的知見に基づく地質
情報を収集し、担当部分の地質図を完成した。著者が担
当した付加体の地層・岩石を例に取れば、付加体では一
般に地層間の境界が緩く傾く（形成当初は水平に近い）断
層であることが多く、より上にある地層（上盤側）の方が、
付加した年代が古いことが知られている（図 4）。ただ付加
体の認定には構造的に積み重なっている証拠や肉眼で認
識できる化石が乏しいことから、微化石（プランクトンの化
石）による地層の年代決定による証明を行った。また蛇紋
岩とともに様々な岩石が低角な断層で付加体の上を覆って
いる地質構造が予想されたため、付加体の構造的上位に
載る地層・岩石の同定とそれらの間や付加体との相互関係
について野外で注意深く観察し、確実にルートマップを作

A B C

1 km

図 3　地質図の変遷。5 万分の1地質図幅「横山」の例 [ 文献 8を改変 ]
A: 1960 年代に地質調査を行って作られた地質図 [9]。付加体の概念は導入されていない。
B: 1990 年代の土地分類基本調査（表層地質図）[10]。十分な調査日数をかけずに作成したもの。
C: 2000 年に発行された 5 万分の 1 地質図幅「横山」[11]
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成した（図 5）。
2）その地域の地質において、現状の位置に定置した年

代の古い地層・岩石ほど、その地域におけるより若い地層・
岩石に起きた断層や褶曲などの変形を重複して受ける。こ
のため例えばある付加体が形成された後に起きた地層・岩
石の変成、変形を正確につかむことによって、現在の地質
構造との差分としてその付加体が形成される前に起きた変
形を理解することができる。このためそれぞれの担当者間
でルートマップ等の情報を共有し、また境界部は共同で、
また重複して調査を行うなど担当者間の相互連携を確実に
行った。

3）地質図を作成する際に重要なのは、想定するその地
域の地質の形成史（その地域の最も古い地層・岩石の形成
時の姿から現状に至るまでの歴史）が、存在する地層・岩
石の分布や相互関係と矛盾しないようにすることである。
作成した地質図から、新しい地層・岩石や断層褶

しゅうきょく

曲などの
変形を順に取り除いて、時間をさかのぼるほど、それぞれ
の地層・岩石の形成時の姿に近い形に戻すことができるは
ずである。形成時の姿に戻したものが、現在知られている
地層・岩石の形成の姿と矛盾がないことが地層・岩石の斉
一説（現在起きていることは、過去にも起こっていたという
考え方）の観点から重要である。そして、それぞれの地層・
岩石の形成史に互いに矛盾がないようにしなければならな
い。「砥用」図幅では、このための議論を重ねて地質図幅
全体を作成した。地質図幅の場合、異なる分野の研究者
が一つの地質図幅を作るための議論を行うことから、作成
された地質図はより精度の高いものとなる。大学等が研究

普通の地層（正常堆積物）のでき方の一例

付加体（付加コンプレックス）のでき方の一例

普通の地層（正常堆積物）と付加体の違い

地層累重の法則

下にある物ほど古いa, b, c の順にたまっていく →
川

c. 海溝でたまる粗い地層（タービダイト）
b. 海溝の大洋側でたまるやや細かい地層（泥岩など）
a. 陸から離れたところでたまる細かい地層（チャートなど）

海底に近い部分は
玄武岩

→下にある物ほど新しい付加体
7の順に付加1→粗い地層がたまる

（タービダイト）

海溝

←　海洋プレート（付加コンプレックス）
付加体

断層
断層

断層
断層

大洋側陸側

図 4　普通の地層と付加体の地層との違い
普通の地層の場合は下から上に向かって順に新しくなるのに対し、付加体では海溝付近で堆積する地層（c）の年代に着目すると、断層で境され
た a-b-c の地層のセットの年代が 1c → 2c → 3c → 4c の順に下に行くほど新しくなる。普通の地層の見方にとらわれて、このようなでき方を理解
しないと、付加体の地層は理解できない。

で地質図を作成する場合、研究者が自己の興味ある対象
に特化して地質図を作成するため、他分野の研究者と十分
に議論を尽くす機会が乏しく、地質図という観点からは精
度の良い物を作成するのは難しい。

以上 3 点の他、地質図幅の発行主体としての地質調査
総合センターは、地質図幅の精度を担保し、また科学技術
の成果としての再現性（少なくとも地質図に含まれるデータ
の部分については誰がやっても同じ結果になる）を担保す
る必要がある。組織として精度を担保するために地質調査
総合センター内部の決裁システムと連動した数段階にわた
る査読システムがある。また地質学会等で書評の形で外部
評価を受けている。再現性の担保については、ルートマッ
プやボーリングなどの生データを研究報告書に掲載するよ
う努めており、採取した化石・岩石試料のうち、研究報告
書に記載した試料については産総研の地質標本館に登録・
保存して後からの検証が可能なようにしている。今後さら
にルートマップ等の生データをデータベース化できるように
する検討は必要である。

5　地質図幅「砥用」を構成する要素研究
一般的に 5 万分の 1 地質図幅を作成する際の技術（手

順）と要素研究は以下のとおりである。この後、統合して
1 枚の地質図幅にまとめる。
1）野外調査を行う前に、これまでの文献のチェック、段丘、
活断層等の予測をつけるための航空写真、人工衛星写真の
検討は必須である。「砥用」図幅の場合、国土地理院の発
行する航空写真のほか1995年頃の調査開始時期に日本の
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地球資源衛星1号（JERS-1）の衛星写真を準備した。
2）最も基本的な技術は野外調査である。野外を歩いて地
層・岩石の露出する場所（露頭）を探し、よく観察すること
が基本である。この部分に調査者の技術が最も要求される
が、文章で書きにくいためノウハウはあまり残されていない。
その理由は対象とする地層・岩石の種類によって精度のよ
い地質図作成のための野外調査のやり方が大きく異なるた

めである。山地や丘陵地が主たる調査対象の場合は一般に
ルート沿いに調査を行って地質図を作成する（図5A）。一方
平野地域が主体の場合は地層の露出が乏しく、元々地層が
水平に近いことから、地下の情報を得るためにも公的機関
等が行ったボーリング情報を露頭情報と同様に収集する。

具体的には地質調査の際にその地域にどういう岩石・地
層が分布するかを露頭情報から明らかにすることから地質

A

B

C

1 km

図 5　ルートマップから地質図の作
成までに至る道のり。「砥用」図幅 [12]

南西部の例
A: ルートマップ
B: 化石情報や地層境界、断層等を加
えた地質図原図。微化石産出地は丸
印。
C: 5 万分の 1 地質図幅「砥用」[12] の
一部。
A,B の 基 図 は 国 土 地 理 院 発 行
1:25,000 地形図「柿迫」。
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調査は始まる。そして、それらの相互関係がどうかを明ら
かにするが、それが地質図作成には特に重要である。地層・
岩石の性質は、少しでも露頭があれば最低限の情報は得ら
れるが、地層・岩石の相互関係の認定には境界部を見つけ
ることが必須である。そのためにはある程度、文献や地形
から地質モデルを想定し、境界部のありそうなところを事
前に予想して調査を行う必要がある。限られた日程の中で
調査を行うために、事前に地質の予想を立て、最も効率的
に調査を行う。また、地質調査は自然の観察であることか
ら、予想どおりの結果が得られないことが普通である。そ
のため、一つの露頭情報が得られるごとに、予想される地
質モデルを常時頭の中で改訂し、最も適切な調査方法を
選択・変更して調査を行っていく。
「砥用」図幅では、多くの地域が山岳地のため、道路沿

い、谷底、尾根とルートをとるように調査を行い、地層岩
石の分布を明らかにした（ルートマップの作成、図 5A）。
特に他の地域に比べて地質の分布と相互関係が複雑と予
想されたため、詳細な野外調査を行ったが、予想以上に
複雑で予定より多くの調査日数を要した。
3）野外での調査と平行して、地質図の作成のため岩石試
料、化石試料を持ち帰り分析を行ってその結果を地質図に
反映させる。岩石試料については0.02−0.03 mmの厚さのプ
レパラート（岩石薄片）にして、顕微鏡で観察し構成鉱物か
らみた岩石の種類や変形、変成の確認を行う。また、微化
石の産出が想定される試料は薬品による処理を行って、顕
微鏡下で微化石を探す。また、鉱物分離を行って、重鉱物の
種類の検討、放射性元素を用いた年代測定など、必要な室
内研究を行う。これらによって野外での観察だけでは得ら
れない地層・岩石の形成年代、性質、形成場などの情報が
明らかになり、それらを再度、現地調査の際にフィードバッ
クさせる。これらそれぞれは、大学等で行われているような
学術研究（第1種基礎研究）に相当する部分が多く、重要な
結果が得られれば単独の論文として発表する。

砥用図幅の場合、地質図幅の作成に至る前、また作成
中に次の学術論文を発表した。
（1）下部白亜系砥用層の層序と構造の解明[13]

（2）下部白亜系砥用層の基盤がペルム紀付加体であること
を認定[14]

（3）後期デボン紀シダ植物Leptophloeumの発見からデボン
紀の地層の存在を認定[15]

（4）砥用図幅北部の肥後変成岩の低圧高温型変成作用の
解明[16]

（5）単斜輝石岩の巨晶の発見と記載[17]

（6）ひすい輝石の産出地の発見と周囲の岩石との関係[18]

また、このほかに学会での口頭発表を行った。

6　要素研究の統合による地質図幅の作成
上述の個々の要素研究から、5 万分の 1 地質図幅 「砥

用」をまとめた（図 6）。この地域では、古生代初めのカン
ブリア紀の後期（約 5 億年前）から現在までの地層・岩石
が存在することが明らかになった。このため異なる地質を
分類するための凡例数は 149 になり、これまでの 5 万分の
1 地質図幅では最も多いケースとなった。また、付加体の
概念を取り入れた地質図となっており、その他にも前出の
研究に基づく最新の情報や、これまでに本地域で行われ
た数多くの研究成果（例えば大型化石の産出報告）に基づ
いて作成されている非常に精緻な地質図となった。そして、
地質図幅とセットで出版された研究報告書（図 6）には「砥
用」図幅地域の地質区分の基準となる数多くのルートマッ
プ、付加体の年代を決定するための微化石データなど、「砥
用」図幅の研究によって得られたデータが収録されており、
現在印刷中の広域的な地質図（20 万分の 1 地質図幅「八
代及び野母崎の一部」[19]）の基準となる地質図にもなった。

前述のように地質図を作成する際に重要なのは、その地
域の地質の形成史が、存在する地層・岩石の分布や相互
関係と矛盾しないようにすることである。このため、各担
当者間で数多くの議論を行った。一例として、ジュラ紀付
加体とそれらを低角な断層を介して覆う蛇紋岩や変成岩、
浅海成の堆積物などとの関係や全体の形成史について議
論した。これによって主たる研究課題の一つであった「ジュ
ラ紀付加体の上に“黒瀬川帯”構成岩類が低角な構造で覆っ
ているか否か」については肯定する証拠を得て断面図を描
き（図 7）、西南日本の地質構造について重要な実証的な
成果となった。さらに“黒瀬川帯”構成岩類の内部につい
てもある程度の区分ができるようになり、その結果、それ
らがジュラ紀付加体の上に低角な断層で重なってから現在
までの地質構造の形成史についても結論を得ることができ
た。

また、「砥用」図幅では、研究報告書に断層露頭の位置
情報も示して、断層の確実性やその連続性の信頼度の向上
を図るとともに、断層の認定の議論の過程で、「砥用」地
域内に伏在する活断層の位置の確定や、活断層の認定に
は至らないものの、地質学的に活断層の可能性が疑われる
断層についても認定できた。

7　地質図幅「砥用」の価値と利活用
5 万分の 1 地質図幅「砥用」の作成によって、地理的・

学術的に調査が困難な地域であった本地域の地質につい
て、基礎的な研究成果が上がり、最先端の情報に基づい
て高精度の地質図が作成できた。これによってこの図幅が
当該地域及び周辺地域の地質を判別するための基準にな
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るのは間違いない。現在この「砥用」図幅を基にして、20
万分の 1 地質図幅「八代及び野母崎の一部」（図 1）[19] を
作成したところである。また西南日本の地質構造について
実証的な結果を出したことによって、日本の地質の理解が
進展するものと考えられる。

このように「砥用」図幅は、個々の地層・岩石について
の基礎研究で成果が上がっただけでなく、それらから構成
される地質図幅としても学術的に成果が上がったと考えら
れる。さらに、個別の成果をまとめて地質図幅として公表
したことは、今後社会での活用を考えたときに大きな意義
があると言える。
「砥用」図幅が、これから社会でどう使われていくか検

討する。地質図幅は、完成・出版後、すぐに大々的に活用
されるものではなく、社会の基盤情報として数十年にわたっ
て活用されていく。その点で地質図幅は、工学的な研究成
果に比べて息の長い研究成果である。しかし現時点でも次
のようないくつかの利用が想定できる。

地層・岩石区分の基準としての活用例としては、著者を
中心に作成した広域的な 20 万分の 1 地質図幅「八代及び
野母崎の一部」[19] の編纂に 5 万分の1 地質図幅「椎葉村」[20]

とともに「砥用」図幅 [12] を用いたことが挙げられる。20 万
分の1 地質図幅「八代及び野母崎の一部」は、その一角を
占める 5 万分の1 地質図幅「砥用」の地域が最も地質の区
分が難しい所であったため、「砥用」図幅の完成が 20 万
分の 1 地質図幅の編纂のためには必須であった。この 20
万分の 1 地質図幅によって、九州の 20 万分の 1 地質図幅
の空白域が解消されることになった。

産業立地としての活用では、これまで理解が困難だった
ジュラ紀付加体と“黒瀬川帯”構成岩類との関係（“黒瀬川
帯”構成岩類が低角な断層でジュラ紀付加体を覆う関係）
（図 7）が「砥用」図幅で明らかになったことによって、同
様の地質の分布する地域での産業立地、例えば鹿児島県
の川内原子力発電所付近の地質の理解や、周辺の地質の
理解に貢献するものと考えられる。

防災面では、斜面崩壊については蛇紋岩地帯の地すべり
を中心に地質との関係を明らかにしたことから、今後の斜
面崩壊の理解・予測にも貢献すると考える。また、活断層（後
期更新世、すなわち 12.5 万年前以降に繰り返し活動し、
今後も活動すると考えられる断層）のほか、後期更新世以
降の地層が存在しないことから活断層の認定に至らなかっ
た断層についても研究報告書の本文に記述したので、近年
（後期更新世〜現在）の広域的な地殻変動の検討に使う
ことができると考えられる。また、本地域では、国道から
林道まで様 な々道路の法

のりめん

面（道路脇の削りとった斜面）や
路盤の崩壊がしばしば起こり、これらはこの地域に特徴的
な地質に起因することが多い。これらの防止の基礎資料に
活用が望まれる。

鉱産資源の面では、金属資源としては活用の見込みが乏
しく、また山岳地に多量に存在する石灰岩の分布も初めて
明らかになったが、現在採掘されている北部の交通の便の
良い所以外の開発の可能性は低い。その他の鉱産資源や
砕石等の資源についても同様である。一方、温泉掘削業
者からは、「砥用」図幅内の温泉調査の際に、「地質図幅
があれば必ず使う」といわれており、今後活用され温泉開

S, D, C, P, Tr, J, K1= 正常堆積物
P2, J1, J1-2, J2-3, J3-K1= 付加体
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図 7　「砥用」図幅中南部の概略的な断面図
ジュラ紀付加体（J1,J1-2,J2-3,J3-K1）の上に蛇紋岩（図では蛇紋岩メランジュ）、正常堆積物、ペルム紀付加体（P2）が存在する。両
者の境界はもともと水平に近い断層。現在は褶曲（地層が曲がること）している。この図に「砥用」地域の地質の考え方や形成史が
凝縮されている。
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発されることが期待できる。
新たな活用方法として期待される観光を初めとする地域

振興に対する活用については、これまで知られている鍾乳
洞やこの地域特有の約 9 万年前の阿蘇−4 火砕流堆積物の
溶結凝灰岩を使った石橋等については研究報告書に記述
した。「砥用」図幅内では、これまで知られている白亜紀
アンモナイト等の大型化石の産出のほか、新たにデボン紀
のシダ植物化石 [15]、巨大結晶からなる輝岩 [17]、ひすい輝
石の発見 [18] 等、天然記念物やジオパークの見学スポットで
あるジオサイトにできる要素も見つかった。また、国体の
山岳競技に使われた山や、地元の特徴的な景観をなす山々
の地質が明確になったことから、地域の自然の成り立ちを
語る資料としても活用できる。

以上のように、地質図幅はその作成後、長期にわたって
様々な形で活用されることが予想される。また、これまで
の地質図の使われ方を考慮すると、現在想定していない活
用方法が今後社会情勢の変化や、災害等で発生することも
充分考えられる。そして、これからの社会が持続的発展を
するためには人間が自分の周囲の自然環境を科学的に理解
していくことが必要であり、地質図幅はそのために重要な
役割を果たすであろう。
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測すると感じておられるようですが、面積的にはわずかでも、うまく地
層・岩石の全体像が観察できるように歩けば充分なデータを取るこ
とは可能です。地質図幅を作成する際には、粗い間隔でとったルート
マップでも充分地質図が作成可能な所と、詳細なルートマップを取ら
ないと地質図を作成できない所があり、日々の調査でコストも考えて
地質図作成に必要充分な調査となるよう工夫しています。
2）本文に書いたとおり、自治体等の公開できるボーリングデータが
あれば、当然収集して地質図に反映させます。また、平野の地質図で
は露頭が少ない分、自治体等にボーリングデータがたくさんあること
が多いので、それらを重要なデータとして手間をかけて収集・解析を
行って地質図幅を作成します。これは平野では地下の地質が特に重要
だからです。例に挙げた砥用図幅では、温泉業者に非公開でボーリン
グデータの情報を閲覧させてもらっています。
3）地質図のデータもあれば収集します。自治体や政府機関の行った
公共工事の際の地質図が該当します。解釈に基づく地質図は、元に
なったルートマップや報告書があれば、それらを含めて解釈が妥当か
検討します。また、ダムやトンネルではスケッチもありますので、それら
も収集します。例に挙げた砥用図幅では、自治体の温泉調査報告書
の地質図を閲覧して、われわれの地質の検証に用いました（現実には
小さな地域のルートマップが少し役に立った程度でしたが）。

議論2　5万分の1地質図幅の整備状況と更新周期
質問（小野 晃）

5 万分の 1 地質図幅が地質学の最新の成果に基づいて作成される
ことは分かりましたが、日本の場合どの程度の周期で 5 万分の 1 地
質図幅が再調査されて改訂されるのでしょうか。具体的に今回の「砥
用」以前の図幅はいつ頃作成されたものでしょうか。

調査には人手と時間がかかるものと思われます。5 万分の 1 地質図
幅は現状で日本全土をカバーしている状況でしょうか。整備に関する
基本的な考え方をお聞かせ下さい。

回答（斎藤 眞）
1）5万分の1地質図幅は基本的に再調査を行いません。それは、まだ
全国カバーに至っていないからです。しかし、20万分の1地質図幅は
2009年度で1回目の整備が終わり、随時最新の知見で作成した地質
図幅に置き換えています。20万分の1地質図幅の改訂には、情報の乏
しい地域やその地域の地質区分の基準となる5万分の1地質図幅は必
要です。このため、現在では、原則空白域を優先するものの、20万分
の1地質図幅の作成等に不可欠な所はわずかながら改訂しています。
2）今回の5万分の1地質図幅「砥用」は過去に作成したことはありませ
ん。ただ、元々経済企画庁が行い、国土庁を経て、現在国土交通省所
管で各県が作成している土地分類基本調査の中に精度の悪い表層地
質図は存在しました。
3）5万分の1地質図幅は、現在の産総研の人員ではなかなか全国整備
率の著しい上昇は見込めませんので、今後は、重点地域を決めて整備
していく方向です。重点地域の例としては、（1）人口の多い都市及び
その周辺、（2）活断層、火山等、防災上重要な地域、（3）ジオパーク
等社会的な影響の大きい地域、（4）日本の地質の理解のために不可
欠な地域（例えば20万分の1地質図幅の改訂に不可欠等な地域）等が
考えられます。

議論3　地質図幅の作成は第2種基礎研究か？
質問・コメント（小野 晃）

Synthesiology1 巻 2 号に「シームレスな 20 万分の 1 日本地質図の
作成とウェブ配信」という題名で地質関係の研究論文があります。論
文の後ろの「査読者との議論」に「議論 5　地質図幅の研究」があり
ます。そこでは地質図幅の作成は第 2 種基礎研究というべきか、あ
るいは第 1 種基礎研究というべきかの議論がなされています。本論
文の著者はこの点に関してどのような見解をお持ちでしょうか。

地質図幅の作成において、もとになる露頭の地質データは同じだと

しても、その地域を担当した研究者の知識と見解によって結果として
の地質図自体が大きく変わりうるといったことがあるように思います。
作成された地質図の内容が担当研究者の属性に大きく依存するという
ことになると、一方で地質図の信頼性を損なうことにもなると思いま
す。地質図作成に標準的手順を可能な限り導入するとか、あるいは作
成結果に対する他者からの査読、審査の仕組みがあれば、信頼性の
向上に役立つと思います。この点の現状はどのようになっているので
しょうか、著者の見解があれば合わせてお聞かせ下さい。

回答（斎藤 眞）
1）Synthesiology1巻2号では、本文の「はじめに」で、著者は地質図
幅を第1種基礎研究、シームレス地質図を第2種基礎研究とし、死の谷
を「古い地質モデルで描かれた使いにくいデータとなる状況」におい
ています。そして、はじめにの最終段落で、地質図の研究が第2種基礎
研究の側面をもつが、近年高度な研究内容を盛り込んだ基礎研究報
告書としての性格が強くなっていることから、第1種基礎研究の側面
を強調して記述したと述べています。一方議論で、査読者は「今まで
の地質調査が全て第1種とする論理展開には無理がある」、「第1種、
第2種の両方の要素があり・・・第2種に軸足がある」との意見を述べ、
それに対して著者は第2種基礎研究に軸足があることを否定していま
す。その理由として社会的価値を実現するための、一般性のある方法
論を導き出すという「第2種基礎研究」の基本が行われていないこと
を理由に述べています。

私は、この見解の違いは地質図幅の作成に関わってきた著者と、
どちらかというと利用する側に近かった査読者の研究経歴によるスタ
ンスの相違ではないかと考えます。私は、地質図幅が査読者の第 2
種基礎研究に軸足を置いているという見解には同調しませんが、かと
いって著者のように社会的価値を実現するための、一般性のある方
法論を地質図幅内で導き出すことが第 2 種基礎研究をいうために必
要とも考えていません。第 2 種基礎研究的要素としては、社会的に
直接利活用可能な形で知識が示されていることが重要と考えるから
です。

これまで地質図幅の利活用について、アウトカム調査（文献 7）等
を見ると、地質図幅の個々の内容または地質図幅全体を最終利用者
が直接用いる場合と、コンサルタント企業等が直接利用して顧客に情
報提供する場合、さらには地質図幅の成果を用いて作成した目的特
化型の地質図やシームレス地質図などの別の地質図を利用して顧客
に情報提供する場合まで、地質図幅を直接使う場合や間接的な地質
図等を介して使う場合などさまざまな利用形態があることから、第 1
種と第 2 種の区切り線は引けず、第 1 種と第 2 種の両面をもつとしか
いえません。例に取り上げた 5 万分の 1 地質図幅「砥用」は、作って
いる当事者の気持ちは第 1 種基礎研究的ですが、より利活用できる
ような具体的な岩相分布が精度よく示されている地質図であるべき、
という意識も持って作成しています。
2）地質図幅の信頼性を担保するための仕組みは本文にも書きました
がいくつか用意しています。その一つは内部での多段階のチェックで、
地質図幅が産総研地質調査総合センターの信用の元に発行する出版
物であることから、専門家による内部査読から、地質図幅を作成する
プロジェクトの管理職による査読、そして、地質図幅を出版する部門
でのチェックなど通常の論文よりも多くのチェックを経ないと出版に至
りません。実際、地質図ができてきても決裁が降りず、出版に至らな
かったものも存在します。また、出版後も学会等による評価を積極的
に受けることにしており、例に挙げた砥用図幅も地質学会Newsで書
評を書いてもらいました。また、地質図自体の表現方法については、
現在JISで表記が規定されてばらつきがないようになっています。それ
でも地質図幅は研究成果の著作物であることから、著者の能力に依
存する部分は否めませんが、地質図幅には著者名が記されており、専
門家であれば著者を認識することが可能であることから、著者名の
表示も精度を担保する要素になっています。これらによって最低限の
レベルは担保されていると考えています。
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インタビュー

シンセシオロジー編集委員会

日本工学アカデミーは工学に関するさまざまな事項を高い見地から検討･ 議論し提言をまとめていますが、その中の「工学
の克復研究会」は現代における工学のあり方をさまざまな角度から検討しています。工学のあり方はシンセシオロジーの理念
とも深く関係していますので、研究会メンバーのお一人である長井寿さんに本誌小野編集委員長がインタビューして「工学の
克復」に関する考えを伺い、シンセシオロジーとの関係を話し合いました。

工学の克復とシンセシオロジー

今なぜ、工学「克復」研究会なのか
小野　日本工学アカデミーの「工学の克復研究会」は、

私たちのシンセシオロジーと同じ思いがあるのではないか
と思っています。困難な状況を乗り越えるという“克服”で
はなく、あえて元の状態に戻すという“克復”にされた意図
は何でしょうか。

長井　昨今、「理科離れ」とか「さらば工学部」といわ
れますが、工学というのは非常に大事な分野なのに、なぜ
若い人たちから見捨てられていくのか、おかしいではない
かと思っていました。それともう一つ、日本工学アカデミー
の会員は日本を代表する方々ですが、高齢化しています。
日本の伝統ある学会は総じて会員数は増えず、高年齢化し
ている。「このままで本当にいいのだろうか？」という意味
で、オーバーカムの“克服”ではなく、病気になって、そし
て元の健康体を取り戻すという意味の“克復”を使ってい
るわけです。もう一度健全な形に戻らないといけないので
はないかという意味で、若い人たちにきちんと評価され、
工学の価値が広まるきっかけをつくりたいという問題意識
を持っています。

イノベーションの本質を研究者はもう一度考えるべき
小野　今、世界的にイノベーションに高い関心が持たれ

ていますが、「工学の克復」はイノベーションとつながると
ころがあると思うのです。日本の産業界や社会・国民にとっ
てのイノベーションをどのように捉えていらっしゃいますか。

長井　技術のブレークスルーは大事なことですが、日本
ではある種のブレークスルーをイノベーションと同義語と捉
え過ぎるという面があります。

産業界の方々は、手持ちの指導原理というか、科学の
原理原則の限界が見えてきて、2020 年～ 2030 年くらいに
全部利用し尽くしてしまうといっています。世界の変化や新
しいニーズに対応するために手持ちのものでは限界だとい
うことがわかっているので、本格的なイノベーションを起こ
す手だてを求めています。

社会・国民にとっては、昨年のような資源・エネルギー
価格の高騰はアメリカの経済破綻で何となく鎮静化しまし
たが、この流れは変わらないだろうという、むしろ確信が
強まっています。資源・エネルギー、地球環境の社会的制
約条件をどのように克服して、安心して暮らせる豊かな社会
をつくるのかということが社会・国民からいわれているイノ

長井 寿：日本工学アカデミー工学克復研究会　物質・材料研究機構
小野 晃：シンセシオロジー編集委員長　産業技術総合研究所

小野 晃 氏（左）と長井 寿 氏（右）
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ベーションです。
一方、これは自己批判にもなるのですが、今、第 4 期科

学技術基本計画の策定が始まろうとしています。科学技術
に対する期待が高まり、大きな投資をされた。国民に還元
され、産業も発展するという、具体的な投資効果を見なけ
ればいけないのではないかという非常に強い意見が技術政
策サイドから出ています。これはある意味では当然だと思う
のですが、研究者のレベルまで戻ると、先ほど申し上げた
ような「ブレークスルーがイノベーションだ」と思っているよ
うでは、これには応えられない。研究者は 「自分は頑張っ
て、こんなにすばらしいものを発見・発明した」かもしれな
いけれども、あまりにも先端すぎて、日本の今の産業技術
がそれを利用する力がないという、ギャップを埋められな
いときがある。うがったいい方をすれば、世界にはその先
端シーズを利用できる力やマインドを持っている企業があっ
て、日本から出たものが真っ先に他の国で利用されてしまう
という問題も出てきてしまう。

一人ひとりの研究者のレベルまで戻って、どこにどう力
を加えたらほんとうに国民の税金を使って日本の国のため
になるのか、ということをもう一回考え直しなさいという形
で、私は「イノベーション」といわれていると感じています。

小野　今のお話はシンセシオロジーの編集の立場からも
非常に共感できるところです。「研究者一人ひとりのところ
まで戻って」というところは大変重要だと思います。

長井　産業界、社会・国民、技術政策サイドでいって
いるイノベーションはそれぞれ微妙に違いますが、新しい
方向を求めて、いろいろなブレークスルーが合わさった形
でパラダイムが全く変わるということがまさに期待されてい
ます。日本でいえば、資源やエネルギーをどう確保してい
くのか。世界にとって邪魔者にならず、歓迎されるような方
向やしっかりとした見通しが必要です。そういう意味でも、
工学がこれから活躍すべきときなのに、「理科離れ」とか「さ
らば工学部」といわれているのは、いかにも情けないとい
うことに戻るのです。

“工学”を「問題解決する科学」と定義しよう
小野　日本の工学といいますか、技術は良かったはずな

のに、それがどこで失われてきたのか、という思いがあり
ます。「工学の克復」というとき、工学とはどのようなもの
とお考えですか。技術でもない、科学とも違う、工学独自
の科学のようなものがあるとお考えでしょうか。

長井　「科学技術」という四字熟語もありますが、これ

をどう定義するかは結構難しい。工学と科学と技術をそれ
ぞれの熟語で考え、今日的な意味を見直し、それから「科
学技術」の意味を再定義したほうがいいのではないかと
思っています。「日本的曖昧さがいい」という人もいますが、
曖昧さを持った指導原理が敗北につながることもあります。

　
小野　まずは言葉の定義をしっかりしませんと。

長井　工学は、英語で「engineering」といい切ってもい
いと思いますが、「science と technologyとengineering」
もしくは「science of engineering」を工学だという言い方
もあって、私はいずれもわかるのですが、そういう意味で
いうと「工学は問題解決する科学」だと理解しています。

ただ、私は工学の定義が日本の中では少し揺らいでいる
のではないかと思うようになりました。こういうと叱られる
かもしれませんが、日本の工学部はサイエンス寄りになり過
ぎた嫌いが強い。“工学”という言葉の意味が拡散してしまっ
て、工学の牙城たるべき工学部が工学から実は離れていっ
ているという指摘が産業界の方々からあります。最近、い
ろいろな報告書であからさまに「工学部が工学ではなくなっ
ている。亜理学部や理学部的工学部になってしまっている」
という人が増えています。問題解決するということで工学部
を目指していた学生たちが、それだったら理学部や医学部
や経済学部に行こうというふうになるのは、工学部が本来
のあるべき姿を見失ってしまっているからではないか、とい
わざるを得ません。工学部は理学部から生まれ出たもので、
実は工学部を世界で初めてつくったのは日本なのです。

「技術」と共に発展する「科学」が求められる時代
小野　本来の日本の工学というのがあったはずではない

か、ということですね。工学のあるべき姿を目指すという
ことは、まさに工学の克復の原点です。

科学と技術ですが、この二つは融合しつつある時代だと
いわれますが、その一方で、未だに相互に独立していて、
互いに別々に発展している面もあります。融合と独立につい
て、どのようにお考えになりますか。

長井　東洋における科学史や技術史は意外と勉強され
ていません。西洋で西洋技術史もあまり勉強されていない
のですが、西洋科学史は非常によく研究されています。

東大名誉教授の村上陽一郎先生がわかりやすい説明を
されていますが、「西洋には神様がつくりたもうた二つのも
のがあって、一つは聖書であり、もう一つは自然である。
ここに神の啓示がある。この神の啓示を解明するのが学問
の目的であるということから西洋の科学は生まれている」。
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小野　西洋科学の源流の一つにキリスト教の神の世界を
実現する、あるいは探求するというのでしょうか、神学と
非常に結びついていたということですね。

長井　はい、大陸では科学者は王家に支えられていた
が、技術者は比較的卑しい身分だった。それに対して、イ
ギリスでは科学者がお高くとまっていてあまり役立たないと
いうので技術者・技能者が優遇されていたようです。その
後、ルネッサンス時代に、「神様は非常に系統的に自然を
つくったのではなくて、気まぐれでいろいろなものをつくら
れた。気まぐれにつくられたものをすべて理解すれば、神
様に近づく」という形で百科全書ができました。このあた
りから、例えばガリレオ・ガリレイが、望遠鏡がないと科
学ができないとか、いわゆる考えて科学をするのではなく、
実験をして科学をするということで道具との結びつきが科
学史を読んでも明快に見えてきます。

村上先生によれば、なぜ西洋科学が変化を遂げたのか
というと、イスラムと戦ったからです。イスラム教徒が残し
たものを勉強して吸収したことから、実は自分たちはソクラ
テスやヘレニズム文化をきちんと吸収していなかったという
ことがわかり、異文化を勉強し直すことによって、大きな転
換が起こった。これは、まさにシンセシオロジーの起源の
ようなものですね。そして、神学の一部から百科全書とい
う形に、系統性がなくてもいいのだという形になったわけ
です。

小野　事実の収集がまず大事ということですね。

長井　はい。産業革命のころに科学と技術が本気で出
会います。技術は“もの”さえ作れればいいのです。印刷
術にしろ、火薬にしろ、羅針盤にしろ、一説によれば水車
も東洋から生まれたといわれていますが、つくれて使えれ
ばいい、理屈なんかなくてもいい。これは技術のすばらし
いところだと思います。

一方の科学は、神様がつくりたもうた深遠なる真理を追

求するのですから、ある意味では成果がなくても構わな
い。これもすばらしいと思うので、両方とも無理やり自己規
制する必要はないと思うのですが、ただ百科全書派からも
う一回変わろうとしていると思います。

まず、今の時代をどのように規定するかという話ですが、
一つは大衆グローバル化といわれるように、フラット化した
ことです。そして、交通手段や通信手段の発達によって、
世界は非常に小さくなっています。情報はあっという間に世
界に広がってしまう。そういう点でも、新しい時代になって
しまったといえます。

2050 年くらいに、世界の人口は今の 1.5 倍くらいに膨ら
むといわれていますから、資源やエネルギーは今の 2 倍く
らい必要でしょうし、二酸化炭素の排出量も2倍以上になっ
てしまうでしょう。資源やエネルギーの残寿命は縮まり、
人口はピークの 2050 年を過ぎると世界的に平均寿命が高
くなってきます。地球自体が年をとっていくというのが 21 世
紀です。

その一方で、科学や技術の発展速度は今よりもっと速ま
ります。

小野　科学や技術の発展を速めなければいけない、と
いうことでしょうか。

科学に裏付けられた技術が産業に求められる
長井　いえ、速まってしまうということです。研究論文の

発表数を見ても、中国やインドが参加することで格段に増
加しました。参加人数が増えれば増えるほど、すごいスピー
ドで世界の新しい情報が出てくる。セレンディピティの確率
がそれほど変わらず、数を撃てば当たるということでいえ
ば、新しいものがどんどん出てくる。それを先に利用した
ものが勝ちだという時代になるわけです。まさに科学者と
か技術者といわれている人たちが大儲けできるかもしれな
いけれども、社会や人類に対してとんでもないことをしてし
まうかもしれない。科学や技術が非常に重要な役割を果た
さざるを得なくなるという意味では、全く新しい時代が来

長井 寿 氏 小野 晃 氏
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るかもしれない。
　
小野　技術と科学がより接近していく時代ということで

しょうか。

長井　新しい科学的な知識や技術が生まれ、それを習
得するスピードはどんどん速まっていくでしょうから、優れ
た技術で、最初からそれが科学的に裏付けられたものでな
いと産業的には弱くなります。必然的に技術は科学に裏付
けられていなくてはいけないですから、科学と技術は接近
せざるを得ないと私は思います。しかし、科学の立場から
見て、技術と接近しなければいけないというつもりはあまり
ないのです。科学を縛りたくないですし、小柴さんのよう
に、何千年たっても、好きなことをやっていたほうがいい、
というのはかなり納得します。

日本の科学と技術そして工学
小野　日本の科学と技術、それから工学教育も含めて

伺いたいのですが、一時、「ものまね技術」といわれてい
た日本の技術ですが、世界で技術革新が最も成功している
国として評価されています。

長井　海外では日本の技術が非常に優れていると評価
されていますが、これは三つくらいの側面があると思って
います。軍事技術は、アメリカが圧倒的に優れており、日
本は優れていません。そういう点で、いわゆる民生技術と
いわれているものは、世界や国内のコンペティターから厳し
い目で見られるという環境があり、それに日本もしくは日本
人が対応する能力を持っている限り、圧倒的にすごいもの
をつくっていく、ということです。

小野　日本はユーザーの意識が高いということも寄与し
ていると思いますが。

長井　はい。二つ目は、世界に向けて日本の商品を売っ
ていくというマインドが非常に高い。三つ目は、これは意
外と見落とされているのですが、私は金属材料屋なので、
そういう観点からいうと、日本ほど人が多く住んでいて、
地震の被害が大きい国はありません。だから、そこで使う
材料は世界一強い。

必然的に日本の技術はやはり強くならざるを得ない幾つ
かの要因を持っていると思いますが、それが事故に対して
も強いとか、ロバスト性が高いという効果を持ち、そして
日本ブランドができたという構図が今まであったし、これ
からもあると期待しています。

小野　技術は世界の各地域でそれぞれ発展してきまし
たから、それぞれの論理を持っています。日本は、地震な
どの自然環境プラス少子高齢化という社会的状況、エネル
ギーの課題によって技術が育てられるという仕組みがあっ
て、そこにもう一つマインドが乗り、今まで非常にうまく回っ
てきたということですね。

技術がすばらしいのに対して、日本の科学はいかがでしょ
うか。

長井　「何のために科学をするのか」というところが非常
に難しいところがあって、世界の一流科学と戦うという意
味では、日本はあまりいいポジションにいません。今のとこ
ろ、材料分野は 1 位だと思うのですが、中国などから追い
上げられています。

世界は大衆グローバル化時代になり、すべての情報が行
き渡るようになったといいましたが、最適なソリューションを
目指していくと、地域性が非常に重要になると思うのです。
他の国のまねをしていては問題解決ができない。これは科
学においてもそうです。しかし、「他の国のまねをするな」
というと、まねをしない人ばかりになるので、まねもしなけ
ればいけないし、多様性があってしかるべきですが、日本
の技術の優れたところをもう一回見つめ直したら、いろいろ
と新しいテーマが出てくるのではないかと思っています。

小野　日本の技術に関しては、それがすばらしいことの
要因は幾つか説明ができるけれども、それと同じことを科
学に求めても見つからない。今のところ、「まねをしない」
ということだけくらいしか出てこないというのが、ちょっと
つらい現実ですね。

日本の工学ですが、かつて輝いていた時代がありました。

長井　日本の戦後の工学の一番優れたものは何かを
我々の研究会で分析したのですが、自信を持っていえるの
は工場です。サプライチェーンというか、工場の管理、運営、
操作技術トータルですが、これは完璧にすごい。世界から
見ても、日本の工場技術はお手本中のお手本です。

小野　産業用ロボットを入れるとか入れないとかいう話
だけではなく、ということですか。

長井　逆にいうと、産業用ロボットを入れるのに何のた
めらいもないという、それだけの見識というか土壌を持っ
ています。産業用ロボットを入れることによる労働者の削
減等々は別の問題として捉えなければいけないのですが、
もともと技術革新というのは非常に苛酷なものであり、必
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ず犠牲者を出すという必然もあります。これからも技術革
新がすべての人を幸せにするということはあり得ないと思う
し、必ず被害をこうむる人がいるのですが、社会トータル
のウェルフェアを考えて、この方向でいいのだという見極め
の見識が必要とされます。　

工学教育とは「科学」を勉強させるのではなく「科学と
は何か」を勉強させること
小野　日本の工学教育について、今は「さらば工学部」

といわれ、非常に憂うべき状態であるというお話を伺いま
した。では、なぜかつて工学部は輝いていたのでしょうか。

長井　工学部を世界で初めてつくったのは日本というお
話をしましたが、明治の初頭、工部省が工部寮をつくって、
そこでまさに世界初の工学部をつくったとき、スコットランド
人のヘンリー・ダイアーが日本に招かれて、教育の設計をし
ました。当時、各省が大学的なものを持っていた時代があっ
て、今でいうと経済産業省が大学を持っていたという形に
なります。

ヘンリー・ダイアーの最初の卒業式での記念講演が東京
工業大学の図書館にありましたので読んだのですが、「大
陸では科学の地位が高く、技術が下に置かれていて、あま
りいいものが出てこない。イギリスでは技術が非常に高い
地位を持っているが、科学と無縁で、非常にいいものを出
しているけれども試行錯誤を無限に行うため開発コストは
高いという問題点がある。両方のいいところをとって新しい
教育をしたいと思って日本に呼ばれて来た」ということでし
た。そして、技術の伝承と世界最先端のサイエンスを教え
るという新しい大学教育をしたいということで、実習と講義
を非常にうまく組み合わせて、6 年間のうち最後の 5 年生
と 6 年生は工部省の現場に行って実際に仕事をして、それ
を卒業論文にするという形で実践されました。

その講演の中には、図書館や資料室を大学がきちんと整
備して、学生がいつでも先人の残した一番いいものをすぐ
勉強できるような体制をつくっておかなければいけないと
か、学会をつくらなくてはいけないとか、外国語を勉強す
るのは先端的な知識を身につけるという意味で当たり前だ
が、文学や宗教を積極的に勉強しないといけないと。何の
ために自分たちが勉強しているかを考えるには、そういうこ
となしにはできないし、もっといえば、「あなた方が仕事に
ついて、よその国の人たちと会ったときに、その国の文学
作品を一つでもいえるといえないのでは、相手の対応が違
う」といわれています。

小野　そういう話は今ではよく聞きますが、当時から既

にそういわれていたのですか。　
　　
長井　理想を話されたのだけれども、私はその理想は

今でも輝いていると思います。それに、大陸の批判ですが、
「工学というのは知識を詰め込めば詰め込むほどいいもの
をつくれなくなる。“科学とは何か”を勉強させればいいの
で、“科学”を勉強させる必要はない」と既にいっているの
です。大いに納得します。

協調と競合の時代、21世紀に「工学」ができること
小野　日本の工学が 2 度目に輝いたのは、戦後の工業

技術をはじめとする「ものづくり」でしょうか。

長井　「ものづくり」そのものだと思います。「技能の伝
承」というと非常に個人的なイメージがつきまとって、私は
しっくりこないのですが、ものづくりの魂がないと、技能を
伝承しても、たぶん「要らない」といわれるだろう。これは、
アメリカの工学アカデミーが使っている「これから科学者を
目指す者たちのために」にも書かれているし、ヘンリー・
ダイアーもいっていますが、私の言葉でいうと、人間という
のは夢というか、こういうものがあったらいいなという好奇
心を持って、それで周りにあるものを使って、そういうもの
を作り、実現してしまうということができる唯一の動物だと
思うのです。どういうときに好奇心が生まれるかというと、
自分のイメージになかった、違ったものや違った考えを見た
ときです。私の世代だと、鉄腕アトムの漫画で当時の世の
中にないものを見せられて好奇心を持ちましたが、違った
ものと触れ合い、そして実際に自分で試してみる。試して
みて、うまくいくと自分が天才だと思い込むところがあるわ
けですが、それは大事なことで、そうしたら他流試合をす
るという形で外に出ていかなくてはいけない。「協調と競合
の時代」というのはまさにそういうことだと思います。

一つのアイデアで問題を片づけることができない時代に
なったとき、壁を取り払い、お互いに知恵や力を出し合うこ
とは、人間だけが本来持っているものだと思うのです。も
ちろん基礎は大事です。知識を詰め込むばかりではだめで
すが、そのための教育は大事です。

小野　今おっしゃったことは、まさにシンセシオロジーの
精神でもあります。これは日本の 3 度目の工学の成功に結
びつくと思いますが。

長井　シンセシオロジーの立場でいうと、そういう仕組
みや具体的な行動をあらゆる階層、あらゆる場所でつくり
あげていくということだと思いますし、一番のキーポイント
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は高校以降の教育の工夫です。違ったアイデア同士が戦い
合うという環境をつくるということです。それは「夢」、「好
奇心」を持つということです。

デザインこそが人間の本質的能力であり、工学の源泉
小野　今のようなお話は、「デザインこそが人間の本質的

能力である」ということと関係があるのでしょうか。

長井　そのつもりで申し上げました。極端ないい方をす
ると、今の日本の経済学部、法学部と工学部をひっくるめ
て新しい工学部をつくってもいいのではないかというくらい
に思います。

小野　それを総称してデザインということになるわけで
すね。

きょうのお話の中で、科学と技術の対比が非常に興味深
かったです。西洋の科学は神のためという明確な目的があ
るが、日本では科学は何のためにあるか明確には語られて
いないし、面白いというだけではこれからもたないだろう。
しかし、日本の工学はこれまで 2 度輝いてきたし、3 度目

を目指しているという、優位な位置にあるという状況がよく
わかりました。これを明確な言葉にし、旗幟鮮明に掲げる
ことが必要ですね。これは戦略作りと同じことかもしれま
せん。

長井　戦略作りは大事だと思います。これは第 3 の工学
の輝ける時代のための課題です。

　
小野　貴重なお話をありがとうございました。

本インタビューは、2009年8月19日、つくば市にある物質・材料

研究機構において行われました。

略歴
長井 寿（ながい ことぶ）

1977 年東京大学工学系大学院修士課程修了後、同工学部助手を
経て、1981年金属材料技術研究所（2001年より物質･材料研究機構）
に配置換えとなり、その後、力学研究室長、超鉄鋼研究センター長
等を経て、現職（領域コーディネータ　環境 ･エネルギー材料担当）。
工学博士（1981 年、東大）。日本学術会議連携会員。専門分野は金
属材料学（微視組織と力学特性の関係解明、低環境負荷と高機能の
両立設計などが基本テーマ）。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか
に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として
進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための
方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。
論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと
同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。
一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本
ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）
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1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は研
究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約は
不要とする。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロジー
に掲載された記事に対する意見や感想また読者への有益
な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。論
説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員会
で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。
3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究

論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出
しである「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が
1.1.1、1.1.2、1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図についてはそのまま印刷できる鮮明な原図、または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）を提出する。原則
は刷り上りで左右15 cm以下、白黒印刷とする。
3.3.5 写真については鮮明なプリント版（カラー可）または
画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以上）で提出する。ファ
イルタイプ（tiff,jpeg,pdfなど）を明記する。原則は左右7.2 
cmの白黒印刷とする。 

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月 24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
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3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は段刷文書 1 部および電子媒体に原稿提出
チェックシートを添付のうえ、下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部出版室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部出版室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
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シンセシオロジー　Message

MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5

Edited by Synthesiology Editorial Board
Published by National Institute of Advanced Industrial Science and Technology (AIST)

Synthesiology Editorial Board
 Editor in Chief: A.Ono
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                              A. Kageyama, K. Kudo, T. Shimizu, Y. Jigami, H. Tateishi, M. Tanaka, E. Tsukuda, 
                              S. Togashi, H. Nakashima, K. Nakamura, Y. Hasegawa, J. Hama, K. Harada, 
                              P. Fons, K. Mizuno, N. Murayama, M. Mochimaru, A. Yabe, H. Yoshikawa
Publishing Secretariat: Publication Office, Public Relations Department, AIST
Contact: Synthesiology Editorial Board
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 Tsukuba Central 2, Umezono 1-1-1, Tsukuba 305-8568, Japan
 Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
 E-mail: 
 URL: http://www.aist.go.jp/synthesiology
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Editorial Policy Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well . 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.
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Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
(ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout 
the world approximately four months after the 
original Synthesiology issue is published. Articles 
written in English will be published in English 
in both the original Synthesiology as well as the 
English edition. Authors who write articles for 
Synthesiology in Japanese will be asked to provide 
English translations for the English edition of the 
journal within 2 months after the original edition is 
published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” will 
be reviewed by the Editorial Board prior to being 
approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.

3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
are included.
3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
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Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Publ icat ion Off ice,  Publ ic Relat ions 
Department, National Institute of Advanced 
Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: synthesiology@m.aist.go.jp

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Publ icat ion Off ice,  Publ ic Relat ions 
Department, National Institute of Advanced 
Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 

3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, clear originals that can be used for 
printing or image files (resolution 350 dpi or higher) 
should be submitted. In principle, the final print will 
be 15 cm x 15 cm or smaller, in black and white.
3.3.5 For photographs, clear prints (color accepted) 
or image files should be submitted. Image files 
should specify file types: tiff, jpeg, pdf, etc. explicitly 
(resolution 350 dpi or higher) . In principle, the final 
print will be 7.2 cm x 7.2 cm or smaller, in black and 
white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 



1-11
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32-41
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51-59

60-68

69-74
75-80

91-100

101-112

113-126
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137-146

147-158

159-169

170-175

176-182

・・・本村 陽一

・・・井原 俊英、齋藤 剛、杉本 直樹
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・・・佐藤 雄隆、坂上 勝彦

・・・坂本 満、上野 英俊
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研究論文
大規模データからの日常生活行動予測モデリング　
−実サービスを通じたベイジアンネットワークの学習と推論−
食品・環境中の有害成分分析のための有機標準物質の拡充　
−定量NMR法による効率的な計量トレーサビリティの実現−
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座談会
システムデザイン工学と構成学
シンセシオロジー 創刊一周年を迎えて
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−計量トレーサビリティ体系の構築と標準化−
安心・安全な次世代モビリティーを目指して　
−全方向ステレオカメラを搭載したインテリジェント電動車いす−
部材の軽量化による輸送機器の省エネ化　
−難燃性マグネシウムの研究開発−
セラミックス製造の省エネプロセスの確立を目指して　
−新規バインダー技術の開発−
高感度分子吸着検出センサーの開発　
−高度な診断・診療のためのバイオ分子検出技術の開発−
PAN系炭素繊維のイノベーションモデル　
−励振モデル；研究者の活動とマネージメントの相乗効果−

インタビュー
米国の固体照明による省エネ政策と標準研究
座談会
シンセシスな研究について
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223-236

237-243

244-252

264-275

276-287

288-298

299-309

310-320

321-331

332-337

・・・吉岡 敏和

・・・久保 友香、馬場 靖憲

・・・湯浅 新治、久保田 均、福島 章雄、薬師寺 啓、長浜 太郎、鈴木 義茂、安藤 功兒

・・・阿部 恒

・・・鈴木 良一

・・・

・・・大場 光太郎

・・・石川 純

・・・堀内 竜三

・・・諏訪 牧子、小野 幸輝

・・・遠藤 貴士

・・・斎藤 眞

・・・長井 寿、小野 晃

総目次
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2巻3号
研究論文
活断層からの地震発生予測　
−活動セグメント固有カスケード地震モデルによる活断層の活動確率予測−
2タイプのリード・ユーザーによる先端技術の家庭への導入モデルの提案　
−IH技術に対する調理システムの開発と普及−
スピントロニクス技術による不揮発エレクトロニクスの創成　
−究極のグリーンIT機器の実現に向けて−

ガス中微量水分測定の信頼性の飛躍的向上　
−計量トレーサビリティの確立と計測器の性能評価−
乾電池駆動可搬型高エネルギーＸ線発生装置の開発　
−Ｘ線非破壊検査におけるイノベーションを目指して−
報告
学問と技術の統合　
−横幹連合・統数研・産総研合同ワークショップ−

2巻4号
研究論文
実時間全焦点顕微鏡の開発・製品化
−微細なものを思いのままに−
誰でも作れて携行できる長さの国家標準器
−ヨウ素安定化ヘリウムネオンレーザ共振器の機構設計−
騒音計測の信頼性をいかに確保するか
−音の標準の開発と新しい供給体制−
循環発展的なプロジェクト構造を生むバイオインフォマティクス戦略
−創薬ターゲット遺伝子の網羅的機能解析−
バイオ燃料を木材からナノテクで生産する
−セルロースの構造特性を利用した酵素糖化前処理技術−
最先端の地質研究と国土の基礎情報
−5万分の1地質図幅の作成−
インタビュー
工学の克復とシンセシオロジー
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編集後記

第2巻4号が発行されました。今回も、これまでと同じように様々
な研究論文が掲載されています。そして、いずれの論文を読んでも、
必ず何らかの示唆を得られることが、このシンセシオロジーの特
徴です。特に感じたことを三つほどここで述べたいと思います。

まず、一つ一つの論文を読むと、それぞれの論文が、どの学
術分野に属するのかを直ちに特定することができません。執筆者
の所属や略歴、研究の対象から無理に特定することは可能かもし
れませんが、それにはほとんど意味がありません。なぜなら、あ
る目的のために、複数の技術要素等を組み合わせることは、伝
統的な分野の枠を超えることを意味し、そのような研究を伝統的
な分野の中で分類することができないからです。したがって、分
野を明確化できない論文ほど、シンセシオロジーらしい研究と位
置づけることができるのではと、それぞれの論文を読んでみてあ
らためて感じました。

二つ目は、前号の編集後記にも書きましたが、分野単位に出さ
れている学術雑誌と比べると、このシンセシオロジーに掲載され
ている学術論文には異なることが多く書かれています。前回はス
テークホルダーについて触れましたが、今回は価格、不確かさ、
循環的発展、実時間、社会活用といった用語が目につきます。こ
れらの用語も、これまでの学術雑誌では触れられることがない用

語です。一般に分析的な研究が発見やチャンピオンデータを重要
視するのに対して、シンセシオロジーが社会的有用性を求めるこ
との違いが、結果として論文の書き方や主張の違いをもたらして
いるのです。つまり、分野を特定できないこと、そしてこれまでと
は異なる視点や論点が加わり始めたことが、論文を投稿してくれ
る研究者や論文を査読する査読者が、シンセシオロジーが目指す
ところを理解してくれ始めたことを感じさせてくれます。

最後に、今はまだ産総研の研究員による論文投稿が中心です
が、今後は産業界や学界の関係者の投稿が増えていくことを期
待しております。そのために、編集体制をどのようにすべきなの
か、特に産業界の投稿を増やすにはどのような工夫を行うべきか、
日 、々編集委員会で議論しております。また、非常に野心的かも
しれませんが、これまでのように技術の構成を目指す実践的研究
論文を掲載するとともに、一歩引いたところから、シンセシオロジー
の論文自身を研究の対象にし、その方法論の確立を目指す論文
も出てくることを、私は期待しております。シンセシオロジー、つ
まり新たに構成学の確立を目指すのであれば、やはりその方法論
の一般化も並行して行っていかなければなりません。

（普及担当幹事 内藤 耕）
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